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第１ 会計基準の制定及び改訂等の経緯 

 

➢ 地方住宅供給公社会計基準は、企業会計に準拠しつつ、公社の事業活動から生じる利益又は実

体資本を適切に財務諸表に開示し、財務諸表利用者である利害関係者に有用な財務情報の提供

と、財務諸表の信頼性の向上を目的としている。 

➢ 平成 14 年４月の新会計基準の施行以降、これまで事業資産等を対象とした「資産価額の適正

化」の実施や「減損会計」の導入のほか、「資本の部」の定義、「販売用資産の時価評価」など、企業

会計の動向等を踏まえ、新たな会計処理に的確に対応し、財務報告の透明性の向上と信頼性の確

保に努めてきている。 

以下、制定からこれまでの改訂等の状況について記述する。 

≪会計基準の変遷≫ 

１ 新会計基準の制定（平成 14 年４月１日施行） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「資産価額の適正化の実施方針」の制定（平成 16 年 11 月１日実施） 

 

 

 

 

 

 

３ 「減損会計処理基準及び注解」の制定（平成 17 年４月１日施行） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 昭和 49 年に制定された旧会計基準は、制定以来公社の会計実務の基準となってきたが、公社経営を取り

巻く環境が大きく変化する中で、地方公共団体の包括外部監査などにおいて、その会計基準は、各種の準備

金や引当金等の設置が容認され、結果として損益ゼロの損益計算書が作成されていたことなどから、その見

直しを求める意見が相次いで出されていた。また一方、企業会計においては、国際的な会計基準との調和に

向け「会計ビックバン」ともいわれる大きな改革が進められていた。 

➢ こうした状況を踏まえ、旧会計基準を全面的に改正し、企業会計への準拠を基本とし、最新の会計処理の考

え方を取り入れつつ、公社の特性に合わせた修正を加え、公社の財務報告がその利用者に有用な情報を提

供することにより説明責任を果たすとともに、公社経営の効率化に資することを目的として制定された。 

公社の資産価値を適正に反映した財務状態の開示と減損会計の円滑な導入を図ることを目的として、

財務諸表における資産価額が、現在の経済環境における資産価値と著しい乖離がある資産について、適正

な資産価値を表わす価額とする「資産価額の適正化」を、公社会計基準の臨時的かつ特別措置として実施

された。 

➢ 企業会計において平成 17 年４月「固定資産の減損に係る会計基準」が導入された。 

➢ 減損会計は、その資産価値を収益性の観点から検証して、損失を将来に繰り延べずに処理し、財務状

態の健全性の向上を図るものである。 

➢ 公社は、公的サービスを安定的・継続的に提供していくことを責務とする公的機関であり、利害関係者

に対して公社の経営状況や財務状態について適切な情報提供を行うことが重要であることから、企業会

計の動向に合わせて減損会計の導入が図られた。 
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４ 平成 16 年度の会計基準改訂（平成 17 年３月 15 日改訂(い)） 

減損会計の導入に係る条文の整備と併せ、会計処理の実務上における課題に対処し、以下の４

つの事項について条項等の改訂を行った。 

１ 「減損会計基準」の位置づけ 

   ・ 会計基準 第 20（「固定資産の減損処理」の定め） 

   ・ 同 注解 第 11（「減損会計処理基準」を別に定める規定）  

２ 「販売用不動産の強制評価減」に関する規定 

分譲事業資産等の「強制評価減」に係る会計処理の明確化を図るため、下記の判断基準の条

項を追加した。 

・ 会計基準注解 注 14 の 2（「時価の著しい下落の判断基準」の定め） 

・   同       注 14 の 3（「時価の回復性に関する判断基準」の定め） 

３ 「賃貸事業資産に係る減価償却の算定」の方法の追加 

公社会計基準は、減価償却方法として公社特有の「年金法」のみとしていたが、事業資金調達

の多様化等に対処するため、減価償却方法に通常の「定額法」にかかる条文を追加した。 

・ 会計基準注解 注 15（「定額法」に係る条文を追加） 

４ 「経過勘定項目の収益及び費用の認識」の規定 

公社会計基準は、事業種類別を重視することから事業収益・原価に係る未収金等は事業種別

に分類しているが、その他の項目において「経過勘定項目」の明確化を図るため、下記条項を追

加した。 

・ 会計基準注解 注 20（「経過勘定項目の収益及び費用の認識」の規定） 

                  (１)未収収益、(２)前払費用、(３)未払費用、(４)前受収益 

５ 平成 17 年度の会計基準改訂（平成 18 年３月 15 日改訂（ろ）） 

企業会計における「資本の部」の「純資産の部」への改訂に対処し「定義」の章の新設及び借上

賃貸住宅の損失引当金等、以下の６つの事項について条項等の改訂を行った。 

１ 「資本等の定義」の新設 

・ 会計基準 第４章 （定義） 

第 13（資産の定義）、第 14（負債の定義）、第 15（資本の定義） 

第 16（収益の定義）、第 17（費用の定義） 

・ 同 注解 注 7 （資本の部の計上等） 

１（資本金について）、２（資本剰余金について）、 

３（利益剰余金について）、４（特定目的積立金について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「特定準備金」の廃止 

・ 会計基準 第 14（貸借対照表の区分） 

(3) 「地方住宅供給公社法施行規則第 33 条第 3 項の規定により設置する

住宅宅地分譲事業準備金及び賃貸管理事業準備金」の削除 

【資本等の定義の新設の趣旨】 

➢ 企業会計では、「新会社法」の制定に併せ、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」を

制定し、新たに貸借対照表の区分を「資産の部、負債の部、純資産の部」とし、その「純資産の部」を「株

主資本」と「株主資本以外の各項目」に区分することとした。 

➢ この改正は、近年の貸借対照表の表示区分について、資本の部に対する考え方の変更や中間区分の

存在の現状を踏まえ、企業の財務報告として特に重要な株主の拠出資本とその株主資本が生み出す利

益との区分を重視することを主眼として貸借対照表の区分表示の明確化を図ったものと言われている。 

➢ こうした企業会計の動向の中で、株主を有しない公社会計の「資本の部」について、公社会計基準とし

て「定義」する必要があると判断し、新たに第４章「定義」新設し、資産、負債、資本、収益、費用の定義の

条項を設けた。 
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・ 同 注解  注 9（特定準備金について）の削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 資本の部に「特定目的積立金」の設置 

資本の部の「剰余金」の内訳勘定として、当該公社の理事会等の決議に基づき、特定の事業

経営の継続的安定を図る目的で、計画的に見積もられた額を基礎として、「特定目的積立金」を

設けることができることとした。 

なお、特定目的積立金の計上は、当期総利益から前期繰越欠損金をうめ、なお残余ある場合にお

いて、その額の範囲内で計上できることとされている。 

・ 会計基準 第 15（資本の定義） 4（「特定目的積立金」の規定） 

・ 同 注解  注 7 の４（「特定準備金について」の規定） 

４ 「借上賃貸住宅損失引当金」の設置 

・ 会計基準注解 注 19 の４（「借上賃貸住宅損失引当金」の規定） 

 

 

 

 

 

 

 

５ 「繰越欠損金が生じた場合の会計処理」の規定 

損益計算上、当期総損失が生じ、利益剰余金及び特定目的積立金を減額し整理しても、なお不

足し、欠損が生じる状況になった場合には、「資本剰余金」の残高の範囲内において、資本剰余金か

ら欠損金へてん補できる規定を設けた。 

・会計基準注解 注 32（「繰越欠損金が生じた場合の会計処理」の規定） 

【特定準備金の廃止の背景とその趣旨】 

➢ 特定準備金は、各事業における成果の状況とそれぞれの事業の安定的経営の推進を図ることを

目的として、損益計算書において、分譲事業、賃貸管理事業、その他事業の内訳勘定を設けること

により、公共性の高い分譲事業及び賃貸管理事業において利益が生じた場合には、事業目的に沿

った利益の保有を可能とするため設置された。なお、特定準備金は、当時の建設省に要請し、公社

法施行規則における「特別法上の引当金等」として位置付けられた。 

➢ 企業会計が貸借対照表の表示区分を「資本の部」から「純資産の部」へ改訂した趣旨の一つに

は、「負債」と「資本」の中間的事項を解消し、負債は返済義務のある、資産と負債の差額を純資産

に整理することにある。 

➢ 公社の「特定準備金」は、「特別法上の引当金等」として、公社法施行規則に位置付けられてはい

るが、その準備金は、当該事業の当期利益の全額を繰入するなど、極めて利益留保性の引当金の

色彩が強く、返済義務のある負債性の引当金とは言い難く、この度の企業会計が解消を目指す、い

わゆる「中間区分」に類似するとの意見があった。 

 また、特定準備金は、繰入時にはそれぞれの事業の利益を明確にするとの役割を担っているが、

近年の厳しい公社経営においては、当該事業以外の事業に損失が生じた場合には、当該事業の特

定準備金から補てんせざるを得ず、設立趣旨の性格が損なわれ、資本の部の利益剰余金と同様な

扱いとなってきている。 

➢ こうした現状を踏まえ、国土交通省と協議の結果、公社法施行規則の改正が行われ「特別法上の

引当金等」が削除され、これに併せて公社会計基準及び注解を改正し、特定準備金が廃止された。  

【「借上賃貸住宅損失引当金」の設置の趣旨】 

➢ 借上賃貸住宅は、通常の賃貸借契約であることから、「資産」としての計上は行われていないが、公社減

損会計処理基準において、その借上期間の借上料を帳簿価額とみなし、減損損失が認識・測定された場

合には、概ね３年程度の損失見込額を「借上賃貸住宅資産減損勘定」に計上することとしている。 

➢ 借上賃貸住宅は、入居者への家賃補助など国及び地方公共団体の住宅施策に大きく依存される極めて

公共性の高い公的賃貸住宅であり、その事業の将来の損益又はキャッシュ･フローの見積は困難である

ことから、当該減損勘定の計上以降において、長期間にわたり損失が予測され、公社経営に重大な影響

がある場合には、「借上賃貸住宅損失引当金」引き当てを行うこととした。 
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６ 「ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書の事業資金借入金収支の表示の変更 

事業資産取得に係る借入金の収入及びその返済支出は、それぞれ投資活動ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ及び事業

活動ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰに表示していたが、企業会計に合わせ財務活動ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰに事業種別の区分を明確

として表示することとした。 

・会計基準注解 注 31（「財務活動ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰの区分の規定） 

６ 平成 19 年度の会計基準改訂（平成 20 年３月 14 日改訂（は）） 

企業会計における「棚卸資産の評価に関する会計基準」など新たな会計基準の制定等を踏まえ、

以下の３つの事項について条項等の改訂を行った。 

１ 「分譲事業資産の評価基準」の改正 

企業会計基準では、金融商品会計基準や固定資産の減損会計基準等との整合性や国際的

な会計基準との調和の観点から、新たに「棚卸資産の評価に関する会計基準」を制定し、通常の

販売目的で保有する棚卸資産については、収益性が低下した場合には、取得原価基準の下で

回収可能性を反映させるよう、過大な帳簿価額を減額し、将来に損失を繰り延べないための会

計処理を行うこととされた。 

これを踏まえ、公社会計基準においても、分譲事業資産等の評価基準の改正を行った。 

・ 会計基準  第 20（「資産の取得原価基準」の条文改正） 

・ 同      第 23（「事業資産の計上基準」の条文改正） 

・ 同      第 32（「原価計算の方法」の条文改正）  

・ 同 注解  注 11（「資産の一般的評価損の認識について」の条文改正）  

・ 同 注解  注 14（「分譲事業の評価について」の条文改正）  

２ 「リース取引に関する会計処理」の改正 

企業会計基準では、新たに「リース資産に関する会計基準」を制定した。 

その制定の趣旨は、これまで所有権移転外ファイナンス･リース取引に関しては、一定の注記

を条件として、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理（例外処理）を行うことができた。

しかしながら、これまでのリース取引における会計処理の実態は、「例外処理」がほぼ全てを占め

ている現状であり会計基準の趣旨を否定するような特異な状況となっていることから、当該「例

外処理」を廃止し、新たな基準を制定した。 

これを踏まえ、公社会計基準においても、リース取引に関する会計処理の改正を行った。 

・ 会計基準 第 25（「リース取引」の条文改正） 

・ 同 注解  注 18（「リース取引について」の規定） 

       １（リース取引の定義） 

２（リース取引の具体的な判定基準） 

       ３（不動産に係るリース取引の取扱い） 

       ４（ファイナンス・リース取引に係る会計処理について） 

       ５（小額リース資産及び短期のリース資産に関する簡便的な取扱い）  

       ６（リース取引の注記） 

３ 「財務諸表標準様式等」の改善・整理（平成 20 年４月１日施行） 

新会計基準の制定以降、減損会計処理基準や新たな会計処理の導入など、様々な改正等が

行われたが、財務諸表標準様式等がこれらに充分に対応しきれていなかったことを踏まえ、下記

に掲げる様式等の改善・整理を行った。 

   ・ 財務諸表標準様式 

   ・ 附属明細表標準様式 

   ・ 財産目録標準様式 

   ・ 勘定科目分類表 
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４ 「四半期等決算に関する実務指針」の制定（平成 20 年４月１日施行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 平成 21 年度の会計基準改訂（平成 22 年３月 17 日改訂（に）） 

１ 「資産除却債務に関する実務指針」の制定 

・ 企業会計においては、平成 20 年３月 31 日「資産除去債務に関する会計基準及び同適用指

針」が公表され、平成 22 年４月 1 日以後開始する事業年度から適用されることとなった。（平

成 22 年３月 31 日決算からの早期適用がある。） 

・ 公社会計基準委員会では、当会計基準の公社会計への適用について検討したが、公社会計

においては、当会計基準が適用となる事案は極めて稀であることから、当該事案が生じた場

合の会計処理の指針として、「資産除去債務に関する実務指針」を制定した。 

２ 賃貸事業資産等の時価等の開示に関する注記事項の充実 

・ 平成 20 年 11 月 28 日企業会計基準委員会より「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会

計基準及び同適用指針」が公表された。 

・ 公社会計基準委員会では、当会計基準の公社会計への適用について検討してきたが、公社

会計では、その主たる資産が賃貸事業に係る収益不動産であり、また、その会計処理は「公

社減損会計処理基準」により、毎期、その収益の回収可能性について検証し、適切な会計処

理を行っているところである。 

したがって、公社会計基準としては、当会計基準を直接的に適用するのではなく、賃貸事

業資産等に関する注記事項の充実を図る観点から、財務諸表の「注記事項様式」の改訂を

行うこととした。 

３ 有価証券等に関する注記事項の充実 

・ 企業会計基準委員会では、平成 20 年３月 10 日「金融商品に関する会計基準」を改正し、併

せて、新たに「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」を公表された。 

・ 公社会計基準委員会では、当適用指針の公社会計への適用について検討してきたが、公社

会計基準としては、当会計基準を直接適用するのではなく、当会計基準の趣旨を踏まえ、有

価証券等の注記事項の充実を図ることとし、財務諸表の「注記事項様式」の改訂を行うことと

した。 

  

８ 平成 22 年度の会計基準改訂（平成 23 年３月 31 日改訂（ほ）） 

・ 「関連当事者との取引」については、企業会計では平成 18 年 10 月「関連当事者の開示に関

する会計基準（企業会計基準第 11 号）」が公表されているが、公社会計基準では、地方住宅

供給公社において「設立団体等」以外の関連当事者は極めて稀な事例であること、また、設立

団体との取引については財務諸表及び附属明細表等においてその開示がなされているとの観

点から、企業会計に沿った対応を行ってこなかった。 

・ しかしながら、各公社の実務の中で外部監査等において「関連当事者との取引」の開示を求

める意見等が出され、その対応が求められている状況にある。 

  また、近年、新たに整備された公益法人会計などの公的法人の会計においても「関連当事者

との取引に関する開示」を重視するものとなってきている。 

上場企業では、これまで金融商品取引法（証券取引法）に基づき中間財務諸表を作成し、また、証券取

引所の要請により四半期の業績を開示していたが、平成２０年４月開始事業年度から「四半期財務諸表

に関する会計基準」が制定され適用される。 

 公社会計基準においても、公社の経営者が設立団体の意向や財務諸表利用者への適切な財務状況の

開示の必要性等を判断して、四半期決算又は中間決算のいずれかの財務諸表を作成する場合に適用す

るものとして、当該実務指針を策定した。 
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・ こうした状況を踏まえ、公社会計基準としては、「設立団体との取引」に視点をおいた「関連当

事者との取引」に関する会計基準の改定を行うこととした。 

９ 平成 23 年度の会計基準改訂（平成 24 年３月 15 日改訂（へ）） 

１ 「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する実務指針」の制定 

・ 企業会計では、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準（企業会計基準第 24

号）」が制定され、平成 23 年４月１日から適用となっている。 

  本基準は、会計方針の変更や誤謬の訂正の事象が生じた場合、財務諸表の期間比較情報の

向上の観点から、過去の財務諸表の遡及処理に関する取り扱いを定めたものである。  

・ 公社会計基準は、本会計基準の制定を踏まえ、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する実

務指針」を制定し、その会計処理を行うこととした。 

２ 財務諸表様式の改訂 

(1) 資金収支の明瞭化の観点からｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書及び附属明細表の「借入金明細書」等の

様式の改訂 

(2) 「会計上の変更及び誤謬の訂正」に関する「剰余金計算書」及び注記事項の改訂 

 

１０ 固定資産管理の改善に関するガイドラインの制定（平成 31 年４月１日） 

１ 固定資産管理の改善に関するガイドラインの制定 

    賃貸住宅事業を行う多くの公社が減価償却方法を「定額法」としており、資産に関する会計処

理を従来のやり方で行う合理的な根拠は薄れている。また、固定資産台帳の整備をはじめとした

資産管理についての取扱いルールを利害関係者の理解を得られやすいものとし、各公社がこれ

を元に統一的な会計処理を行うことは、公社事業（経営）の推進に必要不可欠なものである。 

    そこで、固定資産の管理をより適切なものとするため、公社会計基準を補完するも 

のとして留意すべき事項を具体的に示した。 

 ２ 固定資産管理の手引きの作成 

   上記１のガイドラインの沿った固定資産管理規程及び固定資産台帳の整備など、これに基づいた

適切な会計処理を行うために「手引書」として作成した。 

１１ 令和３年度の会計基準改訂（令和４年３月 11 日改訂（と）） 

１ 基準第 11（重要な会計方針の注記）についての注解（注６－１）の追加 

  実務指針第３号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する実務指針」の改訂  

  実務指針第４号「会計上の見積りの注記に関する実務指針」の制定 

 ・ 企業会計では、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準（企業会計基準第２４号）」

が令和２年３月３１日に「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」

に改正され、「会計方針の開示の取扱い」が追加された。 

 ・ 公社会計基準では、従来から第 11（重要な会計方針の注記）に 10 項目の注記事項が規定さ

れているが、（注６－１）第１項にその注記の目的を記載した。また、会計上の変更を行った場合

の注記については、実務指針第３号において規定していたが、（注６－１）第２項に規定し、注記

内容及び遡及等の詳細について実務指針第３号を改訂して規定することとした。 

 ・ また、企業会計では、「会計上の見積りの開示に関する会計基準（企業会計基準第３１号）」が

制定され、令和３年３月３１日以後終了する事業年度の年度末に係る財務諸表から適用となっ

ている。 

 ・ 公社会計基準では、この制定を踏まえ、（注６－１）第３項に会計上の見積りの注記について規

定し、実務指針第４号「会計上の見積りの注記に関する実務指針」を制定し、注記事項等につ

いて定めた。 
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２ 財務諸表様式の改訂 

・ 実務指針第３号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する実務指針」の第７第２項において、

財務諸表標準様式の２期表示について、前年度分の記載事項を比較情報として規定した。この

ため、「前年度決算額」の表示を「前年度」に変更したほか、注記事項については当年度に関す

る注記を記載する様式に変更した。 

１２ 令和４年度の会計基準改訂（令和５年３月８日改訂（ち）） 

企業会計における「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号）の制定等を踏まえ、

以下の改訂を行った。この改訂は、令和６年４月１日以後開始する事業年度から適用することとし

た。 

１ 基準第 28（損益計算書の作成目的）第２項及び注解（注２１）の全面改訂 

 ・ 企業会計では、「収益認識に関する会計基準（企業会計基準第 29号）」が2018年（平成 30

年）３月 30 日に制定され、その後 2020 年（令和２年）３月 31 日に改正され、2021 年（令和３

年）４月１日以後開始する事業年度の期首から適用されている。 

 ・ 公社会計基準では、これを踏まえ、基準第 28 の第２項を全面改正し、従来の「実現主義の原

則」を「顧客との契約による収益認識の原則」に項目名及び内容を改訂した。また、注解（注

21）についても、従来の「実現主義の具体的適用について」を「顧客との契約から生じる収益の

会計処理について」に項目名及び内容を改訂した。 

２ 財務諸表標準様式の改訂 

 ・ 貸借対照表（総括）及び貸借対照表（一般会計）において、流動資産に「契約資産」、流動負

債に「契約負債」の科目をそれぞれ追加した。 

 ・ 注記事項の「１ 重要な会計方針等」の「６ 収益及び費用の計上基準」の記載内容例を変更す

るとともに、「２ 補足情報」の「Ⅲ その他の補足情報」に「６ 収益認識について」を追加した。 

 ・ 附属明細表標準様式(11)の「１流動資産」に「契約資産」、「２流動負債」に「契約負債」の表を

それぞれ追加し、また「２流動負債」の「前受金」の表を変更した。 

 ・ 財産目録標準様式において、流動資産に「契約資産」、流動負債に「契約負債」の区分をそれ

ぞれ追加するとともに、流動負債の「前受金」の区分の記載内容を変更した。 

 ・ 勘定科目分類表において、流動資産の部に「契約資産」の大科目、流動負債の部に「契約負

債」の大科目を追加するとともに、流動負債の部の「前受金」の大科目の内容を変更した。 

 

１３ 令和７年度の会計基準改訂（令和８年３月６日改訂） 

平成 20 年３月 14 日に制定された実務指針第 1 号「四半期等決算に関する実務指針」は、公社

が設立団体の意向や財務諸表利用者への適切な財務状況の開示の必要性等を判断し、四半期決

算又は中間決算（以下「四半期等決算」という。）を行う場合に適用される指針であり、四半期等決

算について監査法人等の独立監査人が監査を行う際に準拠する基準となっている。 

令和３年度以降、公社会計基準は実務指針第３号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する実

務指針」の改訂、実務指針第４号「会計上の見積りの注記に関する実務指針」の制定及び「公社会

計基準」に収益認識基準を導入する改訂を行ってきた。これらに伴う一連の改訂内容を反映させる

ために実務指針第 1 号の内容を改訂するとともに、標題を「四半期等財務諸表に関する実務指針」

に改定した。 
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≪参考≫ 

第２ 会計基準委員会の経緯 
 

１ 新会計基準制定に向けた会計基準検討委員会 

(1) 会計基準検討委員会の設置 

・ 全住連は、当時の建設省の指導により、平成 12 年４月「地方住宅供給公社会計基準検討委

員会」（以下、「検討委員会」 という。）を設置した。 

・ 検討委員会は、企業会計への準拠を基本とし、公社の事業活動から生じる利益又は実体資

本を適切に財務諸表に開示し、財務諸表利用者である利害関係者に有用な財務情報の提供

と、財務諸表の信頼性の向上を目的として、旧会計基準を全面的に見直し、新たな会計基準

の制定作業に入った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 新会計基準制定の経緯 

・ 検討委員会は、公認会計士４名の方々の参加を得て、建設省、住宅金融公庫及び公社代表

７公社の委員から構成された。 

・ その開催状況は、平成 12 年６月第１回検討委員会を開催以降、本委員会１６回、準備委員会

３５回、ワーキンググループ会合６回を開催しています。 

  また、全国公社を対象として、平成 12年 12月に状況報告会、平成 13年６月に中間報告会、

９月に研修会、11 月に相談会２回を行うなど、全国レベルでの検討、研修を行っている。 

・ こうした検討の末、検討委員会の最終案を取りまとめ、平成 14 年３月 13 日の全住連理事会

において承認を得て、国土交通省への報告を行い、新しい「地方住宅供給公社会計基準」が

制定された。 

・ 制定までの委員構成は、次のとおりである。（H12.6 ～ H14.3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈公認会計士〉・ 筆 谷 公認会計士 新日本監査法人 代表社員 

          ・ 黒 田 公認会計士 監査法人日本橋事務所 理事長 

          ・ 二 宮 公認会計士 新日本監査法人 

          ・ 遠 藤 公認会計士 監査法人日本橋事務所 

〈委 員〉 国土交通省１名、住宅金融公庫１名、 公社代表委員７公社８名 

（東京都・神奈川県・埼玉県・愛知県・大阪市・島根県・福岡県の各公社） 

〈 新会計基準の改正の主な視点 〉 

 ① 事業損益均衡決算の是正 
［視点］ 事業損益の明確化 

② 全体損益均衡の決算報告                
  ［視点］ 利益留保性引当金設置の禁止 

③ 公社特有の会計処理の改善 
［視点］ 

  ・ 一般管理費の区分表示 

  ・ 減価償却方法の適正化 
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２ 新会計基準制定以降の会計基準検討委員会の変遷 

(1) 会計基準検討委員会（平成 14 年３月 31 日～平成 19 年３月 31 日） 

  検討委員会は、新会計基準制定以降、監査法人日本橋事務所の黒田公認会計士、遠藤公認

会計士（平成 17 年４月より千葉公認会計士）に引き続き参加いただき、公社代表 7 公社の委

員構成により活動を行った。 

 (2) 会計基準委員会（平成 19 年４月～） 

  平成 19 年３月の全住連の理事会において、理事会の下部組織の専門委員会として位置付け、

名称を「会計基準委員会」と改めた。 

 

   《会計基準委員会委員構成》         

令和５年３月 31 日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜公認会計士＞ 

・ 黒田克司 公認会計士 一般社団法人 Baker Tilly Japan 理事長 

   ・ 千葉茂寛 公認会計士 監査法人日本橋事務所 副統括代表社員 

   ・ 佐藤敏郎 公認会計士 公認会計士佐藤敏郎事務所 代表 

＜公社代表委員＞ ７公社 ８名 

・ 東京都住宅供給公社  委員長、委員 １名  

・ 大阪市住宅供給公社  副委員長 

・ 神奈川県住宅供給公社 委員 １名 

・ 埼玉県住宅供給公社  委員 １名 

・ 愛知県住宅供給公社  委員 １名 

・ 大阪府住宅供給公社  委員 １名 

・ 福岡県住宅供給公社  委員 １名 

＜ 事 務 局 ＞ 

  一般社団法人全国住宅供給公社等連合会 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１部 地方住宅供給公社会計基準及び注解 



 



地方住宅供給公社会計基準 

 
 

地方住宅供給公社会計基準  
                                
平成 14 年４月 １日制定 
平成 17 年３月 15 日改訂（い） 
平成 18 年３月 15 日改訂（ろ） 
平成 20 年３月 14 日改訂（は） 
平成 22 年３月 17 日改訂（に） 
平成 23 年３月 31 日改訂（ほ） 
平成 24 年３月 15 日改訂（へ） 
令和 ４年３月 11 日改定（と） 
令和 ５年３月 ８日改定（ち） 

 

第１章  総   則  

 

 （会計基準への準拠性） 

第１ この会計基準は、地方住宅供給公社法（以下「公社法」という。）により設立された地

方住宅供給公社（以下「公社」という。）がその会計を処理するに当たって、従わなければ

ならない基準である。 

 

 （他の会計基準による補充性） 

第２ この会計基準は、公社に適用される一般的かつ標準的な会計基準を示すものであり、公

社は、法令及びこの基準に定めのない会計事項については、一般に公正妥当と認められる会

計の基準に従うものとする。 

  なお、公社は、この基準に準拠し難い特別な事情がある場合で、かつ、利害関係者の判断

を誤らせないと認められる場合は、他の合理的な方法によることができる。（注１） 

 

 

第２章  一般原則  

 

 （真実性の原則） 

第３ 公社の会計は、公社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関して、真

実な報告を提供するものでなければならない。 

 

 （複式簿記の原則） 

第４ 公社の会計は、すべての取引及び事象について、複式簿記により体系的に記録し、正確

な会計帳簿を作成しなければならない。（注２） 

 

 （明瞭性の原則） 

第５ 公社の会計は、財務諸表によって、利害関係者に対し必要な会計情報を明瞭に表示しな

ければならない。 

 

 （重要性の原則） 

第６ 公社の会計は、原則として、記録、計算、表示について正確な処理を行い、利害関係者

の判断を誤らせないようにしなければならない。ただし、重要性の乏しいものについては、

本来の厳密な方法によらないで他の簡便な方法によることも認められる。（注３） 

A-1
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 （継続性の原則） 

第７ 公社の会計は、その処理の原則及び手続を毎期継続して適用し、みだりにこれを変更し

てはならない。（注４） 

 

 （健全性の原則） 

第８ 公社の財政に不利な影響を及ぼす可能性がある場合には、これに備えて適切に健全な会

計処理をしなければならない。（注５） 

 

 

第３章  財務諸表の基礎事項  

 

 （財務諸表の体系） 

第９ 公社は、毎決算期に次に掲げる財務諸表を作成しなければならない。 

(1) 貸借対照表 

(2) 損益計算書 

(3) 剰余金計算書 

(4) キャッシュ・フロー計算書 

(5) 附属明細表 

(6) 財産目録 

 

 （財務諸表の様式） 

第 10 この基準により作成される貸借対照表、損益計算書、剰余金計算書及びキャッシュ・フ

ロー計算書の様式は、報告様式によるものとする。ただし、貸借対照表については、勘定様

式によることができる。 

財務諸表の記載様式及び方法は、原則として、標準様式及び勘定科目分類表によるものと

する。 

 

 （重要な会計方針の注記） 

第 11 財務諸表の作成のために採用している会計処理の原則及び手続き（「会計方針」という。）

で次に掲げる事項は、注記しなければならない。（注６－１）（と） 

  会計方針に係る注記事項は、キャッシュ・フロー計算書の次にまとめて記載する。 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

(2) 分譲事業資産の評価基準及び評価方法 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

(4) 引当金の計上基準 

(5) 特定目的積立金の計上基準（ろ） 

(6) 収益及び費用の計上基準 

(7) 建設期間中の支払利息等の原価算入方法 

(8) リース取引の処理方法 

(9) 消費税等の会計処理方法 

(10) その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
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（補足情報の注記） 

第 12 この基準において特に定める注記のほか、利害関係者が公社の財政及び経営の状況に関

する適正な判断を行うために必要と認められる事項（「補足情報」という。）があるときは、

当該事項を注記しなければならない。（注６－２）（と） 

 

 

 

第４章  定  義（ろ） 
 

（資産の定義）（ろ） 

第 13 公社の資産とは、過去の取引又は事象の結果として、公社が支配する経済的資源であり、

これによって将来において経済的便益又はサービスの提供が期待されるものをいう。 

資産は、当該資産が測定可能な原価又は価値を有する場合に認識される。 

資産は、流動資産及び固定資産に分類される。 

 

（負債の定義）（ろ） 

第 14 公社の負債とは、過去の取引又は事象に起因する現在の債務であって、その消滅にあた

って経済的便益又はサービス提供能力の減少を生じさせるものをいう。 

負債は、その額が測定可能である場合に認識される。 

負債は、流動負債及び固定負債に分類される。 

 

（資本の定義）（ろ） 

第 15 公社の資本とは、拠出された地方公共団体からの出資金及び業務に関連し形成又は発生

した財産的基礎及びその業務から発生した剰余金から構成されるものであって、資産から負

債を控除した額に相当するものをいう。 

資本は、資本金と剰余金に分類され、剰余金はさらに資本剰余金、利益剰余金及び特定目

的積立金に分類される。 

１  資本金とは、公社に対する地方公共団体からの出資金をいう。（注７） 

２ 資本剰余金とは、利益剰余金及び特定目的積立金以外の剰余金であって、公社の業務に

関連し形成された財産的基礎を成す資本をいう。（注７） 

３ 利益剰余金とは、公社の業務に関連し発生した剰余金であって、特定目的積立金を除く

ものをいう。（注７） 

４ 特定目的積立金とは、公社経営の長期安定を図るために設定される目的積立金をいう。 

（注７） 

 

（収益の定義）（ろ） 

第16 公社の収益とは、サービスの提供、財貨の引渡しその他公社の業務に関連し、その資産

の増加又は負債の減少をもたらす経済的便益の増加であって、公社の財産的基礎を増加させ

る資本取引によってもたらすものを除くものをいう。 
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（費用の定義）（ろ） 

第17  公社の費用とは、サービスの提供、財貨の引渡しその他公社の業務に関連し、その資産

の減少又は負債の増加をもたらす経済的便益の減少であって、公社の財産的基礎を減少させ

る資本取引によってもたらすものを除くものをいう。 

 

第５章  貸借対照表  

 

 （貸借対照表の作成目的） 

第 18 貸借対照表は、公社の財政状態を明らかにするため、貸借対照表日におけるすべての資

産、負債及び資本を記載し、利害関係者にこれを正しく表示するものでなければならない。 

（資産、負債、資本の記載の基準） 

１ 資産、負債及び資本は、適切な区分、配列、分類及び評価の基準に従って記載しなければ

ならない。 

 （総額主義の原則） 

２ 資産、負債及び資本は、総額によって記載することを原則とし、資産の項目と負債又は資

本の項目とを相殺することによって、その全部又は一部を貸借対照表から除去してはならな

い。 

（配列） 

３ 資産及び負債の項目の配列は、特に定めのあるものを除き、流動性配列法によるものとす

る。（注８） 

  

 （貸借対照表の表示区分）（ろ） 

第 19 貸借対照表は、資産の部、負債の部及び資本の部に区分し、それぞれに属する科目は、

一定の基準に従って明瞭に分類し、その性質又は内容を示す適切な名称を付して記載しなけ

ればならない。（ろ） 

１ 資産の部は、流動資産及び固定資産に区分し、固定資産は、賃貸事業資産、事業用土地

資産、その他事業資産、有形固定資産、無形固定資産及びその他の固定資産に区分しなけ

ればならない。（ろ）（注８）（注９） 

２  負債の部は、流動負債及び固定負債に区分しなければならない。（ろ）（注８） 

３ 削除（ろ） 

４ 資本の部は、資本金及び剰余金に区分し、さらに剰余金は、資本剰余金、利益剰余金及

び特定目的積立金に区分しなければならない。（ろ） 

 

 （資産の取得原価基準） 

第 20 貸借対照表に記載する資産の価額は、原則として、当該資産の取得原価を基礎として計

上しなければならない。ただし、贈与その他無償で取得した資産については、公正な評価額

をもって取得原価とする。（注 10） 

資産の取得原価には、原則として付随費用を含めるものとする。 
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資産の取得原価は、資産の種類に応じた費用配分の原則によって、各事業年度に配分しな

ければならない。 

なお、固定資産については、その対象となる資産がその収益性の低下により投資額の回収

が見込めなくなった場合において、一定の条件の下で回収可能性を反映させるように、その

資産の帳簿価額を減額（「固定資産の減損処理」という。）しなければならない。（い） 

固定資産の減損に係る会計処理については、別に定める「地方住宅供給公社に係る減損会

計処理基準」によるものとする。（は）（注11） 

 

 （債権の計上基準） 

第 21 預金、未収金、貸付金その他の債権の貸借対照表価額は、取得価額から貸倒見積高に基

づいて算定された貸倒引当金を控除した金額とする。（注 12） 

    貸倒見積高の算定は、債務者の財務内容等に応じて債権を区分し、一般の債権については

債権全体又は同種同類の債権ごとに貸倒実績率等の合理的な基準により、特定の債権につい

ては回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上する方法による。 

 

 （有価証券の計上基準） 

第 22 有価証券については、原則として購入代価に手数料等の付随費用を加算し、これに平均

原価法等の方法を適用して算定した取得原価をもって貸借対照表価額とする。 

  なお、債券を債券金額より低い価額又は高い価額で取得した場合において、取得価額と債

券金額との差額の性格が金利の調整と認められるときは、償却原価法に基づいて算定された

価額をもって貸借対照表価額とする。 

    ただし、時価のある有価証券については、時価が取得原価よりも下落した場合には時価を

もって貸借対照表価額としなければならない。（注 13） 

 

 （事業資産の計上基準） 

第 23 分譲事業資産及び賃貸事業資産等の事業資産については、原則として購入代価又は適正

に算定した製造原価若しくは工事原価に引取費用等の付随費用を加算した価額をもって取

得原価とする。 

ただし、分譲事業資産等については、期末における正味売却価額が取得原価よりも下

落している場合には、正味売却価額をもって貸借対照表価額とする。この場合において、

取得原価と当該正味売却価額との差額は当期の費用として処理する。（は）（注 14） 

 

 （資産の減価償却方法） 

第 24 賃貸事業資産、有形固定資産及び無形固定資産等の減価償却資産は、取得原価から残存

価額を控除した金額を、その耐用期間にわたり所定の減価償却方法に従い、計画的、規則的

に配分しなければならない。 

  残存価額は、賃貸事業資産及び有形固定資産については備忘価額とし、無形固定資産につ

いては零とする。 

  耐用年数は、物理的減価及び機能的減価の双方の要因を考慮して決定する必要があるため、

個別の物件ごとにその特性、修繕及び改良水準、環境等を勘案し実状に合わせて設定する。 
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１ 賃貸事業資産（土地等を除く。）は、その耐用期間にわたり資本費用が一定となる減価

償却の方法によって、取得原価を各事業年度に配分しなければならない。 

    賃貸事業資産については、その取得原価から減価償却累計額を控除した価額をもって

貸借対照表価額とする。（注 15）（注 16） 

２ 有形固定資産（土地等を除く。）は、その耐用期間にわたり定額法又は定率法の減価償

却の方法によって、取得原価を各事業年度に配分しなければならない。 

  有形固定資産については、その取得原価から減価償却累計額を控除した価額をもって貸

借対照表価額とする。（注 16） 

３ 無形固定資産は、その有効期間にわたり定額法の減価償却の方法によって、取得原価を

各事業年度に配分しなければならない。 

  無形固定資産については、減価償却累計額を控除した未償却残高を記載し、当該未償却

残高をもって貸借対照表価額とする。 

  将来の収益獲得又は費用削減が確実である自社利用のソフトウェアについては、将来の

収益との対応等の観点から、その取得に要した費用を資産として計上し、その利用期間に

わたり償却を行うものとする。（注 17） 

 

 （リース取引） 

第 25 ファイナンス・リース取引については、原則として通常の売買取引に係る方法に準じて

会計処理を行う。 

ただし、個々のリース資産に重要性が乏しいと認められる場合には、オペレーティング・

リース取引の会計処理に準じて、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うこと

ができる。（は） 

オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処

理を行う。（注 18） 

 

 （引当金） 

第 26 将来の特定の費用又は損失であって、その発生が当期以前の事象に起因し、発生の可能

性が高く、かつ、その金額を合理的に見積ることができる場合には、当期の負担に属する金

額を当期の費用又は損失として引当金に繰入れ、当該引当金の残高を貸借対照表の負債の部

又は資産の部に記載するものとする。（注 19） 

  発生の可能性の低い偶発事象に係る費用又は損失については、引当金を計上することはで

きない。 

 

 （金銭債務の計上基準） 

第 27 未払金、借入金、その他の債務は、債務額をもって貸借対照表価額とする。 

社債は、社債金額をもって貸借対照表価額とする。社債を社債金額よりも低い価額又は高い

価額で発行した場合には、当該差額に相当する金額を資産又は負債として計上し、償還期に

至るまで毎期一定の方法で償却しなければならない。当該償却額は、社債利息の修正として

社債利息に加減して処理する。 
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第６章  損益計算書  

 

 （損益計算書の作成目的） 

第 28 損益計算書は、公社の経営成績を明らかにするため、一事業年度に属するすべての収益

とこれに対応するすべての費用を記載しなければならない。 

  

（発生主義の原則） 

１ すべての費用及び収益は、その支出及び収入に基づいて計上し、その発生した期間に正

しく割当てられるように処理しなければならない。 

なお、未実現収益は、原則として、当期の損益計算に計上してはならない。（ち）（注 20） 

 

 （顧客との契約による収益認識の原則）（ち） 

２ 顧客との契約から生じた取引については、約束した財又はサービスの顧客への移転を当

該財又はサービスと交換に公社が権利を得ると見込む対価の額で描写するように、収益を

認識することを原則とする。（注 21） 

この原則に従って収益を認識するために、次の(1)から(5)までのステップを適用する。 

(1) 顧客との契約を識別する。 

(2) 契約における履行義務を識別する。 

(3) 取引価格を算定する。 

(4) 契約における履行義務に取引価格を配分する。 

(5) 履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。（ち） 

 

 （総額主義の原則） 

３ 費用及び収益は、総額によって記載することを原則とし、費用の項目と収益の項目とを

直接に相殺することによってその全部又は一部を損益計算書から除去してはならない。 

 

 （費用収益対応の原則） 

４ 費用及び収益は、その発生源泉に従って明瞭に分類し、各収益項目とそれに関連する費

用項目とを損益計算書に対応表示しなければならない。 

 

 （損益計算書の区分） 

第 29 損益計算書には、事業損益計算、経常損益計算及び特別損益計算の区分を設けなければ

ならない。複数の事業を行っている公社にあっては、分譲事業損益、賃貸管理事業損益、そ

の他事業損益等適切な事業種類別に表示しなければならない。（注 22） 

１ 事業損益計算の区分は、公社の事業活動から生ずる事業収益並びにそれに対応する事業

原価及び一般管理費を記載して、事業利益又は事業損失を計算する。 

２ 経常損益計算の区分は、事業損益計算の結果を受けて、事業活動以外の原因から生ずる

利息、補助金収入その他損益であって特別損益に属さないものをその他経常損益として記

載し、経常利益又は経常損失を計算する。 
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３ 特別損益計算の区分は、経常損益計算の結果を受けて、固定資産売却損益等の特別損益

を記載し、当期純利益又は当期純損失を計算する。 

なお、特定目的積立金に係る当期の取崩が生じる場合は、当期純利益（純損失）の次に、

特定目的積立金の取崩額を記載し、当期総利益又は当期総損失を計算する。（ろ） 

 ４ 削除（ろ） 

 

 

 第７章   原価計算  

   

 （原価計算制度） 

第 30 この基準において原価計算とは、制度としての原価計算をいう。原価計算制度は、公社

が、財務諸表の作成、原価管理、その他経営意思決定等の目的のため、住宅、宅地、その他

これに関連する施設等についての原価を算定する計算方法であり、かつ、原価会計として財

務会計機構と有機的に結合した計算体系である。 

この章においては、主に分譲事業資産及び賃貸事業資産等に係る製造原価又は工事原価並

びに受託建設工事に係る工事原価について定めるものである。なお、この基準に定めのない

原価計算に関する事項については、一般に公正妥当と認められる原価計算の方法による。 

 

 （非原価項目） 

第 31 原価計算制度において、事業目的に関連しない価値の減少、異常な状態を原因とする価

値の減少、臨時巨額な損失等は、非原価項目として原価に算入しない。 

 

 （原価計算の方法） 

第 32 原価計算の方法は、次のとおり行うものとする。 

１ 公社における原価計算は、財貨又は用役の消費の実際発生額を計算する実際原価計算に

よる。ただし、必要がある場合は、その一部について合理的に見積った予定価額によるこ

とができる。（注 23） 

２ 実際原価計算の手続きは、原則として、その実際に発生した原価要素をまず費目別に分

類集計し、さらに必要に応じて原価部門別に計算し、機能的区分による工事単位別に集計

する。（注 24） 

３ 住宅等建設工事についての原価計算は、原則として、個別原価計算によるものとする。 

  当該工事に直接的に関連づけられる費用（土地費、工事費、事務費のうちの固有経費）

は当該工事単位に賦課し、直接関連づけることができない費用（事務費のうちの共通経費）

は適切な配賦基準により配賦する。 

４  事業資金借入れにより発生する支払利息のうち、当該事業において正常な建設又は工事

期間中におけるもので、その完了までに至るものについては、原価に算入することができ

るものとする。 

    事業資産についての販売募集に係る費用並びに事業資産に係る公租公課及び用地管理

費用等のうち、当該事業において正常な建設又は工事期間中におけるもので、その完了ま

でに至るものについても、同様に扱うことができるものとする。（は）（注 25） 
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  （原価差額の会計処理） 

第 33 原価の一部を予定価額等をもって計算した場合における原価と実際発生額との間に生

ずる差額（「原価差額」という。）は、原則として当期の事業原価に賦課する。 

 ただし、正常な見積誤差と認められるもの以外については、発生原因を分析し関連する項

目に配賦する等、適切に処理するものとする。 

 

 

第８章  キャッシュ・フロー計算書 

    

（キャッシュ・フロー計算書の作成目的） 

第 34 キャッシュ・フロー計算書は、公社の一会計期間におけるキャッシュ・フローの状況を

報告するため、主要な取引ごとにキャッシュ・フローを総額で表示しなければならない。 

 

（資金の範囲） 

第 35 キャッシュ・フロー計算書が対象とする資金の範囲は、現金及び現金同等物とする。 

１  現金とは、手許現金及び要求払預金をいう。 

２ 現金同等物とは、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期投資をいう。（注 26） 

 

 （キャッシュ・フロー計算書の表示区分） 

第 36 キャッシュ・フロー計算書には、事業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フローの区分を設けなければならない。 

複数の事業を行っている公社にあっては、損益計算書において行った事業種類別に応じて、

次の１から３までの各活動のキャッシュ・フローの内訳を表示しなければならない。 

  （ろ）（注 27）（注 28）（注 29）（へ） 

１ 事業活動によるキャッシュ・フローの区分には、事業損益計算の対象となった取引のほ

か、投資活動及び財務活動以外の取引によるキャッシュ・フローを記載する。 

また、受取利息及び支払利息は、事業活動によるキャッシュ・フローの区分に記載する。

（ろ）（へ） 

２ 投資活動によるキャッシュ・フローの区分には、事業資産取得活動に係る事業資産取得

の対価支払い及びその他の投資活動としての固定資産の取得及び売却によるキャッシ

ュ・フローを記載する。なお、資産取得に係る補助金収入がある場合は、この区分に記載

する。（ろ）（へ） 

３  財務活動によるキャッシュ・フローの区分には、資金の調達及び返済によるキャッシ

ュ・フローを記載する。なお、リース取引に係る「リース債務」は、その債務実態が借入

金と同様であることから「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する。（ろ）

（へ） 

４ キャッシュ・フロー計算書には、これら三区分の活動によるキャッシュ・フローの結果

として現金及び現金同等物の増加額又は減少額を計算し、現金及び現金同等物の期首残高

を加え、現金及び現金同等物の期末残高を表示する。 
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第９章   剰余金計算書  

 

第 37 剰余金計算書は、資本剰余金及び利益剰余金の期中の増加及び減少を明らかにするため、

期首残高及び期末残高とともに、増加高及び減少高についてその発生原因を示す名称を付し

た科目をもって掲記しなければならない。（注 32） 

 

第 10 章   附属明細表  

 

第 38 附属明細表の種類は、次に掲げるものとする。 

(1) 事業別損益明細 

(2) 事業資産明細 

(3) 有形固定資産等明細 

(4) 有価証券明細 

(5) 関係団体出資等明細 

(6) 借入金等明細 

(7) 引当金明細 

(8) 特定目的積立金明細（ろ） 

(9) 保証債務等明細 

(10) 資本金等明細 

(11) 設立団体との取引明細（に） 

(12) その他主な資産・負債及び収益・費用の内訳 

 

第 11 章   財産目録  

 

第 39 財産目録は、貸借対照表日におけるすべての資産及び負債の状況の詳細を明らかにする

ため、原則として、貸借対照表の科目ごとの内訳として、具体的な内容、数量、金額等、そ

の他適宜な構成要素に細分して記載しなければならない。 

 

第 12 章  区分経理  

第40  公社は、公社法第３０条第１項の規定に従い、住宅の積立分譲に関する契約に基づく受

入金に係る会計については、他の一般の会計と区分して経理しなければならない。 

    なお、必要がある場合は、一般の会計をさらに区分して経理することができる。 

 

附   則  

１ 実施時期及び経過措置 

この基準は、平成 14年４月１日開始事業年度から適用する。ただし、「第７章 キャッシ

ュ・フロー計算書」の適用によるキャッシュ・フロー計算書の作成については、平成 15 年

４月１日開始事業年度から作成することもできる。 
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２ その他 

この基準が適用されることにより、従来の方法による資産、負債、基本金、資本剰余金及

び利益剰余金の各項目については、平成 14 年４月１日現在において直接、新基準により該

当する資産、負債（特定準備金を含む）、資本金、資本剰余金及び利益剰余金の各項目に振

替えるものとする。当該「新基準適用による振替表」は、平成 14 年４月１日開始の事業年

度においては、貸借対照表の注記事項として取扱うものとする。 

 

附   則（い） 

 

適用時期 

この基準は、平成 17 年３月 15 日から適用する。ただし、基準第 15 に定める「固定資産

の減損処理」については、平成 17年４月１日開始事業年度から適用する。 

 

附   則（ろ） 

 

適用時期 

この基準は、平成 18 年４月１日開始事業年度から適用する。ただし、平成 18 年３月 31

日に終了する事業年度に係る財務諸表について適用することができるものとする。 

 

附   則（は） 

 

１  適用時期 

この基準は、平成 20年４月１日以後開始する事業年度から適用する。ただし、平成 20年

３月 31日以前に開始する事業年度から適用することができる。 

２ 分譲事業資産等の簿価切下額の会計処理について 

本会計基準が適用される最初の事業年度において、分譲事業資産等の評価により簿価切下

額が多額に発生し、それが期首の分譲事業資産等に係るものである場合には、注解第 14 の

２(1)の取り扱いによらず、次のいずれかの方法により特別損失に計上できる。 

(1) 本会計基準を期首在庫の評価から適用したとみなし、期首在庫に含まれる変更差額を

特別損失に計上する方法 

(2) 本会計基準を期末在庫の評価から適用するが、期末在庫に含まれる変更差額のうち前

期以前に起因する部分を特別損失に計上する方法 

３ 所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理について 

リース取引開始日が本会計基準適用前のリース取引で、本会計基準に基づき所有権移転外

ファイナンス・リース取引と判定されたものについては、引き続き通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を適用することができる。 

この場合、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用している旨及び

改正前会計基準によるリース取引に係る会計処理で必要とされていた事項を注記しなけれ

ばならない。 
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４ 「四半期等決算に関する実務指針」の制定 

地方住宅供給公社における四半期決算又は中間決算（「四半期等決算」という。）に係る財

務諸表に適用される会計処理及び開示に関する実務的な指針を、別途「四半期等決算に係る

実務指針」として定める。 

 

 

附   則（に） 

 

１  適用時期 

  この基準は、平成 22 年４月１日以後開始する事業年度から適用する。ただし、平成

22年３月 31日以前に開始する事業年度から適用することができる。 

２  改訂事項 

(1) 「資産除却債務に関する実務指針」の制定について 

資産の除去債務に係る会計処理に関する実務的な指針を、別途「資産除去債務に関

する実務指針」として定める。 

(2) 「賃貸事業資産等に関する注記事項」について 

賃貸事業資産等に関する注記事項の充実を図る観点から、注記事項標準様式を改

訂し、賃貸事業資産等の減損処理及び時価等の注記を行うこととする。 

(3) 「有価証券等に関する注記事項」について 

有価証券等に関する注記事項の充実を図る観点から、注記事項標準様式を改訂し、

有価証券等の時価等の注記を行うこととする。 

 

附   則（ほ） 

 

適用時期 

この基準は、平成 23年４月１日以後開始する事業年度から適用する。ただし、平成 23年

３月 31日以前に開始する事業年度から適用することができる。 

 

附   則（へ） 

 

１ 適用時期 

この基準は、平成 24年 3月 31日以後終了する事業年度決算から適用する。ただし、誤謬

の訂正に関する過去の財務諸表の遡及処理による修正再表示については、平成 24 年 4 月 1

日以降開始する事業年度から適用するものとする。 

２  改訂事項 

 (1) 「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する実務指針」の制定について 

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する過去の財務諸表の遡及処理に関する実務

上の取扱いを、別途「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する実務指針」として定める。 

 (2) 財務諸表及び附属明細表の標準様式の改訂について 

前号(1)の実務指針により「剰余金計算書」及び「注記事項」の標準様式の改訂、

A-12



地方住宅供給公社会計基準 

 
 

並びに、資金収支の明確化を図る観点から、ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書及び附属明細表の借入

金明細、社債明細の標準様式を改訂する。 

 

附  則（と） 

 

１ 適用時期等 

(1)  この基準は、令和 4 年 4 月 1 日以後開始する事業年度から適用するものとする。 

(2)  この基準の適用初年度において、本会計基準の適用は表示方法の変更として取り扱

う 。 

２ 改訂事項 

(1) 「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する実務指針」（平成 24 年 3 月 15 日制定）の

改訂について 

    この基準により、会計方針、表示方法又は会計上の見積りの変更を行った場合の

注記について規定したことから、当該実務指針を改訂する。 

 (2) 「会計上の見積りの注記に関する実務指針」の制定について 

    会計上の見積りの注記に関する実務上の取扱いを、別途「会計上の見積りの注記

に関する実務指針」として定める。 

 (3) 財務諸表標準様式の改訂について 

    この基準の適用により、次の財務諸表標準様式を改訂する。 

①一般会計様式１ 貸借対照表（一般会計） 

②一般会計様式２ 損益計算書（一般会計） 

③一般会計様式３ 剰余金計算書（一般会計） 

④一般会計様式４ キャッシュ・フロー計算書（一般会計） 

⑤注記事項標準様式 注記事項 

⑥特別会計様式  〔様式１〕貸借対照表（積立分譲受入金会計） 

〔様式２〕損益計算書（積立分譲受入金会計） 

〔様式３〕キャッシュ・フロー計算書（積立分譲受入金会計） 

 

附  則（ち） 

 

１ 適用時期 

  この基準は、令和 6 年 4 月 1 日以後開始する事業年度決算から適用する。 

２ 経過措置 

(1) この基準の適用初年度においては、公社会計基準等の改訂に伴う会計方針の変更と

して取り扱い、原則として新たな会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用する（以

下「原則的な取扱い」という。）。 

ただし、適用初年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の適用初年

度の累積的影響額を、適用初年度の期首の利益剰余金に加減し、当期期首残高から新

たな会計方針を適用することができる。 

(2) 原則的な取扱いによる場合、適用初年度の前年度の期首より前までに従前の取扱
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いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約について、適用初年度の前年度

の財務諸表を遡及的に修正しないことができる。また、上記(1)のただし書きの方法

を選択する場合、適用初年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべ

ての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しないことができる。 

(3) 上記(1)のただし書きの方法を選択する場合において、適用初年度の期首より前ま

でに開始された契約について、遡及適用による累積的影響額を算定することが実務上

困難な場合は、適用初年度の期首から新たな会計方針を適用することができる。 

(4) この基準の適用初年度においては、適用初年度の比較情報について、新たな表示

方法に従い組替えを行わないことができる。 

(5) この基準の適用初年度においては、（注２１）第７項及び第８項に記載した内容を

適用初年度の比較情報に注記しないことができる。 

３ その他 

 財務諸表標準様式及び勘定科目分類基準表の改訂について 

   この基準の適用により、財務諸表標準様式及び勘定科目分類基準表を一部改訂する。 
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第１ 総 則 関 連 

 

（注１）他の合理的な方法による場合について 

特定の会計事項で、この基準に準拠し難い特別な事情があるものとして他の合理的な方

法によった場合には、その旨、その理由及びその内容を注記しなければならない。 

 

 

第２ 一般原則関連 

 

（注２）複式簿記の原則について 

公社は、その経営責任を明らかにするため、複式簿記により、事業目的に沿った適切な

勘定体系及び帳簿組織を設定し、信頼しうる会計記録を作成しなければならない。 

会計処理及び記録は、客観的な証拠に基づき適時に実施されなければならず、かつ、網

羅性及び検証可能性を備えたものでなければならない。 

 

（注３）重要性の原則について 

重要性の原則は、公社会計の目的が、公社の財務内容を明らかにし、公社の状況に関す

る利害関係者の判断を誤らせないようにすることにあることから、重要性の乏しいものにつ

いては、本来の厳密な方法によらないで他の簡便な方法によることも、実務上の観点から妥

当性が認められるものである。したがって、利害関係者の判断を誤らせない限り、記録、計

算、表示等の会計全般にわたって適用される。 

重要性の原則の適用例としては、次のようなものがある。 

(1) 消耗品及び少額又は耐用期間が短い減価償却資産等について、買入時又は払出時に

費用として処理することができる。 

(2) 前払費用等の経過勘定項目のうち、重要性の乏しいものについては当該経過勘定項

目として処理しないことができる。 

(3) 資産取得時の少額の付随費用については、取得原価に算入しないことができる。 

 

（注４）継続性の原則について 

公社の会計処理において、一つの会計事実について二つ以上の会計処理の原則又は手続

の選択適用が認められる場合がある。 

このような場合に、公社が選択した会計処理の原則及び手続を毎期継続して適用しない

ときは、同一の会計事実について異なる計算結果が算出されることになり、財務諸表の期間

比較を困難ならしめ、この結果、公社の財務内容に関する利害関係者の判断を誤らせること

になる。 
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従って、いったん採用した会計処理の原則又は手続は、正当な理由により変更を行う場

合を除き、財務諸表を作成する各時期を通じて継続して適用しなければならない。（と） 

 

（注５）健全性の原則について 

公社の会計は、予測される将来の危険に備えて慎重な判断に基づく会計処理を行なわな

ければならないが、過度に保守的な会計処理を行うことにより、公社の財政状態及び経営成

績の真実な報告を歪めてはならない。 

 

 

第３ 財務諸表の基礎事項関連 

 

（注６－１）重要な会計方針等の注記について（と） 

１ 重要な会計方針に関する注記の目的は、財務諸表を作成するための基礎となる事項を財務

諸表利用者が理解するために、採用した会計処理の原則及び手続の概要を示すことにある。

この注記目的は、会計処理の対象となる会計事象や取引に関連する会計基準等の定めが明ら

かでない場合に、会計処理の原則及び手続を採用するときも同じである。 

２ 会計方針、表示方法又は会計上の見積りの変更を行った場合には、会計方針の注記の次に、

次の各号に掲げる事項を注記する。 

(1) 会計方針の変更を行った場合には、変更の内容、理由及び当該変更が財務諸表に

与えている影響の内容等 

(2) 表示方法の変更を行った場合には、財務諸表の組替えの内容及びその理由等 

(3) 会計上の見積りの変更を行った場合には、変更の内容及び当該変更が財務諸表に

与えている影響の内容等 

会計方針とは、財務諸表の作成に当たって採用した会計処理の原則及び手続をいう。 

表示方法とは、財務諸表の作成に当たって、その会計情報を正しく示すために採用し

た表示方法（注記による開示も含む。）をいい、財務諸表の科目分類、科目配列及び報

告様式が含まれる。 

会計上の見積りとは、資産及び負債や収益及び費用等の額に不確実性がある場合にお

いて、財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて、その合理的な金額を算出すること

をいう。 

３ 会計上の見積りは、その見積りの方法や基礎となる情報の入手程度が様々であり、そ

の結果、財務諸表に計上する金額の不確実性の程度も様々であり、財務諸表に計上した

金額のみでは、当該金額が含まれる項目が翌年度の財務諸表に影響を及ぼす可能性があ

るかどうかを財務諸表利用者が理解することは困難である。 

このため、当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌

年度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスク（有利となる場合及び不利となる場合の双

方が含まれる。）がある項目における会計上の見積りの内容について、財務諸表利用者

の理解に資する情報を注記する。 
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（注６－２）補足情報の注記について（と） 

利害関係者が公社の財政及び経営の状況に関する適正な判断を行うため、次に掲げる事

項を財務諸表に注記しなければならない。これらの注記は、重要な会計方針等の注記の次に

まとめて記載する。（と） 

(1) 保証債務（保証予約、経営指導念書等の差入れの保証類似行為を含む。）、係争事件

に係る賠償義務等の偶発債務 

   なお、公社が第三者の事業者の借入金等について連帯債務者となるものの、公社が

実質的な事業主体とはならず、かつ、当該連帯債務負担行為が第三者のための保証と

して行われた場合は、当該同額で公社に帰属する債権及び債務について、貸借対照表

における資産及び負債には含めず、保証債務として注記するものとする。 

(2) 預金のペイオフに係る借入相殺額及び預金保険等の限度超過額 

(3) 貸借対照表日以後に発生した、翌事業年度以降の財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす事象（「後発事象」という。） 

 

 

第４ 定 義 関 連 

 

（注７）資本の部の計上等について（ろ） 

１ 資本金について（ろ） 

公社は、利益の獲得を目的として出資する株主等を制度上予定されていない。公社への

出資は、公社法第 4条において「地方公共団体でなければ、地方公社に出資できない。」と

定められていることから、その「資本金」は、地方公共団体からの出資金を計上する。 

２ 資本剰余金について（ろ） 

資本剰余金は、公社業務に関連し形成された財産的基礎を成すものと認められる場合に

は、その相当額を資本剰余金に計上する。 

具体的には、以下のような場合が想定される。 

(1) 利益剰余金又は特定目的積立金を財源として、事業資産に係る非償却資産を取得し

た場合、当該非償却資産が公社の財産的基礎を成すものと認められる場合 

(2) 国や地方公共団体からの補助金等（贈与を含む）により、非償却資産を取得した場         

合 

(3) 「資産価額の適正化による評価差額金」（平成 16年度のみの特例処置により実施）

を計上する場合 

３ 利益剰余金について（ろ） 

公社の利益剰余金は、公社の業務に関連し発生した剰余金であって、制度的に一般企業

のように株主に利益配当を行うことがないことから、その利益剰余金は、公社法に基づき、

公的事業体として、当該公的サービスを継続的・安定的に提供するために健全な財政的基

礎の確保に留保され、次期以降の損失に備えることとなる。 

利益剰余金の計上は、当期総利益が生じたときは、前期繰越欠損金をうめ、なお残余が

あるときは、特定目的積立金の当期積立額を控除した額を当期の利益剰余金計上額とし、
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利益剰余金の期末残高を計算する。 

また、当期総損失が生じたときは、前期利益剰余金を減額し、なお不足が生じるときは、

特定目的積立金を減額して整理して、利益剰余金の期末残高を計算する。 

この計算の結果、なお不足が生じた場合、その不足額は繰越欠損金として整理する。 

４ 特定目的積立金について（ろ） 

(1) 特定目的積立金は、公社の理事会等の決議に基づき、特定の事業経営の継続的な安定

を図る目的で、計画的に見積もられた額を基礎に計上する。 

特定目的積立金の名称は、当該公社において、その設置目的を適切に示す科目をも

って表示するものとする。 

具体的には、以下のような場合が想定される。 

ア 住宅宅地分譲事業経営において、著しい地価の変動等による損失に備えて積立を

行う場合 

イ 賃貸住宅管理事業経営において、将来の家賃相場の変動や金利の上昇などによ

る減損損失に備えて積立を行う場合 

ウ 賃貸事業経営において、当該事業資産の土地資産等の非償却資産取得に要した

調達資金に係る将来の債務償還に備えて積立を行う場合 

(2) 特定目的積立金の計上は、当期総利益から前期繰越欠損金をうめ、なお残余ある場合

において、その額の範囲内で計上できるものとする。 

(3) 特定目的積立金の取崩は、前(1)のア及びイの場合においては、当該積立金の目的に

沿った事象が発生した場合には、その相当額を取り崩すことができるものとする。 

また、前(1)のウの場合においては、当該土地資産に係る債務の償還が終了したとき

は、公社経営における財産的基礎を成すものとして、当該土地資産の取得価額（「資産

価額の適正化」を実施した場合は、適正化前の取得価額）を「資本剰余金」に振替る

ものとする。 

 

 

第５ 貸借対照表関連 

 

（注８）流動項目又は固定項目の区別の基準について 

事業活動より発生した通常の循環過程にある未収金、前払金、未払金、前受金等の債権

及び債務は、流動資産又は流動負債に属するものとする。 

預金、借入金、預り金、前記以外の未収金、未払金等の債権及び債務で、貸借対照表日

の翌日から起算して一年以内に入金又は支払の期限が到来するものは、流動資産又は流動負

債に属するものとし、入金又は支払の期限が一年を超えて到来するものは、固定資産又は固

定負債に属するものとする。前払費用等の経過勘定項目の区別に当たっては、同様に費用化

又は収益化の期限が一年以内のものは流動資産又は流動負債に属するものとし、一年を超え

るものは固定資産又は固定負債に属するものとする。 

 

（注９）事業用土地資産等について 

１ 取得に当っての土地が、未だ特定の事業目的に供されることが確定していない場合は、
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当該土地を事業用土地資産として計上する。当該土地について特定の事業目的に供され

ることが確定したときは、当該特定の事業資産として区分する。 

２ 事業活動に関して生じた譲渡又は賃貸のいずれも不能又は困難と認められる一部の土

地資産（「減歩資産」という。）は、備忘価額を付し、その他の固定資産に計上する。 

３  後発的な事象により事業化困難となった土地（「事業外用地」という｡）については、そ

の他の固定資産に計上する｡ 

 

（注９）特定準備金について 

削除（ろ）   

 

（注 10）補助金等により取得した資産について 

１ 費用性の建物等の償却資産について（は） 

費用性の資産の取得又は改良のため、その全部又は一部に充当する目的で補助金等の

交付を受けた場合は、原則として、当該補助金等は「繰延収益」として固定負債に計上

し、対応する取得資産は、取得原価を基礎に計上し、この減価償却等の費用化に応じて、

当該繰延収益を取崩し、収益化を行うものとする。 

なお、前記の方法に代えて、補助金等に相当する金額を当該資産の取得原価から控除

する方法によることができるものとする。この場合、貸借対照表の表示は、取得原価か

ら補助金等に相当する金額を控除する形式で記載する方法による。 

２ 費用化が予定されていない土地等の非償却資産について（は） 

費用化が予定されていない土地等の非償却資産取得のために補助金の交付を受けた場

合は、「資本剰余金」として資本の部に直接計上する。 

３ 事業経費に係る補助金等について（は） 

事業経費に係る補助金等でこれら資産取得に充当されないものについては、当該補助

金等交付の趣旨により事業経費に対応した収益として計上する。 

 

（注 11）資産の一般的評価損の認識について（い）（は） 

物理的な損傷、品質低下又は陳腐化等の原因による資産価値の喪失は、損失を認識し、

当該資産価額を減価させなければならない。 

 

（注 12）貸倒引当金の控除形式について 

貸倒引当金は、債権の属する科目ごとに貸倒引当金を控除する形式で表示することを原

則とするが、次の方法によることも妨げない。 

(1) 二以上の債権科目が属する区分について一括して記載する形式で表示する方法 

(2) 債権について貸倒引当金を控除した残額のみを記載し、当該貸倒引当金を注記する

方法 

 

（注 13）有価証券の評価について 

１ 償却原価法とは、債券を債券金額より低い価額又は高い価額で取得した場合において、

当該差額に相当する金額を償還期に至るまで毎期一定の方法で貸借対照表に加減する方
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法をいう。なお、この場合には、当該加減額を受取利息に含めて処理する。 

２ 時価のある有価証券について、時価が取得原価よりも下落した場合に時価をもって貸借

対照表価額とする場合の評価差額は、洗替方式により当期の損益として処理する。 

３ 有価証券についての時価とは、公正な評価額をいい、市場において形成されている取引

価格、気配又は指標その他の相場（「市場価格」という。）に基づく価額をいう。市場価

格がない場合には、合理的に算定された価額を公正な評価額とする。 

 

（注 14）分譲事業資産等の評価について（い）（は） 

１ 正味売却価額の算定について（は） 

正味売却価額は、時価（「時価」とは、公正な評価額をいい、市場価格に基づく価額を

いう。）を基礎として、次のとおり算定する。 

なお、市場価格が観察できない場合には、合理的に算定された価額を時価とする。こ

れには、期末前後での販売実績に基づく価額を用いる場合や、契約により取り決められ

た一定の価額を用いる場合を含む。 

(1) 現に販売の用に供することができる分譲資産については、その時価から販売経費等

見込額を控除した金額（は） 

(2) 未完成のため未だ販売の用に供することができない分譲資産建設工事については、

その完成後の時価から造成及び建設工事原価の今後発生見込額並びに販売経費等見

込額を控除した金額（は） 

(3) 事業の循環過程から外れ滞留した分譲事業資産等については、合理的に算定さ

れた価額によることが困難な場合には、正味売却価額まで切下げる方法に代えて、

その状況に応じ、帳簿価額を処分見込価額まで切下げる方法により収益性の低下

の事実を適切に反映するよう処理する。（は） 

２ 簿価切下げに係る会計処理について（は） 

(1) 簿価切下額の損益の表示   

取得原価（帳簿価額）と正味売却価額との差額（以下「簿価切下額」という。）

は、原則として、「その他経常費用」に計上するものとする。 

また、簿価切下額が臨時の事象に起因し、かつ、多額であるときには、特別損失に

計上する。臨時事象とは、例えば、分譲事業の廃止や災害損失の発生のような事象を

いう。 

(2) 簿価切り下げ後の会計処理  

前期に計上した簿価切下額の戻入れに関しては、当期に戻入れを行わない方法

（「切放し法」という。）によるものとする。 

(3) 簿価切下額の注記（は） 

簿価切下額は、その評価の方法、その資産名称及び評価損の額を注記する。ただし、

当該金額の重要性が乏しい場合には、この限りではない。 
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（注 15）賃貸事業資産に係る減価償却の算定について（い） 

賃貸事業資産については、その耐用期間にわたり毎期一定額の収益が予定されているこ

とから、この収益と費用を対応させるためには、資本費用が一定となる方法を採用する必要

がある。その減価償却方法としては、原則として、賃貸事業資産の要償却額と当該資産に対

する投下資本の元本未回収部分に対する利息相当額の総和とが耐用年数にわたり毎期均等

額になるように償却する方法（「年金法」という。）によるものとする。 

ただし、収益と費用の対応に重大な支障が生じないと判断された場合は、当該減価償却

を「定額法」による方法とし、実際の借入金利息を支払利息として計上することもできるこ

ととする。（い） 

なお、年金法の方法による場合においては、資産取得に係る借入金の償還期限が耐用年数

に及ばない等で、年金法により予め設定されたその期の利息相当額を実際の借入れ利息が上

回る期間は、その差額を長期前払費用に計上し、その後の期において年金法により予め設定

されたその期の利息相当額を実際の借入れ利息が下回ることとなった期間に、予め設定され

た利息相当額が一期間に計上される費用となるよう、長期前払費用を償却することができる

ものとする。 

 

（注 16）減価償却累計額の控除形式について 

減価償却累計額は、その減価償却資産が属する科目ごとに控除する形式で表示すること

を原則とするが、次の方法によることも妨げない。 

(1) 二以上の科目について、減価償却累計額を一括して記載する方法 

(2) 減価償却資産について、減価償却累計額を控除した残額のみを記載し、当該減価償

却累計額を注記する方法 

 

（注 17）ソフトウェアについて 

ソフトウェアを資産として計上する場合は、無形固定資産の区分に計上しなければなら

ない。ただし、特定の事業活動に関連するソフトウェアで、当該関連する事業資産の区分に

計上することが適当なものについてはこの限りではない。 

(1) ソフトウェア（コンピュータを機能させるように指令を組み合わせて表現したプロ

グラム等をいう。）を用いて外部へ業務処理等のサービスを提供する契約等が締結さ

れている場合のように、その提供により将来の収益獲得が確実であると認められる場

合には、適正な原価を集計した上、当該ソフトウェアの制作費を資産として計上する。 

(2) 社内利用のソフトウェアについては、完成品を購入した場合のように、その利用に

より将来の収益獲得又は費用削減が確実であると認められる場合には、当該ソフトウ

ェアの取得に要した費用を資産として計上する。 

(3) 独自仕様の社内利用ソフトウェアを自社で制作する場合又は委託により制作する

場合には、将来の収益獲得又は費用削減が確実であると認められる場合を除き費用と

して処理する。 

(4) 機械装置等に組み込まれているソフトウェアについては、当該機械装置等に含めて

処理する。 
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（注 18）リース取引について 

１ リース取引の定義（は） 

(1) リース取引とは、特定の物件の所有者たる貸手が、当該物件の借手に対し合意した

期間（「リース期間」という。）にわたりこれを使用収益する権利を与え、借手は、合

意された使用料（「リース料」という。）を貸手に支払う取引をいう。（は） 

(2) ファイナンス・リース取引とは、リース契約に基づくリース期間の中途において当

該契約を解除することができないリース取引又はこれに準ずるリース取引で、借手が、

当該契約に基づき使用する物件（「リース物件」という。）からもたらされる経済的利

益を実質的に享受することができ、かつ、当該リース物件の使用に伴って生じるコス

トを実質的に負担することとなるリース取引をいう。 

ファイナンス・リース取引は、リース契約上の諸条件に照らしてリース物件の所有

権が借手に移転すると認められるもの（以下「所有権移転ファイナンス･リース取引」

という。）と、それ以外の取引（以下「所有権移転外ファイナンス･リース取引」とい

う。）に分類される。（は） 

(3) オペレーティング・リース取引とは、ファイナンス・リース取引以外のリース取引

をいう。 

(4) 「リース取開引始日」とは、借手が、リース物件を使用収益する権利を行使するこ

とができることとなった日をいう。（は） 

２ リース取引の具体的な判定基準（は） 

(1) ファイナンス・リース取引の判定（は） 

リース取引がファイナンス・リース取引に該当するかの判定は、その経済的実質に

基づき判断すべきものであり、次の①又は②のいずれかに該当する場合には、ファイ

ナンス・リース取引と判定する。 

① 現在価値基準 

解約不能のリース期間中のリース料総額の現在価値が、当該リース物件を借手が

現金で購入すると仮定した場合の合理的見積金額の概ね 90 パーセント以上である

こと（以下「現在価値基準」という。） 

なお、借手が現在価値の算定のために用いる割引率は、貸手の計算利息率を知り

得る場合には当該利率とし、知り得ない場合は借手の追加借入に適用されると合理

的に見積もられる利率とする。 

② 経済的耐用年数基準 

 解約不能のリース期間が、当該リース物件の経済的耐用年数の概ね 75 パーセ

ント以上であること（ただし、リース物件の特性、経済的耐用年数の長さ、リース

物件の中古市場の存在等を勘案し、前①の判定結果が 90 パーセントを大きく下回

ることが明らかな場合を除く。）（以下「経済的耐用年数基準」という。） 

(2)  所有権移転及び所有権移転外ファイナンス・リース取引の判定（は） 

ファイナンス・リース取引と判定されたもののうち、次の①から③のいずれかに該
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当する場合には、所有権移転ファイナンス・リース取引に該当するものとし、それ以

外のファイナンス・リース取引は、所有権移転外ファイナンス・リース取引に該当す

るものとする。 

① リース契約上、リース期間終了後又はリース期間の中途で、リース物件の所有権

が借手に移転することとされているリース物件 

② リース契約上、借手に対して、リース期間終了後又はリース期間の中途で、名目

的価格又はその行使時点のリース物件の価額に比して著しく有利な価額で買い取

る権利（以下合わせて「割安購入選択権」という。）が与えられており、その行使

が確実に予想されるリース取引 

③ リース物件が、借手の用途等に合せて特別の使用により制作又は建設されたもの

であって、当該リース物件の返還後、貸手が第三者に再びリース又は売却すること

が困難であるため、その使用期間を通じて借手によってのみ使用されることが明ら

かなリース取引 

３ 不動産に係るリース取引の取扱い（は） 

土地、建物等の不動産のリース取引（契約上、賃貸借となっているものも含む。）につ

いては、ファイナンス・リース取引に該当するか、オペレーティング･リース取引に該当す

るかを判定する。 

ただし、土地については、リース契約上、リース期間終了後又はリース期間の中途で、

リース物件の所有権が借手に移転するもの、又は借手に対して、割安購入選択権が与えら

れており、その行使が確実に予想されるもののいずれかに該当する場合を除き、オペレー

ティング･リース取引に該当するものと推定する。 

なお、土地と建物等を一括したリース取引は、リース料総額を合理的な方法で土地に係

る部分と建物等に係る部分に分割した上で、現在価値基準の判定を行う。 

４ ファイナンス･リース取引に係る会計処理について（借手側）（は） 

(1) リース資産及びリース債務の計上（は） 

ファイナンス･リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処

理を行う。ファイナンス･リース取引と判定された場合には、リース取引開始日に、

リース物件とこれに係る債務をリース資産及びリース債務として計上し、次号以降の

方法に従い会計処理する。 

(2) リース資産及びリース債務の算定（は） 

   リース資産及びリース債務の算定にあたっては、原則として、リース契約締結時に

合意されたリース料総額からこれに含まれている利息相当額の合理的な見積額を控

除する方法によるものとし、その計上価額は、次のとおりとする。 

① 借手において当該リース物件の貸手の購入価額等が明らかな場合は、所有権移転

ファイナンス・リース取引にあっては、当該価額によることとし、所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引にあっては、リース料総額を割引率で割り引いた現在価値

と貸手の購入価額等とのいずれか低い額による。 

② 貸手の購入価額等が明らかでない場合は、前①に掲げる現在価値と見積現金購入

価額のいずれか低い額による。なお、所有権移転ファイナンス・リース取引におい
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て割安購入選択権がある場合には、現在価値の算定におけるリース料総額にその行

使価額を含めるものとする。 

(3) 支払リース料の処理（は） 

リース料総額は、原則として、利息相当額部分とリース債務の元本返済額部分とに

区分計算し、前者は支払利息として処理し、後者はリース債務の元本返済として処理

する。全リース期間にわたる利息相当額の総額は、リース取引開始日におけるリース

料総額とリース資産(リース債務)の計上価額との差額になる。 

(4) 利息相当額の各期への配分（は） 

利息相当額の総額をリース期間中の各期に配分する方法は、原則として、利息法に

よるものとする。利息法とは、各期の支払利息相当額をリース債務の未返済元本残高

に一定の利率を乗じて算定する方法をいう。当該利率は、リース料総額の現在価値が、

リース取引開始日におけるリース資産(リース債務)の計上価額と等しくなる利率と

して求められる。 

(5) リース資産の減価償却（は） 

① 所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産の減価償却費は、自己所

有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法により算定する。 

② 所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産の減価償却費は、原則

として、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する。 

   (6) 所有権移転外ファイナンス･リース取引の特例的な取扱い（は） 

 所有権移転外ファイナンス･リース取引にあっては、リース資産総額に重要性が乏

しいと認められる場合は、次のいずれかの方法を採用することができる。 

なお、リース資産総額に重要性が乏しいと認められる場合とは、未経過リース料

の期末残高が当該期末残高、事業資産、有形固定資産及び無形固定資産の期末残高

の合計額に占める割合が１０パーセント未満であるとする。 

① リース料総額から利息相当額の合理的な見積額を控除しない方法による。 

この場合、リース資産及びリース債務は、リース料総額で計上され、支払利息

は計上されず、減価償却費のみが計上される。 

② 利息相当額の総額をリース期間にわたり定額法で配分する。 

(7) 維持管理費及び保守管理費の処理（は） 

リース料総額に含まれる維持管理費用相当額及び保守等の役務提供相当額につい

ては、原則として、リース料総額から控除し、その内容を示す科目で費用に計上する。 

ただし、その金額がリース料に占める割合に重要性が乏しい場合は、控除しないこ

とができるものとする。 

 

５ 少額リース資産及び短期のリース資産に関する簡便的な取扱い（借手側）（は） 

個々のリース資産に重要性が乏しいと認められる場合とは、次のいずれかを満たす場合

とする。 

(1) 重要性が乏しい減価償却資産について、購入時に費用処理する方法が採用されてい
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る場合で、リース料総額が当該基準額以下のリース取引 

なお、リース料総額には利息相当額が含まれる。また、この基準額は、リース契約

に含まれる物件の単位ごとに適用できる。 

(2) リース期間が１年以内のリース取引 

(3) 所有権移転外ファイナンス･リース取引にあっては、事業内容に照らして重要性が

乏しいリース取引で、リース契約１件当たりのリース料総額が３００万円以下のリー

ス取引 

６ リース取引の注記（借手側）（は） 

(1) ファイナンス･リース取引 

リース資産については、その内容（主な資産の種類等）及び減価償却の方法を注記

する。ただし、重要性の乏しい場合には、当該注記を要しない。 

(2) オペレーティング･リース取引 

オペレーティング･リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料は、貸

借対照表日後１年以内のリース期間に係るものと、貸借対照表日後１年を超えるリー

ス期間に係るものとに区分して注記する。ただし、重要性が乏しい場合には、当該注

記を要しない。 

 

（注 19）引当金について 

引当金としては、計画修繕引当金、退職給付引当金、債務保証損失引当金、貸倒引当金

等がこれに該当する。 

(1) 計画修繕引当金について 

計画修繕引当金は、賃貸住宅資産等の経年劣化に対処するための計画的な修繕に要

する費用額を基礎として計上しなければならない。 

当期の負担に属する金額は、計画修繕に要する費用総額を計画修繕が実施される期

までにわたり一定の方法により配分した額とする。 

(2) 退職給付引当金について 

退職給付引当金は、一定の期間にわたり労働を提供したこと等の事由に基づいて、

役職員の退職時に見込まれる退職給付の総額のうち、期末までに発生していると認め

られる額を一定の割引率及び予想される退職時から現在までの期間に基づき割り引

いて計算された退職給付債務を基礎として計上しなければならない。 

     なお、重要性が乏しい場合は、期末の退職給付の要支給額を用いた見積計算を行う

等簡便な方法を用いて退職給付費用を計算することができる。 

(3)  債務保証損失引当金について 

債務保証損失引当金は、債務保証の総額から、保証債務履行により発生する求償債

権のうち、主たる債務者の返済可能額及び担保により保全される額等の回収見積額を

控除した額に対し、主たる債務者の財政状態等に対応した回収不能に伴う損失見積高

を設定しなければならない。 

なお、当該引当金の計上については、貸倒見積高の算定に準ずることができる。 

債務保証損失引当金を設定した場合の保証債務の注記すべき金額は、債務保証の総
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額から債務保証損失引当金設定額を控除した残額とする。 

(4) 借上賃貸住宅損失引当金について（ろ） 

借上賃貸住宅損失引当金は、「地方住宅供給公社に係る減損会計処理基準」に基づ

き、減損損失が認識され、その一定期間の損失額を「借上賃貸住宅資産減損勘定」に

計上した場合において、その一定期間以降の期間の損失見込額が今後の公社経営に重

要性があると判断されたときは、当該損失額を基礎として計上しなければならない。 

借上賃貸住宅は、入居者への家賃補助など国及び地方公共団体の住宅施策に大きく

依存される極めて公共性の高い公的賃貸住宅である。そのため、その事業の将来の損

益又はキャッシュ･フローの見積は困難であるが、長期間にわたる損失が予測され、

公社経営に重大な影響がある場合には、引き当てを行うものとする。 

当該引当金の計上は、借上契約による借上期間の未経過年数において認識される減

損損失見込額から「借上賃貸住宅資産減損勘定」に計上されている当該未経過年数内

に該当する額を控除した額を、計画的に引き当てるものとする。 

当該引当金の繰入は、「特別損失」として計上する。その取崩は、借上契約単位に

おいて、未経過年数から「借上賃貸住宅資産減損勘定」の計上されている期間を除く

期間にわたって定額法により取り崩され「特別利益」に計上する。 

 

 

第６ 損益計算書関連 

 

（注20）経過勘定項目の収益及び費用の認識について（い） 

一定の契約に従い、継続して役務の提供を受ける場合、又は役務の提供を行う場合にお

ける収益又は費用の認識は、次のとおりとする。 

    なお、これら経過勘定項目の貸借対照表等の勘定科目については、標準様式及び勘定科

目分類表によるものとする。 

(1) 未収収益について（い） 

未収収益は、一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、既に提供した役

務に対していまだその対価の支払を受けていないものをいう。 

従って、このような役務に対する対価は、時間の経過に伴い既に当期の収益として

発生しているものであるから、これを当期の損益計算書に計上するとともに、貸借対

照表の資産の部に計上しなければならない。 

(2) 前払費用について（い） 

前払費用は、一定の契約に従い、継続して役務の提供を受ける場合、いまだ提供さ

れていない役務に対し支払われた対価をいう。 

従って、このような役務に対する対価は、時間の経過とともに次期以降の費用とな

るものであるから、これを当期の損益計算書から除去するとともに、貸借対照表の資

産の部に計上しなければならない。 

(3) 未払費用について（い） 

未払費用は、一定の契約に従い、継続して役務の提供を受ける場合、既に提供され

た役務に対していまだその対価の支払が終わらないものをいう。 
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従って、このような役務に対する対価は、時間の経過に伴い既に当期の費用として

発生しているものであるから、これを当期の損益計算書に計上するとともに、貸借対

照表の負債の部に計上しなければならない。 

(4) 前受収益について（い） 

前受収益は、一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、いまだ提供して

いない役務に対し支払を受けた対価をいう。 

従って、このような役務に対する対価は、時間の経過とともに次期以降の収益とな

るものであるから、これを当期の損益計算書から除去するとともに、貸借対照表の負

債の部に計上しなければならない。 

 

（注 21）顧客との契約から生じる収益の会計処理について（ち） 

１ 顧客との契約から生じる収益のうち、金融商品に関する取引及び土地、建物等の不動産

のリース取引については、この原則は適用しない。また、顧客との契約の一部が不動産の

リース取引に該当する場合には、この取引に適用される方法で処理する額を除いた取引価

格について、この原則を適用する。 

２ 顧客とは、対価と交換に公社の通常の業務活動により生じたアウトプットである財又は

サービスを得るために公社と契約した当事者をいう。 

３ 契約とは、法的な強制力のある権利及び義務を生じさせる複数の当事者間における取決

めをいう。 

４ 履行義務とは、顧客との契約において、次の(1)又は(2)のいずれかを顧客に移転する約

束をいう。 

(1) 別個の財又はサービス（あるいは別個の財又はサービスの束） 

(2) 一連の別個の財又はサービス（特性が実質的に同じであり、顧客への移転のパター

ンが同じである複数の財又はサービス） 

５ 取引価格とは、財又はサービスの顧客への移転と交換に公社が権利を得ると見込む

対価の額（ただし、第三者のために回収する額を除く。）をいう。 

６ 「契約資産」とは公社が顧客に移転した財又はサービスと交換に受け取る対価に対

する公社の権利（ただし、債権を除く。）をいい、「契約負債」とは、公社が財又はサ

ービスを顧客に移転する義務に対して顧客から対価を受け取ったもの又は対価を受け

取る期限が到来しているものをいい、「債権」とは、公社が顧客に移転した財又はサー

ビスと交換に受け取る対価に対する権利のうち無条件のもの（すなわち、対価に対す

る法的な請求権）をいう。これらの契約資産、契約負債及び債権は、それぞれ貸借対

照表の契約資産、契約負債及び未収金に計上する。 

７ 顧客との契約から生じる収益に関する重要な会計方針として、次の項目を注記する。 

(1) 公社の主要な事業における主な履行義務の内容 

(2) 公社が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点） 

８ 顧客との契約から生じる収益及びキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確

実性を財務諸表利用者が理解できるよう情報を開示することとし、収益に関する注記

として、次の項目を注記する。 

(1) 収益の分解情報  

(2) 収益を理解するための基礎となる情報 
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(3) 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報 

  ただし、上記の各注記事項のうち、開示目的に照らして重要性に乏しいと認められ

る注記事項については、記載しないことができる。 

 

（注 21）実現主義の具体的適用について 

削除（ち） 

（注21） 傾斜家賃制度による賃貸住宅に係る利息費用認識について 

削除（い） 

 

（注 22）損益計算書における事業種類別の区分について 

損益計算書は、複数の事業を行っている公社にあっては、次に掲げる事業種類別等

の適切な内訳に区分表示しなければならない。 

１ 事業収益は、分譲事業、賃貸管理事業、管理受託住宅管理事業、その他事業に区分

し、それぞれの事業種別の内容を適切に区分表示しなければならない。事業原価は、

各事業種類別及びその内容別に計上された事業収益に対応するよう、明瞭に区分表示

しなければならない。 

２ 一般管理費については、附属明細表において、合理的な基準により各事業種類別に

区分するものとする。 

 

 

第７ 原価計算関連 

 

（注 23）期末時の予定価額による原価算入について 

特定の資産原価又は事業原価となるべき費用の額の全部又は一部が、事業年度終了の日

までに確定していない場合には、同日の現況によりその金額を適正に見積もり、貸借対照

日後一年以内に確定すると見込まれるものについては、当該金額に対応する額を未払金と

して流動負債に計上する。貸借対照日後一年以内に確定すると見込まれるもの以外につい

ては、未成原価債務として固定負債に計上し、毎期末に計上の適切性を検討しなければな

らない。 

 

（注 24）原価要素の分類について 

分譲事業資産及び賃貸事業資産の建設工事は、土地費、工事費、建設事務費の各原価要

素に分類集計し、建設事務費についてはさらに固有経費及び共通経費に分類する。事業用

土地資産は、取得費、造成費、事務費の各原価要素に分類集計し、事務費についてはさら

に固有経費及び共通経費に分類する。これら原価要素は、必要に応じてさらに分類するも

のとする。 

 

（注 25）支払利息等の原価算入について 

公社においては、主に借入資金により事業活動が行われることから、借入利息等の資本

費用について、それぞれの調達資金と事業資産取得との関連性が認められた場合は、当該

事業資産が生み出す収益に合理的に対応させるものとして、一定の範囲内で他の工事原価
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要素と同様に原価要素の一つとして扱うことができるものとする。 

また、事業活動のうち建設期間中に発生した特定の販売活動に係る費用及び不可避的に

発生する管理費用等において、それが建設期間終了後に獲得される収益との関連性が明ら

かである場合も、同様である。 

 

 

第８ キャッシュ･フロー計算書関連 

 

（注 26）現金及び現金同等物について 

公社でのキャッシュ・フロー計算書の現金及び現金同等物は、原則として、貸借対照表

の流動資産に掲げる現金預金及び有価証券とする。 

ただし、公社は、公社法において業務上生じた余裕金の運用を厳しく制約され、その運

用は安全資産に限定されていることから、投機的な利殖を目的とした有価証券等の保有が

行われることは想定され難く、公社の有価証券等は支払手段の一時運用目的のもとに保有

されるものであると考えられる。 

したがって、固定資産に掲げる長期定期預金及び長期有価証券においても現金及び現金

同等物として、資金の範囲とすることができるものとする。 

なお、現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係は、キャッシュ・フロー計算書に脚注しなければならない。（ろ） 

 

（注 27）公社キャッシュ・フロー計算書の区分の基本的考え方について 

公社の事業の活動は、通常、外部から資金を借入れ、その資金により土地の購入、住宅

建設等の支出を行っている。また、この取得された事業資産をもって、住宅の分譲あるい

は住宅の賃貸管理等が行われ、その対価として収入が得られる。そしてその資金が、経費

の支出、利息の支払い、借入れの返済等に充てられることになる。 

公社においてのこれら一連の活動をキャッシュ・フローの観点から見た場合は、資金の

調達と投資、さらにそれに引き続く資金の回収と返済の各行為が表裏一体として、また一

つの循環過程として直接的かつ個別的に関連していることが特徴として認められる。 

この基準に示す公社のキャッシュ・フロー計算書の区分は、この特徴をより有効に表示

する目的で設定されたものである。 

 

（注 28）キャッシュ・フロー計算書の作成方法について 

キャッシュ・フロー計算書の作成方法は、次のとおりとする。 

(1) 公社におけるキャッシュ・フロー計算書は、事業活動によるキャッシュ・フローの

表示方法として、主要な取引ごとにキャッシュ・フローを総額表示する方法（「直接

法」という。）によるものとする。 

(2) 期間が短く、かつ、回転が速い項目に係るキャッシュ・フローについては、純額で

表示することができる。なお、この場合には、純額であることが分かるように表示す

る。 

(3) 公社が第三者のために行う取引及び公社自身の活動というより第三者の活動を反

映している取引に係るキャッシュ・フロー並びに重要性の乏しい項目に係るキャッシ
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ュ・フローについては、純額表示するものとする。 

 

（注 29）キャッシュ・フロー計算書の表示区分について 

キャッシュ・フローの表示区分は、財務諸表キャッシュ・フロー計算書標様式に基づき

記載するものとする。 

 

（注 30） 削 除 

（注 31） 削 除 

 

第９ 剰余金計算書関連 

 

（注 32）繰越欠損金が生じた場合の会計処理について（ろ） 

損益計算上、当期総損失が生じ、利益剰余金及び特定目的積立金を減額し整理しても、

なお不足し、欠損が生じる状況になった場合には、「資本剰余金」の残高の範囲内において、

資本剰余金から欠損金へてん補できるものとする。 

なお、資本剰余金から欠損てん補して、なお不足が生じた場合は、繰越欠損金として整

理する。 

A-30



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 地方住宅供給公社に係る 

  減損処理基準及び注解 



 



減損会計処理基準 

 

 

地方住宅供給公社に係る減損会計処理基準 

 
平成 17 年４月１日制定                                                                                                                                                                                  

平成 20 年４月１日改訂（い） 

 

 

第 1 章 総  則 

 

（目的） 

第１ この基準は、地方住宅供給公社会計基準（以下「公社会計基準」という。）第２０の

規定に基づき、固定資産の減損に係る会計処理に関し必要な事項を定め、適正な減損処

理による適切な財務状況の開示を目的とし、財務諸表の信頼性の向上に資するものであ

る。（い） 

 

（適用範囲） 

第２ この基準は、地方住宅供給公社（以下「公社」という。）が固定資産の減損処理を行

うに当たって、公社に適用される一般的かつ標準的な減損処理の基準を示すものであり、

公社会計基準及びこの基準に定めのない減損会計処理については、一般に公正妥当と認

められる会計の基準に従うものとする。（注１） 

  なお、公社は、この基準に準拠し難い特別な事情がある場合で、かつ、利害関係者の

判断を誤らせないと認める場合は、他の合理的な方法によることができる。（注２） 

 

（対象資産） 

第３ この基準は、固定資産を対象に適用する。固定資産には、賃貸事業資産、事業用土地

資産、その他事業資産、有形固定資産、無形固定資産、その他の固定資産が含まれる。 

（注３） 

  ただし、以下に掲げる資産は、対象資産から除くものとする。（注４） 

(1) 公社会計基準において減損処理又は同等の定めがある資産 

(2) 設立団体等との約定により、当該資産に係る投資額の回収可能性が将来にわたっ

て確保されていると認められる資産 

 

（中長期キャッシュ・フローの策定） 

第４ 公社は、原則として、減損処理の実務に先立ち、理事会等で定められた経営計画等

を基礎とした中長期のキャッシュ・フローを策定しなければならない。（注５） 

    中長期キャッシュ･フローは、公社会計基準第３６に定める事業活動、投資活動、財務

活動によるキャッシュ･フローの区分を設け、事業活動及び投資活動によるキャッシュ･

フローには、主要な事業の区分を設けなければならない。（い） 
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第２章 減損処理の実務 

 

（減損処理の実施手順） 

第５ 減損処理の実施の手順は、以下のとおりとする。 

(1) 対象資産について、「資産又は資産グループ」の確定を行う。 

(2) 資産又は資産グループについて、減損が生じている可能性を示す事象（以下「減

損の兆候」という。）があるかどうかの識別を行う。 

(3) 減損の兆候があると判断された資産又は資産グループについて、「減損損失の認

識」の判定を行う。 

(4) 減損損失が認識された資産又は資産グループについて、「減損損失の測定」を行

う。 

(5) 減損損失が確定した資産グループについて、減損損失の構成資産への配分を行う。 

 

  （資産又は資産グループ） 

第６ 資産又は資産グループは、以下のとおりとする。なお、当期に行われた資産のグル

ーピングは、原則として、翌期以降の会計期間においても同様に行う。（注６） 

(1) 賃貸事業資産 

一般賃貸住宅等の賃貸住宅資産及び店舗等の賃貸施設資産などの賃貸事業資産に

ついては、その管理経営における実質的･地域的な管理形態をなす単位（以下「団地」

という。）をグルーピング単位とする。（注７） 

   この「団地」を単位とするグルーピングには、原則として、一般賃貸住宅、特定

優良賃貸住宅等の賃貸住宅資産のほか、店舗等の賃貸施設資産なども含まれる。 

    ただし、この団地単位のグルーピングについて、公社会計基準による事業種別に

細分した団地単位のグルーピングにすることもできることとする。（注８） 

(2) 事業用土地資産 

    事業用土地資産は、その現在に存在する事業計画に基づく開発計画の単位が、資

産の単位となる。 

(3) 有形固定資産 

   公社会計基準における有形固定資産は、本社社屋やその土地資産及びこれに関連

する器具・備品等であることから、減損会計処理においては、資産又は資産グルー

プの将来キャッシュ･フローの生成に寄与する「共用資産」として取扱うこととな

る。 

(4) その他土地資産 

   公社会計基準における「その他土地資産」は、事業化を断念し処分することとな

った土地資産や減歩土地資産など、未利用土地資産が記載されている。これら土地

資産は遊休資産として、それぞれ計上されている最小の単位を資産単位とする。な

お、このうち、既に備忘価額が付されている減歩資産については、減損会計処理の

対象資産から除かれる資産と同様な扱いとなる。 
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 （減損の兆候） 

第７ 資産又は資産グループについて、減損の兆候（減損が生じている可能性を示す事象）

があるかどうかの識別を行う。 

    この減損の兆候とは、以下の事象に該当する場合をいう。 

(1) 資産又は資産グループの事業活動から生ずる損益が、継続してマイナスとなって

いるか、あるいは、継続してマイナスとなる見込みであること（注９、注 10） 

(2) 資産又は資産グループが使用されている範囲又は方法について、当該資産又は資

産グループの回収可能価額を著しく低下させる変化が生じたか、あるいは、生じる

見込みであること （注 11） 

(3) 資産又は資産グループが使用されている事業に関連して、経営環境が著しく悪化

したか、あるいは、悪化する見込みであること （注 12） 

(4) 資産又は資産グループの市場価格が著しく下落したこと （注 13、注 14） 

 

 （事業活動から生じる損益） 

第８ 減損の兆候を識別する場合における資産又は資産グループの事業活動から生じる損

益は、原則として、公社会計基準による事業損益計算の結果としての資産又は資産グル

ープごとの損益とする。 

なお、この費用には、減価償却費及び利息相当額、また、一般管理費が含まれる。 

（注 15） 

 

 （減損損失の認識） 

第９ 減損の兆候がある資産又は資産グループについての減損損失を認識するかどうかの

判定は、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ･フローの総額と帳簿

価額を比較することによって行い、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャ

ッシュ･フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、減損損失を認識する。  

       

 （減損損失の測定） 

第 10 減損損失を認識すべきであると判定された資産又は資産グループについては、当該

資産又は資産グループの回収可能価額を算定する。この結果、帳簿価額が回収可能価額

を上回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

当期の損失とする。 

  回収可能価額とは、当該資産又は資産グループの使用価値と正味売却価額の何れか高

い方の額をいう。 

 

 （使用価値） 

第 11 使用価値とは、資産又は資産グループの継続的使用と、使用後の処分によって生じ

ると見込まれる将来キャッシュ･フローの現在価値をいう。 

    使用価値には、減損損失の測定における資産又は資産グループの現在時点の使用価値

のみならず、減損損失の認識の判定において、割引前将来キャッシュ･フローの総額を見

積もるにあたり、２０年経過時点以降に見込まれる将来キャッシュ･フローの２０年経過

時点の現在価値としての将来時点の使用価値もある。（注 16） 
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（正味売却価額） 

第 12 正味売却価額とは、資産又は資産グループの「時価」から「処分費用見込額」を控

除して算定される金額をいう。（注 17） 

   正味売却価額は、減損損失の測定における回収可能価額を決定する際に使用される正

味売却価額のほか、以下の場合に使用される。 

(1)  減損損失の測定における現在の使用価値を算定する際に、資産又は資産グループ

の使用後の処分を算定する場合に使用される正味売却価額 

(2)  減損損失の認識の判定における割引前将来キャッシュ･フローの総額を見積るに

あたり、資産又は資産グループの使用後の処分を算定する場合に使用される正味売

却価額 

 

 （将来キャッシュ・フロー） 

第 13 減損損失を認識するかどうかの判定に際して見積もられる割引前将来キャッシ

ュ・フロー及び使用価値の算定において見積もられる将来キャッシュ・フローの見積方

法は、以下のとおりとする。（注 18） 

   なお、将来キャッシュ･フローを見積る期間は、当該資産又は資産グループの主要な資

産の経済的残存使用年数とする。（注 19、注 20） 

(1)  減損損失を認識する場合の割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、以下の方

法による。 

① 資産又は資産グループの経済的残存使用年数が、２０年を超えない場合の将来

キャッシュ・フローの算定方法 

    当該資産又は資産グループの経済的残存使用年数における各会計期間の収益か

ら費用を控除した額（以下「純収益額」という。）の総額に、当該資産又は資産グ

ループの経済的残存使用年数の経過時点における正味売却価額を、加算した額と

する。 

   ② 資産又は資産グループの経済的残存耐用年数が２０年を超える場合の将来キャ

ッシュ・フローの算定方法 

 ２０年目までの各会計期間における純収益額の総額に、２１年目以降の経済的

残存使用年数における各会計期間の純収益額及び経済的残存使用年数の経過時点

における正味売却価額を現在時点の割引率で割り引いて２０年経過時点の現在価

値とした額を、加算した額とする。 

 (2) 減損損失の測定において使用価値を算定する際に見積もられる将来キャッシ

ュ・フローの算定方法 

 経済的残存使用年数における各会計期間の純収益額に、現在時点の割引率で割り

引いた現在価値の総額と、経済的残存使用年数の経過時点における正味売却価額を

現在時点の割引率で割り引いて現在価値とした額を、加算した額とする。 
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（割引率） 

第 14 減損損失の認識における割引前キャッシュ･フロー及び減損損失の測定における使

用価値を算定する際に用いられる「割引率」は、現在時点の「割引率」とし、原則とし

て、翌期以降の会計期間においても同一の方法により算定する。 

  なお、公社における事業活動は、その資産取得に係る資金調達の大部分が借入金で賄

われていること。また、公的な性格を有する公社は、利益の獲得を目的として出資する

資本主を制度上予定していないことや、公的機関として法人税等が非課税となっている

ことなどにより、その利益は配当や課税によって外部に流失するものではない。 

    したがって、「割引率」の算定は、原則として、現在の資金調達を反映した資金調達コ

ストを基礎に算定することとする。（注 21） 

 

 （減損損失の配分） 

第 15 資産グループについて測定された減損損失は、その資産グループの構成資産の帳簿

価額に基づいて比例配分する方法のほか、各構成資産の時価を考慮した配分等合理的で

あると認められる方法により、当該資産グループの各構成資産に配分する。 

（注 22） 

  なお、資産グループが複数の建設仮勘定から構成されている場合、資産グループにつ

いて測定された減損損失は、資産グループの帳簿価額から控除するが、減損損失の測定

時には各建設仮勘定に配分せず、完成時にそれまでの総支出額等の合理的な方法に基づ

いて配分する。 

 

 （共用資産の減損処理） 

第 16 共用資産とは、複数の資産又は資産グループの将来キャッシュ・フローに寄与する

資産をいう。共用資産の減損処理は、以下の(1)又は(2)の何れかの方法により行う。 

(1) 共用資産に減損の兆候がある場合の減損損失の認識及び測定は、共用資産が関連

する複数の資産又は資産グループに共用資産を加えた、より大きな単位で行う。 

  この場合における減損損失の認識及び測定は、以下のとおりとする。 

① 共用資産に関連する資産又は資産グループとは、賃貸事業資産がこれに該当す

る。 

② 減損損失の認識は、賃貸事業資産の帳簿価額の総額に共用資産の帳簿価額の総

額を加えた金額と、より大きな単位から得られる割引前キャッシュ･フローの総額

とを比較する。当該割引前キャッシュ･フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、

減損損失を認識する。 

③ 減損損失が認識された場合には、賃貸事業資産の帳簿価額の総額に共用資産の

帳簿価額の総額を加えた金額と賃貸事業資産から得られる回収可能価額の総額と

を比較する。回収可能価額の総額が、当該帳簿価額の総額を下回る場合には、減損

損失の処理を行う。 

④ 共用資産を加えることによって算定された減損損失の増加額は、原則として、

共用資産に配分する。ただし、共用資産に配分される減損損失が、共用資産の帳簿

価額と正味売却価額の差額を超過することが明らかな場合には、当該超過額を各資

産又は資産グループに合理的な方法により配分する。 
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(2) 共用資産価額と賃貸事業資産価額に大きな乖離があり、関連する資産又は資産グ

ループにおいて大きな単位でグルーピングを行う方法によることに重要性が乏し

いと判断される場合にあっては、共用資産を単独で減損損失の認識及び測定を行う

ことができることとする。（注 23） 

 

 （リース資産の減損処理） 

第 17 リース資産とは、公社が借手側となる所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いて賃貸借取引による会計処理（オフ・バランス）を行っている場合、当該ファイナンス・

リース取引により使用している資産をいう。 

  リース資産は、その未経過リース料（利息相当額を含む金額）の現在価値を算定し、

その金額を帳簿価額とみなし、当該リース資産に関連する資産又は資産グループに含め、

減損処理を行う。リース資産の重要性が低い場合においては、未経過リース料の現在価

値に代えて、割引前の未経過リース料を、リース資産の帳簿価額とみなすことができる。 

  なお、当該リース資産のうち、事務機器として使用されるＯＡ機器や複写機などのリ

ース資産は、この基準第 1６の共用資産として減損処理を行うこととなる。 

  ただし、資産又は資産グループに特定される「リース資産」については、当該資産又

は資産グループの帳簿価額に当該リース資産の帳簿価額を加算し、当該資産又は資産グ

ループにおける減損損失の認識及び測定を行う。 

 

 （借上賃貸住宅資産の減損処理） 

第 18 借上賃貸住宅資産とは、公社が借手側となる賃貸借取引による資産で、賃貸住宅の事

業資産として使用している資産をいう。 

    借上賃貸住宅は、特定の中堅所得層に対し住宅供給を行う賃貸住宅で入居者への家賃補助

など、国及び地方公共団体の住宅施策に大きく依存される極めて公共性の高い公的賃貸住宅

である。そのため、その事業の将来の損益又はキャッシュ･フローの見積は、予測が困難で、

また不確実性が高いものであるといえる。（注 24） 

    そうした事情を考慮し、借上賃貸住宅資産における減損処理は、以下の方法によることと

する。 

(1) 借上賃貸住宅資産において、減損の兆候がある場合は、減損処理を検討しなければ

ならない。なお、この場合の資産の単位は当該借上契約単位が資産単位となる。 

(2) 減損処理を検討するに当たっては、借上契約における現在の支払借上料に借上契

約期間の未経過年数を乗じた金額を帳簿価額とみなして行う。 

(3) 減損損失の認識は、未経過年数における毎期の収益から費用を控除した純収益の

総額が、当該帳簿価額を下回った場合に、減損損失が認識される。 

(4) 減損損失が認識された減損損失に重要性がある場合には、当分の間、翌期以降におけ

る減損損失の一定期間の損失見込額を、固定負債の部において「借上賃貸住宅資産減損

勘定」の科目をもって計上する。 

(5) 当該「借上賃貸住宅資産減損勘定」は、その一定期間にわたって定額法により取り崩

され、原則として各会計期間の支払借上料と相殺する。ただし、当該事業の管理経営に

支障が生じると判断される場合には、当該取崩額を「特別利益」として計上する方法に

よることができるものとする。 
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第３章 減損処理後の会計処理 

 

 （減価償却） 

第 19 減損処理を行った資産については、減損損失を控除した帳簿価額に基づき、公社会

計基準第２４による減価償却方法に従って減価償却を行う。（い） 

 

 （減価損失の戻入れ） 

第 20 減損損失の戻入れは、行わない。（注 25） 

 

 （中間会計期間における減損処理） 

第 21 減損処理は、中間期末又は年度末のみならず、期中においても行うことができる。 

（注 26） 

 

 

第４章 財務諸表における開示 

 

 （貸借対照表における開示） 

第 22 減損処理を行った資産の貸借対照表における表示は、以下のように行う。 

(1)  原則として、減損処理を行った資産の属する科目ごとに、減損処理前の取得原価

から減損損失を直接控除し、控除後の金額をその後の取得原価とする形式（直接控

除形式）で表示する。 

(2)  ただし、減価償却を行う償却資産については、減損処理を行った資産の属する科

目ごとに、取得原価から減損損失累計額を控除する形式で表示する。減損損失累計

額は、減価償却累計額の次に並列して記載する。 

 

 （損益計算書における開示） 

第 23 減損損失は、原則として、特別損失とする。 

 

 （注記事項における開示） 

第 24 重要な減損損失を認識し特別損失を計上した場合には、減損損失を計上した資産及

びその減損損失の主な事由、減損損失の金額等の事項について注記する。（注 27） 

 

附   則 

実施時期 

    この基準は、平成 17 年４月１日開始事業年度から適用する。 

 

附   則 （い） 

実施時期 

    この基準は、平成 20 年４月１日開始事業年度から適用する。   
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減 損 会 計 処 理 基 準 注 解 

 
 

第１ 総則関連 

 

（注１）一般に公正妥当と認められる会計の基準について 

この基準は、企業会計審議会から平成14年８月に公表された「固定資産の減損に係る会

計基準の制定に関する意見書」及び企業会計基準委員会から平成15年10月に公表された「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（以下、総称して「減損会計基準等」という。）

に準拠しつつ、公社の事業等の特性及び留意点を考慮し、必要な修正を加えたものである。 

なお、この基準は、公社が減損処理を行うに当たり共通に適用される一般的かつ標準的

な減損処理の基準を示すものであり、公社は、法令及びこの基準に定めのない会計事項に

ついては、一般に公正妥当と認められている会計の基準に従うこととなる。 

     

（注２）この基準に準拠し難い特別の事情について 

 特定の事項において、この基準に準拠し難い特別の事情があるものとして、他の合理的

な方法によった場合には、その旨、その理由及びその減損処理の内容を、注記しなければ

ならない。 

 

（注３）対象資産について 

 対象資産は、この基準第３の「ただし書き」及び「注解４」に掲げる資産を除き、固定

資産に分類される賃貸事業資産、事業用土地資産、その他事業資産、有形固定資産、無形

固定資産、その他の固定資産を対象とするほか、以下の取引においても対象資産となる。 

(1) 賃貸借取引による会計処理（オフ・バランス）を行っている場合のファイナンス・リ

ース取引により使用している資産（以下「リース資産」という。）。ただし、公社会

計基準第25及び注解18の６による｢注記｣が省略されているリース取引は、除かれる。 

  （い） 

(2) 公社が借手側となる賃貸借取引による資産で、賃貸住宅事業資産として使用している

資産、具体的には借上賃貸住宅管理事業として使用している資産（以下「借上賃貸住宅

資産」という。）。 

 

（注４）対象資産から除かれる資産について 

(1) 「公社会計基準において減損処理又は同等の定めがある資産」とは、例えば、以下のよ

うな定めのある資産が該当する。 

・ 同基準21（債権の計上基準）及び注解12に係る資産（い） 

・ 同基準22（有価証券の計上基準）及び注解13にかかる資産（い） 

   なお、事業活動から生じる長期前払費用などの損益に関する経過勘定項目も対象資産

から除かれる。 
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(2) 設立団体等との約定により、当該資産に係る投資額の回収可能性が将来にわたっ

て確保されていると認められる資産とは、例えば、以下のものをいう。 

① 設立団体との約定による公共用地先行取得事業等に係る資産で、その資産の設立団

体への譲渡が取得価額によることが約定等で確認できる資産 

②  設立団体等との約定により、公社が自らの投資により建設し、一定期間にわたって

管理を行う賃貸住宅等の資産で、その管理経営に対するリスクが相手側にあること、

また、一定期間経過後の譲渡が取得原価（又は帳簿価額）によることが約定等で確認

できる資産 

③  その他、当該資産に係る投資額の回収可能性が将来にわたって確保されている

ことが約定等により確認できる資産 

 

（注５）中長期キャッシュ･フローの策定について 

(1) 公社は、理事会等において承認された中長期計画の前提となった数値等を基礎として、

中長期キャッシュ･フローを見積もるものとする。中長期計画が存在しない場合におい

ては、公社の経営環境などの外部要因に関する情報や内部の経営状況等の情報などに基

づく合理的な方法により中長期キャッシュ･フローを見積もるものとする。 

(2) この中長期キャッシュ･フローを見積る期間は、当期を含む概ね５ヶ年とする。 

(3) この中長期キャッシュ･フローは、公社会計基準第８章に定める「キャッシュ･フロー

計算書」の作成に準拠し策定することとし、その事業活動及び投資活動によるキャッシ

ュ･フローの内訳には、主要事業の区分を設けなければならない。（い） 

 

 

第２ 資産又は資産のグルーピング関連 

 

（注６）資産又は資産グループについて 

 この基準第６は、主な対象資産の資産又は資産グループについて定めたものであり、こ

のほかの対象資産（例えば、無形固定資産の借地権や自社利用のソフトウエア等）につい

ては、それぞれの資産取得に係る取引の単位が資産単位となる。 

 当期に行われた資産のグルーピングは、原則として、翌期以降の会計期間においても同

様に行うこととする。なお、ここで「原則として」としたことは、事実関係が変化した場

合、例えば、事業の再編成による管理会計上の区分の変更、主要な資産の処分、事業種別

のセグメント情報開示の方針変更などがある場合、資産グループも変更せざるを得ないこ

とも考えられるためであり、恣意的に資産のグルーピングを変更してはならないことに留

意する。 

 

（注７）賃貸事業資産のグルーピングにおける「団地」について 

 「団地」とは、住宅や施設が地域的に集団となっており、居住者の管理、家賃等の収入

管理、施設管理など一体的に管理経営がなされている住宅・施設の集団及びその土地をい

う。なお、「団地」には、その規模等において様々な形態が考えられるが、通常、公社が管

理会計上において経常的に把握している「団地」がこれに当たるものといえる。 
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（注８）団地単位のグルーピングの事業種別への細分について 

 「団地」の事業種別ごとの細分については、公社会計基準がセグメント情報の開示を重

視し、財務諸表において事業種別の区分表示を行うこととされていることから、事業種別

の細分を容認したものである。 

  すなわち、事業別に細分された「団地」の集合体は、公社会計基準における事業種別に

合致することとなる。 

 

 

第３  減損の兆候関連 

（注９）継続してマイナス又はマイナスとなる見込みについて 

  「継続してマイナス」とは、概ね過去２期の事業損益がマイナスであったことを指すが、

当期の事業損益が明らかにプラスとなる場合は該当しない。 

また、「継続してマイナスとなる見込み」とは、前期と当期以降の事業損益の見込みが明

らかにマイナス となる場合を指す。  

  

（注10）事業の立上げ時などについて 

  事業の立上げ時など、予め合理的な事業計画が策定されており、当該事業計画において

当初より継続してマイナスとなることが予定されている場合、実際のマイナスの額が当初

計画にて予定されているマイナスよりも著しく下方に乖離していないときは、減損の兆候

に該当しない。 

  例えば、新規賃貸住宅事業における管理開始からの一定期間、あるいは、賃貸住宅建替

事業における元居住者に対する家賃の激変緩和措置などを要因とした建替後の一定期間な

どにおいて、当初計画から損益がマイナスとなることが予定されている場合で、かつ、当

該賃貸住宅の管理経営期間に投資額以上のキャッシュ･フローが生み出される合理的な事

業計画が策定されている場合は、減損の兆候に該当しない。 

 

（注11） 回収可能価額を著しく低下させる変化について 

    「回収可能価額を著しく低下させる変化」とは、例えば、以下のような事象が挙げられ

るが、その判定は、資産又資産グループの現在の使用状況などの内部的要因や社会環境な

どの外部的要因を総合的に観察し、これら事象と合わせ判断されるものである。 

(1)  資産又は資産グループに係る事業の廃止又は事業計画変更による使用価値が低下し

ていること 

    例えば、事業用土地資産の事業計画が分譲事業から賃貸事業へ変更を行ったり、また、

当初の事業計画を廃止し処分を予定する場合などが該当する。 

なお、これらの場合、必ずしも減損の兆候に該当しない場合や他の減損の兆候に該

当する場合があることに留意する。 

(2)  当初の予定よりも著しく早期に資産又は資産グループを除却や売却すること 

    例えば、賃貸住宅資産などの償却資産に関し、当初の経済的残存使用年数の予定より

著しく早期に建替等により除却する場合などが該当する。 

      なお、事業用土地資産の事業廃止等による処分が予定される場合なども同様である。 
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(3) 資産又は資産グループを当初の予定又は異なる用途に転用すること 

    「異なる用途への転用」には、例えば、店舗を賃貸住宅に転用する場合や事業用土地

資産の土地利用について分譲事業資産又は賃貸住宅資産の当初計画を縮小し、駐車場

用地にする場合などが該当する。 

    なお、これらの場合、必ずしも減損の兆候に該当しない場合や他の減損の兆候に該当

する場合があることに留意する。 

(4)  資産又は資産グループが遊休状態になり、将来の用途が定まっていないこと 

     例えば、「事業用土地資産」が事業計画の廃止により未利用用地となる場合において

は、現在の状態における「正味売却価額」との適切な観察が必要であり、減損の兆候

の事象に該当する場合が高いといえる。 

(5)  資産又は資産グループの稼働率が著しく低下した状態が続いており、著しく低下した

稼働率が回復する見込みがないこと 

    例えば、賃貸住宅管理事業において、空家住宅が著しく増加し、その回復が見込めな

い場合などが該当する。この場合には、事業損益がマイナスとなる事象が生じている

場合が高いといえる。 

(6)  資産又は資産グループに著しい陳腐化等の機能的減価が観察できること 

    この兆候は、正規の減価償却計算に適用している耐用年数又は残存価額が、設定に当

たって予見することができなかった機能的原因等により、著しく不合理になった場合

には、通常、これを見直し「臨時償却」を行うこととなるが、｢減損会計意見書四２､(2)

①では、「減損損失を認識するかどうかの判定は、減価償却の見直しに先立って行う。」

とされている。したがって、著しい機能的減価が観察できる場合には、まず、減損の

兆候があるものとして減損損失の認識の判定を行うことが適当である。 

    なお、この場合、減損損失の認識の判定後、減損損失の計上の有無にかかわらず、耐

用年数の短縮又は残存価額の修正による「臨時償却」の検討が行われることに留意す

る。すなわち、公社会計基準第 20の「注解１１（資産の一般的評価損の認識について）」

に留意する必要がある。（い） 

(7)  建設仮勘定に係る建設について、計画の中止又は大幅な延期が決定されたことや当初

の計画に比べ著しく滞っていること 

    公社の賃貸事業資産は、土地資産の割合が高い場合があることから、その計画に大き

な支障がない場合にあっても、その土地資産について注解 13の「市場価格の著しい下

落」の事象に留意する必要がある。 

 

（注12） 経営環境の著しい悪化について 

  経営環境が著しく悪化したか、又は、悪化する見込みである場合とは、例えば、次のよ

うなものが考えられる。 

(1) 賃貸住宅市場の著しい悪化により空家住宅が急増する事象など 

(2) 国や地方公共団体の制度改正等による公的賃貸住宅に係る補助金の大幅な減少な 

ど 
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（注13） 市場価格の著しい下落について 

  「著しく下落したこと」とは、少なくとも市場価格が帳簿価額から概ね５０％以上下落

した場合が該当する。 

 なお、市場価格の下落率が概ね５０％以上に達しない場合においても、「事業用土地資産」

において事業計画の中断、変更などの事象が発生している場合には、総合的に減損の兆候

が生じているかの観察が必要である。 

  また、資産グループについては、資産グループ全体の市場価格が把握できない場合でも、

主要な資産の市場価格が著しく下落した場合や、資産グループの帳簿価格のうち土地の帳

簿価額が大きな割合を占め、当該土地の市場価格が著しく下落した場合も含まれる。 

 

（注14） 市場価格について 

  ここでの「市場価格」とは、「減損の兆候」を把握するための「市場価格」を指しており、

その「市場価格」の算定は、一定の評価額（例えば実勢価格や査定価格）、や適切な市場価

格を反映していると考えられる指標が容易に入手できる場合には、これを市場価格とみな

して使用する。 

  なお、この場合、容易に入手できる評価額や指標を合理的に調整した額を市場価額とし

て使用できることとする。例えば、公示価格や路線価などのほか、当該資産又は資産グル

ープの「固定資産税評価額」を合理的に調整した額を市場価格とすることもできることと

する。 

 

（注15） 事業活動から生じる損益について 

  この基準においては、減損の兆候の把握には「事業活動から生ずる損益」を採用す

ることとし、「事業活動から生じるキャッシュ･フロー」による把握は必要としない。  

  なお、この「事業活動から生ずる損益」は、原則として、公社会計基準による事業

損益計算によることとする。 

  資産又は資産グループごとの損益計算を行うに当たっては、以下の点に留意する。  

(1) 当該資産又は資産グループに係る減価償却費及び利息相当額は、費用に含まれる。 

    また、建物資産に係る実支払利息額と利息相当額との差の「支払利息」について

は、費用から除くことができる。 

    利息支払額については、「減損会計基準等」では費用に利息支払額を含めないこ

ととしているが、この基準では、公社会計基準において、耐用年数にわたり収益と

費用を対応させるため資本費用が一定となる減価償却費と利息相当額を費用に計

上することとされていることから、減損の兆候を把握する「事業活動による損益」

においても、「利息相当額」を含めることとしている。 

(2) 計画修繕引当金については、資産又は資産グループの経済的残存使用年数におけ

る長期修繕計画に基づき、費用に計上する。 

(3) 共通経費及び一般管理費については、合理的な配分基準に基づき資産又は資産グ

ループに配分する。 

(4) 定期借地権契約による賃貸資産に係る保証金や終身介護型高齢者住宅に係る前

受収益などの受取利息については、収益に加算することができる。 
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第４  減損損失の認識及び測定関連 

 

（注16）使用価値の算定について 

  減損損失の認識及び測定に用いられる使用価値の算定は、以下のとおりとする。  

 なお、減損損失の認識の判定において、割引前将来キャッシュ･フローの総額を見積

る際における２０年経過時点の使用価値の算定は、以下の算定方法に準じて、２１年

目を１年目として算定することとなる。 

＜使用価値＞ 

 使用価値（現在価値）は、次の①と②を加えたものとなる。 

 

① 経済的使用によって生じると見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値    

      １年目純収益    ２年目純収益        ｎ年目純収益 

             ＋        ＋ ………        ＝ 総額 

      （１＋割引率）  （１＋割引率）
２         （１＋割引率）

ｎ
 

 

  ② 使用後の処分によって生じると見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値    

         ｎ年後の処分収益    ＜処分収益とは＞ 

                    当該資産の経済的残存使用年数の経過時点 

         （１＋割引率）
ｎ      

における正味売却価額をいう。 

 

（注17）正味売却価額について 

  正味売却価額は、資産又は資産グループの「時価」から「処分費用見込額」を控除

して算定された金額とする。処分費用見込額とは、処分に係る販売費用や公租公課等

が該当し、その算定は、類似の資産に関する過去の実績等を参考に見積ることとなる。 

なお、次に掲げる(1)将来時点の正味売却価額の算定における容易に入手できる評価

額や指標を合理的に調整した額を時価とする場合においては、処分費用見込額を考慮し

ないことができることする。 

 正味売却価額を算定する際の時価は、以下の(1)と(2)の場合で、その算定方法が異

なることに留意する。 

(1) 将来時点の正味売却価額を算定する場合の時価 

     将来時点の正味売却価額とは、減損損失の認識を行う場合の割引前将来キャッシ

ュ・フローの見積に使用される正味売却価額（基準 13(1)）及び減損損失の測定に

おいて使用価値を算定する際の将来キャッシュ・フローの見積に使用される正味売

却価額（基準 13(2)）をいう。 

     この基準において将来時点の正味売却価額は、原則として、現在の正味売却価額

（償却資産の場合には、取得価額から適切な減価額を控除した金額）を用いること

とする。 

      この場合の「正味売却価額」を算定する際の「時価」は、一定の評価額（例えば

実勢価格や査定価格）、や適切な市場価格を反映していると考えられる指標が容易に入

手できる場合には、これを時価とみなして使用する。 
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なお、この場合、容易に入手できる評価額や指標を合理的に調整した額を時価として

使用できることとする。 

   ＜容易に入手できる指標＞ 

  ① 公示価格（評価時点：毎年１月１日） 

  ② 都道府県基準地価格（評価時点：毎年７月１日） 

  ③ 路線価による相続税評価額（評価時点：毎年１月１日） 

  ④ 固定資産税評価額（評価時点：３年ごと、基準年の１月１日） 

 

(2) 現在時点の正味売却価額の算定 

   現在時点の正味売却価額とは、減損損失の測定における回収可能価額を決定する

場合の正味売却価額をいう。 

    この場合の「正味売却価額」を算定する際の「時価」とは、公正な評価額をいう。

通常、それは観察可能な市場価格をいい、市場価格が観察できない場合には、合理

的に算定された価額を時価とする。 

    この「合理的に算定された価額」とは、「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定

された価額をいう。自社において合理的な算定が困難な場合には、不動産鑑定士か

ら鑑定評価額を入手して、それを合理的に算定された価額とすることができる。 

   なお、重要性に乏しい資産については、適切に市場価格を反映していると考えら

れる指標を、合理的に算定された価額とみなすことができる。 

 

（注18） 将来キャッシュ・フローの算定について 

(1) 将来キャッシュ・フローの見積りの留意点について 

   将来キャッシュ・フローの見積りは、この基準第４により策定された「中長期キ

ャッシュ・フロー」の数値等を基礎として見積る。 

  「中長期キャッシュ・フロー」の見積期間を超える期間の将来キャッシュ・フロー

の見積りは、原則として、「中長期キャッシュ・フロー」の前提となった数値等に、

合理的な反証がない限り、それまでの計画に基づく趨勢を踏まえた、一定の又は逓

減する成長率（ゼロ又はマイナスもあり得る。）の仮定をおいて見積る。 

 

(2) 将来キャッシュ・フローの見積りに含まれる範囲について 

① 収益には、家賃等の賃料のほか、当該資産又は資産グループに係る駐車場使用

料やその他の付帯収入が含まれる。なお、家賃等の賃料の見積に際しては、空家

率等のリスクを過去の趨勢や外部環境の状況を観察し、合理的で説明可能な予測

により見積る。特に、賃料の増加は、賃料改定等が確定しているものなど慎重な

判断に基づき見積る。 

② 当該資産又は資産グループの現在の使用状況及び合理的な使用計画等を考慮し、 

 現在の価値を維持するための合理的な費用は含まれる。具体的には、賃貸事業資

産における経済的残存使用年数に係る計画修繕費は含まれる。 

  この場合、予め、経済的残存使用年数にわたり計画された各会計期間の計画修

繕見込額が各会計期間の費用となる。 
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③ 共通経費及び一般管理費は、合理的な配分基準により、資産又は資産グループ

に配分する。 

④ 次に掲げるものは、将来キャッシュ・フローに含めない。 

ア  利息の受取額は含めない。ただし、定期借地権契約による賃貸資産に係る保

証金や終身介護型高齢者住宅に係る前受収益などの受取利息については、収益

に含めることができる。 

イ 借入金等に係る元金及び利息の支払額は費用に含めない。 

ウ 減価償却費等の非資金損益項目は費用に含めない。 

 

（注19） 主要な資産について 

  「主要な資産」とは、資産グループの将来キャッシュ・フロー生成能力にとって最

も重要な構成資産をいう。 

  「主要な資産」は、資産のグルーピングを行う際に決定され、当期に「主要な資産」

とされた資産は、原則として、翌期以降の会計期間においても当該資産グループの「主

要な資産」となる。 

  なお、賃貸事業資産に係る資産グループは、「団地」を単位とすることから、その「主

要な資産」は、当該資産の事業種別や建設時期から判断し、「団地」の管理経営上にお

ける最も重要な資産が「主要な資産」となる。この場合、当該「主要な資産」とされ

る資産が複数の資産から構成される場合には、経済的残存使用年数が一番長い年数の

資産を「主要な資産」とする。 

 

（注20） 経済的残存使用年数について 

  経済的残存使用年数は、資産又は資産グループの主要な資産の残存耐用年数とする。 

  なお、賃貸住宅資産等において、理事会等で承認された建替計画が確定している場

合には、その建替事業に着手する時期が、当初予定した経済的残存使用年数より長く

なる場合（短くなる場合もある。）は、その建替事業を着手する時期までを「経済的残

存使用年数」とすることができる。 

 

（注21） 割引率について 

(1) 「割引率」の基本的考え方について 

   この基準第 14 では、「割引率」の算定は、資金調達コストを基礎として算定する

こととしている。公的性格の公社は、その制度上、利益の獲得を目的としないとの

観点から、配当や税負担及び超過利益相当部分を除いた資金調達コストを「割引率」

の基礎とすることとしている。 

   また、基準では、原則として「現在時点」の資金調達コストとするとしている。  

    公社の調達資金は、主に住宅金融支援機構や設立団体等からの長期安定的な資金

調達であることから、現在時点の資金調達を反映した数値を基に「割引率」の算定

を行うこととしている。（い） 

   ただし、その資金調達において、短期資金の調達割合が高い場合にあっては、当

該資金の時間経過等のリスクを考慮する必要がある。 
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(2) 「割引率」の算定方法 

  「割引率」の算定は、原則として、当該公社の経営上における全体の資金調達コ

ストを基礎数値として、借入資金コストと自己資金コストをその資金構成比で加重

平均した資金調達コストを「割引率」とする。 

ただし、賃貸住宅事業資産には、その住宅種別により国や地方公共団体等から様々

な支援の形態がとられている資産がある。こうした場合、資金調達コストに差が生

じ、投資額の回収可能価額に大きな影響を与えると判断される場合には、事業種別

ごとに資金調達の状況に応じた「割引率」とすることができることとする。 

 

(3) 具体的な事業種別ごとの「割引率」の算定例 

   事業種別ごとの「割引率」の算定は、事業種別ごとの当該資産の投資額に係る資金調達

の状況に応じて、借入資金コストと自己資金コストを加重平均して求める。 

   例えば、以下のような手順で算出する。 

① 資産の残資産価額を借入資金と自己資金に分類する。 

ア 借入資金は、有利子の借入金等とする。 

イ 自己資金とは、上記の借入資金以外のものをいい、以下のものが含まれる。 

(ｱ) 資産の取得額に対する国や地方公共団体の補助金 

(ｲ) 設立団体等からの無利子の借入金 

② 上記で分類した借入資金と自己資金について、それぞれの資金コストを求める。 
ア 借入資金コストは、借入利率の異なる資金の構成比で加重平均したコスト（利

率）とする。 
イ 自己資金コストは、上記①二の(ｱ)の補助金及び(ｲ)の無利子借入金等はコスト

（利率）をゼロとし、その他の自己資金は公社の資金運用における国債や地方債 
の利回りをコスト（利率）として、それぞれの資金構成比で加重平均したコスト
（利率）とする。 

③ 上記②の一と二を、その資金の構成比で加重平均して事業種別単位の「割引率」

を算出する。 

 ＜割引率の算定例＞ 

     ◇ 資産の帳簿価額    10,000 万円  (割引率)  3.00％ 

  〈算出内訳〉                  ＜帳簿価額＞  ＜割合＞  ＜利率＞ 

・借入資金コスト(Ａ団地)    ( 3,000 万円)    (42.9％)  (5.0％) 

        (Ｂ団地)    ( 4,000 万円)  (57.1％)  (3.0％) 

          計      7,000 万円      70.0％     3.86％ 

・自己資金コスト(補助金等）  ( 1,000 万円)    (33.3％)  (0｡0％) 

        (自己資金)   ( 2,000 万円)  (66.7％)  (1.5％) 

          計       3,000 万円       30.0％     1.00％ 

 

（注 22） 減損損失の配分方法について 

 資産グループにおける減損損失の各構成資産への配分方法は、以下の二つの選択肢

が示されている。 

  その一つは、各構成資産の帳簿価額に基づき比例配分する方法で、この他に、「時価」

を考慮した配分方法を認めている。例えば、その減損損失が土地資産に係る要素が大 
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減損会計処理基準注解 

 

 

きな場合などにおいて、当該構成資産の帳簿価額と「時価」との差額に基づき比例配

分する方法、すなわち、当該構成資産の市場価格ベースで下落幅を配賦基準として配

分する方法である。 

 なお、公社の事業資産において資産グループを形成する資産は、主として賃貸事業

資産であり、「団地」を単位としたグルーピングである。 

  この「団地」を構成する各資産への減損損失の配分は、具体的には、上記の何れか

の配分方法により、まず、当該減損損失を事業種別の各資産へ配分し、次に事業種別

毎に配分された減損損失を土地資産と建物等資産へ配分することとなる。 

 

（注 23） 共用資産の減損処理について 

   この基準 16 の(2)により、共用資産を単独で減損処理を行う場合は、以下のとおり

とする。 

(1)  全事業資産に寄与する共用資産である社屋等の建物資産及びこれに関連する備

品等の償却資産は、この基準第７(2)の注解 11(6)に掲げる事象が生じた場合に、減

損損失を認識し、適正な評価額に減額する。 

  また、社屋等の土地資産は、この基準第７(4)に掲げる事象が生じた場合に、減損

損失を認識し、適正な時価に減額する。 

(2)  特定の資産又は資産グループに寄与する共用資産にあっては、当該資産又は資産

グループの帳簿価額に当該共用資産の帳簿価額を加算し、当該資産又は資産グルー

プにおける減損損失の認識及び測定を行う。 

 

（注 24） 借上賃貸住宅資産の減損処理について 

 借上賃貸住宅制度は、平成の初期に国の住宅施策の重点事業として、特定の中堅所

得層に対し、家賃補助を伴う良質な住宅を供給するもので、極めて公共性の高い公的

賃貸住宅である。これら借上賃貸住宅事業は、各公社とも、その管理経営は極めて厳

しい状況が続いておりその制度の範囲内における経営改善に努力を図っている。 

  一方、国においても様々な対策を講じるとともに、特定優良賃貸住宅における入居

階層の拡充などその制度改善の検討を行っており、その動向も注目される。 

 こうした各公社における経営改善の努力と、国や地方公共団体の制度改善による収

益向上の期待との両局面を考慮し、この基準では、減損損失が認識されたもののうち、

減損損失の発生が確実なもののみを減損処理することとした。 

 この減損損失が確実なものとは、各公社がその管理経営の状況や各借上賃貸住宅の

残契約年数などの個別資産の状況及び、国や地方公共団体の動向を見て判断すること

となるが、認識された減損損失のうち、当分の間、概ね３年程度の会計期間における

損失を見積もることが適当と考える。 

 なお、「借上賃貸住宅資産減損勘定」の取崩額を「特別利益」とする場合における「管

理経営に支障が生じる場合」とは、事業損失が表示されないことにより、当該借上住

宅のオーナーとの借上条件に関する折衝やそれに係る訴訟などに大きな影響が生じる

と判断される場合などをいう。 
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第５  減損処理後の会計処理関連 

 

（注 25） 減損損失の戻入れについて 

 戻入れとは、減損処理を行った後に、対象資産又は資産グループについて、経営環

境の予想を超える好転等により、減損を行った原因となる事実が解消し、回収可能価

額が回復したと見込まれる場合などにおいて、当初の減損損失を修正することである。 

 「減損会計基準等」においては、「減損の存在が相当程度確実な場合に限って減損損

失を認識及び測定することとしていること。また、戻入れは事務的負担を増大させる

恐れがあることなどから、減損損失の戻入れは行わないこととした。」と定められてい

ることから、この基準においても「戻入れ」は行わないこととする。 

     

（注 26） 中間会計期間における減損処理について 

 減損処理は、固定資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった状態

が相当程度に確実な場合に限って、回収可能性を反映させるように帳簿価額を減額す

る会計処理であり、分譲資産の評価基準としての低価基準等とは異なり、直接的に貸

借対照表価額を求めるものでない。したがって、中間期末や年度末のみならず、期中

において減損処理が行われる場合がある。 

 なお、中間会計期間において、減損処理を行った場合には、年度決算までに資産又

は資産グループに新たな減損の兆候があり追加的に減損損失を認識すべきであると判

定された場合を除いて、年度決算において、中間会計期間を含む事業年度全体を対象

として改めて会計処理は行わないこととする。 

 

（注 27） 注記事項について 

  重要な減損損失を認識し減損損失を計上した場合には、公社会計基準第 12「補足情

報の注記」として、当該固定資産の種類及び事業種別ごとに、その減損損失の主な要

因、減損損失の算定の方法、減損損失の計上額等を注記する。 
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財務諸表標準様式

［　総括様式　１　］

〇〇　　年３月３１日現在 （単位：円）

一般会計
積 立 分 譲
受入金会計

○○○会計
内部取引
の 消 去

×××××× ×××××× ×××

××××× ××××× ×××

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× ××

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

△　××××× △　××××× 　― 　

×××××× ×××××× ××××

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× ××××

△　××××× △　××××× 　― 　

××××××× ××××××× ×××× ××××××

×××××× ×××××× ×××

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× ××

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

×××××× ×××××× ××××

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× ××××

××××× ××××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　

××××××× ××××××× ×××× ××××××

×××× ×××× 　― 　 　― 　 　― 　

××××× ××××× 　― 　 ×××× 　― 　

××××× ××××× 　― 　 　― 　 　― 　

×××× ×××× 　― 　 ×××× 　― 　

×××× ×××× 　― 　 ×××× 　― 　

××××××× ××××××× 　― 　 ×××× 　― 　

××××××× ××××××× ×××× ××××××

契 約 資 産

契 約 負 債

当会計の種別
に応じ記載す
る。

重複する内部
取引を消去す
る。

繰 延 建 設 補 助 金

借 上 賃 貸 住 宅 資 産 減 損 勘 定

 資  　  本    　合    　計

負  債  及  び  資  本  合  計

引 当 金

資 本 金

そ の 他 固 定 負 債

負    　債    　合    　計

（ 繰 越 欠 損 金 ）

利 益 剰 余 金

特 定 目 的 積 立 金

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

預 り 保 証 金

事 業 用 土 地 資 産

そ の 他 事 業 資 産

有 形 固 定 資 産

前 受 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資    　産    　合    　計

流 動 負 債

短 期 借 入 金

次 期 返 済 長 期 借 入 金

貸　　　　 借　 　　　対 　　　　照 　　　　表
（  総   　　 括  ）

科　　　　　　目 金　　額
会                計                別

未 収 金

流 動 資 産

現 金 預 金

有 価 証 券

分 譲 事 業 資 産

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他 事 業 資 産

重複する内部
取引を消去す
る。賃 貸 事 業 資 産

前 払 金

当会計の種別
に応じ記載す
る。

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他 の 固 定 資 産

長 期 契 約 負 債

長 期 前 受 金

固 定 資 産

預 り 金

そ の 他 の 流 動 負 債

未 払 金
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財務諸表標準様式

［　総括様式　２　］

一般会計
積 立 分 譲
受入金会計

○○○会計
内部取引
の 消 去

×××××× ×××××× ×××× ×××××

××××× ××××× ××××

××××× ×××××

××××× ××××× ××××

××××× ××××× ××××

×××××× ×××××× ×××× ×××××

××××× ××××× ××××

××××× ×××××

××××× ××××× ××××

××××× ××××× ××××

×××× ×××× 　― 　 ××××

××× ××× 0 ×××

×××× ×××× 　― 　 ×××

×××× ×××× 　― 　 ×××

×× ×× 0 ××

×××× ×××× 　― 　 ××× 　― 　

×××× ×××× 　― 　 ××× 　― 　

×× ×× 0 ×× 0

××× ××× 　― 　 　― 　 　― 　

×× ×× 0 ×× 0

一     般     管     理     費　   ［ｃ］ 

事 業 利 益　（損失） 　　［ｄ＝ａ－ｂ－ｃ］

特        別        利        益　　［ｈ］

特        別        損        失     ［i］

管 理 受 託 住 宅 管 理 事 業 原 価

そ の 他 事 業 原 価

そ 　の　 他　 経　 常　 収　 益　［ｅ］ 重複する内部
取引を消去す
る。そ　 の　 他　 経　 常　 費　 用　［ｆ］

特 定 目 的 積 立 金 取 崩 　   [ｋ]

当期総利益 （総損失）　　　　［ｌ＝ｊ＋ｋ］

経 常 利 益  （損失） 　　 ［ｇ＝ｄ＋ｅ－ｆ］

（注）　当期において「特定目的積立金」の取崩額を計上する場合は、下表を「当期純利益（純損失）」欄の次に追加する。

当期純利益 （純損失）  ［ｊ＝ｇ＋ｈ－ｉ］

重複する内部
取引を消去す
る。

分 譲 事 業 原 価

事　　　　業　　　　原　　　　価　　［ｂ］

賃 貸 管 理 事 業 原 価

賃 貸 管 理 事 業 収 益

損 　　　　益　　　 　計 　　　　算　 　　　書

管 理 受 託 住 宅 管 理 事 業 収 益

金　　額
会                計                別

至　〇〇　　年３月３１日

自　〇〇　　年４月  １日 　　　　　　　　 （  総　　    括  ）

重複する内部
取引を消去す
る。

そ の 他 事 業 収 益

分 譲 事 業 収 益

（単位：円）

事　　　　業　　　　収　　　　益　　［ａ］

科　　　　　　　　目
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財務諸表標準様式

［　総括様式　３　］

 自　〇〇　　年４月　１日

 至　〇〇　　年３月３１日 （単位：円）

一般会計
積 立 分 譲
受入金会計

○○○会計

××××× ××××× 0 ×××××

××× ××× 0 ×××

××× ××× 0 ×××

××××× ××××× 0 ×××××

×××× ×××× 0 ××××

×× ×× 0 ××

×××× ×××× 0 ××××

×××× ×××× 0 ××××

×× ×× 0 ××

×× ×× 0 ××

×××× ×××× 0 ××××

××××× ××××× 0 ×××××

××× ××× 0 ×××

××××× ××××× 0 ×××××

××× ×××

××× ×××

てん補前の期末残高 △×× △××

×× ××

てん補後の期末残高 0 0

てん補前の期末残高 ××× ×××

欠損金へのてん補による減少高 △×× △××

てん補後の期末残高 ××× ×××

資  本  剰  余  金

利　益　剰　余　金
又 は 欠 損 金 当　期　減　少　高

 （又は欠損金増加高）

剰 　　 余  　　金

剰余金の内容項　　　　目

期　　首　　残　　高
（又は欠損金期首残高）

　当期で特定目的積立金が減少する場合に計上する。

期　　首　　残　　高
（又は欠損金期首残高）

当　期　減　少　高

期　　末　　残　　高
 （又は欠損金期末残高）

特定目的積立金

期　　末　　残　　高

当　期　増　減　高
 (又は欠損金減少高)

剰 　　 余  　　金 　 　計 　　 算　　  書
                  （  総   　　 括  ）

期　　末　　残　　高
 （又は欠損金期末残高）

当　期　増　加　高

金　　額

期　　末　　残　　高

当　期　減　少　高

当　期　増　減　高
 (又は欠損金減少高)

当　期　減　少　高
 （又は欠損金増加高）

　当期で資本剰余金が減少する場合に計上する。

期　　首　　残　　高

会            計            別

(注１）
　当期において誤謬の訂正等に係る累積的影響額を表示する必要がある場合は、「利益剰余金又は欠損金」の期首残高と
当期増減高の間に、下表を追加する。

期　　首　　残　　高

(注２） 　当期において繰越欠損金が生じ、資本剰余金から欠損てん補を行った場合は、下表を追加する。

修正再表示後の期首残高

当　期　増　加　高

資本剰余金からの欠損金てん補による
増加高

当期末欠損金

誤謬の訂正等に係る累積的影響額によ
る増減高

当　　期
資本剰余金

利　益　剰　余　金
又 は 欠 損 金
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財務諸表標準様式

［　総括様式　４　］

（単位：円）

一般会計
積 立 分 譲
受入金会計

○○○会計
内部取引
の 消 去

事業活動によるキャッシュ・フロー ×××× ×××× ×××

××× ××× ×××

××× ××× 　― 　

××× ××× 　― 　

××× ××× 　― 　

××× ××× 　― 　

××× ××× 　― 　

××× ××× 　― 　

××× ××× 　― 　

投資活動によるキャッシュ・フロー ××××× ××××× ×××

×××× ×××× 　― 　

××× ××× ×××

××× ××× 　― 　

××× ××× 　― 　

××× ××× 　― 　

××× ××× 　― 　

×××× ×××× 　― 　

財務活動によるキャッシュ・フロー ××××× ××××× 　― 　 　― 　

××× ××× 　― 　 　― 　

××× ××× 　― 　 　― 　

××× ××× 　― 　 　― 　

××× ××× 　― 　 　― 　

××××× ××××× ××× ××× 0

××××× ××××× ××× ××× 　－　

××××× ××××× ××× ××× 　－　

一般会計
積 立 分 譲
受入金会計

○○○会計

会                計                別

　＜資金の範囲と貸借対照表との関係＞

合　　　　　計

金　　額貸借対照表勘定科目

長期定期預金

長期有価証券

現金預金

摘要

長期有価証券

そ　の　他　の　資　金
流動資産

定期預金
有価証券

固定資産

有価証券
固定資産

長期定期預金

そ の 他 経 常 損 益 に 係 る 収 支

特 別 損 益 に 係 る 収 支

次　　期　　繰　　越　　金
流動資産

次期繰越金 (現金及び現金同等物)

そ の 他 事 業 資 産 形 成 の 収 支

その他 の資 産 形 成 活 動 によ る 収支

当会計の事業種
別に応じ記載す
る。

当会計の事業種
別に応じ記載す
る。

キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー　計　算　書

項　　　　　　　　目

当期中の資金収支の合計

前期繰越金 (現金及び現金同等物)

事業活動に係る資金の返済による支出

リ ー ス 債 務

そ の 他 の 財 務 活 動 に 係 る 資 金 の
調 達 及 び 返 済 に よ る 収 支

投資活動に係る資金の借入による収入

金　　額

分 譲 事 業 活 動 に よ る 収 支

自　〇〇　　年４月　１日

そ の 他 の 収 支

賃 貸 管 理 事 業 活 動 に よ る 収 支

そ の 他 事 業 活 動 に よ る 収 支

会                計                別

当会計の事業種
別に応じ記載す
る。管理受託住宅管理事業による収支

重複する内部
取引を消去す
る。

有 価 証 券等 の取 得・ 償還 等の 収支

重複する内部
取引を消去す
る。事 業 用 土 地 資 産 形 成 の 収 支

至　〇〇　　年３月３１日

                 （  総　　    括  ）

賃 貸 住 宅 資 産 形 成 の 収 支

事 業 資 産 形 成 活 動 に よ る 収 支

分 譲 住 宅 資 産 形 成 の 収 支

一 般 管 理 費 に 係 る 収 支
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財務諸表標準様式

［　一般会計様式　１　］

〇〇　　年３月３１日現在 （単位：円）

×××××× ××××××

××××× ×××××

××××× ×××××

××××× ×××××

××××× ×××××

××××× ×××××

×××× ××××

×××× ××××

××××× ×××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

××××× ×××××

××××× ×××××

△　×××× △　××××

×××××× ××××××

××××× ×××××

×××× ××××

△　×××× △　××××

△　×××× △　××××

×××× ××××

△　×××× △　××××

△　×××× △　××××

×××× ××××

△　×××× △　××××

△　×××× △　××××

×××× ××××

×××× ××××

××××× ×××××

××××× ×××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

××××× ×××××

×××× ××××

△　×××× △　××××

×××× ××××

×××× ××××

△　×××× △　××××

×××× ××××

××××× ×××××

×××× ××××

×××× ××××

××××× ×××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

△　×××× △　××××

×××××× ××××××

長 期 定 期 預 金

減 価 償 却 累 計 額

[　資　　産　　合　　計　]

そ の 他 事 業 資 産

そ の 他 流 動 資 産
前 払 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

そ の 他 事 業 資 産
事 業 用 土 地 資 産

公 共 用 地 取 得 事 業 資 産

ケ ア 付 高 齢 者 住 宅 資 産

賃 貸 施 設 等 資 産

○ ○ （ 県 、 市 ） 提 携 事 業 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

減 損 損 失 累 計 額

土 地 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

減 損 損 失 累 計 額

賃 貸 住 宅 資 産

賃 貸 事 業 資 産

分 譲 事 業 資 産

減 損 損 失 累 計 額

住 宅 宅 地 分 譲 資 産

住 宅 宅 地 分 譲 資 産 建 設 工 事

貸　　借　　対　　照　　表
（　一　般　会　計　）

前年度 当年度科　　　　　　　　目

契 約 資 産

流 動 資 産

現 金 預 金
有 価 証 券

建 物 等 資 産

貸 倒 引 当 金

長 期 有 価 証 券

○ ○ ○ ○

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産
借 地 権

有 形 固 定 資 産 建 設 工 事

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

そ の 他 の 資 産

○ ○ （ 県 、 市 ） 提 携 事 業 建 設 工 事

受 託 事 業 建 設 工 事

そ の 他 の 事 業 資 産

長 期 事 業 未 収 金

公 共 用 地 取 得 事 業 資 産

賃 貸 資 産 建 設 工 事

長 期 前 払 費 用

減 価 償 却 累 計 額
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財務諸表標準様式

（単位：円）

×××××× ××××××

××××× ×××××

××××× ×××××

××××× ×××××

××××× ×××××

××××× ×××××

××××× ×××××

××××× ×××××

×××××× ××××××

××××× ×××××

××××× ×××××

××××× ×××××

××××× ×××××

××××× ×××××

××××× ×××××

××××× -

××××× ×××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

××××× ×××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

×××××× ××××××

×××× ××××

×××××× ××××××

××××× ×××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

××××× ×××××

××××× ×××××

×××× ××××

×××××× ××××××

×××××× ××××××

    （注）貸倒引当金の表示は、注解（注12）の１の一括記載形式によっている。

繰 延 建 設 補 助 金

預 り 金

次 期 返 済 長 期 借 入 金

負 債 及 び 資 本 合 計

契 約 負 債

[　資　　本　　合　　計　]

長 期 預 り 金

そ の 他 の 流 動 負 債

退 職 給 付 引 当 金

計 画 修 繕 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

○ ○ ○ ○ 引 当 金

預 り 保 証 金

借上賃貸住宅資産減損勘定

固 定 負 債

長 期 借 入 金

長 期 前 受 金

社 債

当年度前年度科　　　　　　　　目

長 期 契 約 負 債

未 払 金

短 期 借 入 金

前 受 金

流 動 負 債

剰 余 金

そ の 他 固 定 負 債

[　負　　債　　合　　計　]

未 成 原 価 仮 勘 定

○ ○ ○ ○

借 上 賃 貸 住 宅 損 失 引 当 金

リ ー ス 債 務

引 当 金

（ 繰 越 欠 損 金 ）

（ ○ ○ ○ 積 立 金 ）

（ 非 償 却 資 産 取 得 補 助 金 ）

（ 資 産 価 額 適 正 化 評 価 差 額 金 ）

（ 非 償 却 資 産 取 得 金 ）

利 益 剰 余 金

特 定 目 的 積 立 金

資 本 剰 余 金

資 本 金
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財務諸表標準様式

［　一般会計様式　２　］

自 〇〇　　年４月　１日

至 〇〇　　年３月３１日

×××××× ××××××

××××× ×××××

×××× ××××

××× ×××

××× ×××

××××× ×××××

×××× ××××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

××× ×××

××× ×××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

××××× ×××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

×××××× ××××××

××××× ×××××

×××× ××××

××× ×××

××× ×××

××××× ×××××

×××× ××××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

××× ×××

××× ×××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

××××× ×××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

×××× ××××

××× ×××

 ［ｃ］ 

分 譲 住 宅 事 業 原 価
分 譲 宅 地 事 業 原 価

賃 貸 管 理 事 業 原 価

賃 貸 施 設 管 理 事 業 原 価

特 優 賃 住 宅 等 管 理 事 業 原 価

業 務 受 託 事 業 原 価

借 上 特 優 賃 住 宅 等 管 理 事 業 原 価

そ の 他 の 公 共 団 体 住 宅 管 理 事 業 原 価

管理受託住宅管理事業原価
公 共 団 体 住 宅 管 理 事 業 原 価

都 市 再 生 機 構 住 宅 管 理 事 業 原 価

民 間 特 優 賃 住 宅 等 管 理 事 業 原 価

民 間 住 宅 管 理 事 業 原 価

当年度前年度科　　　　　　　　目

分 譲 住 宅 事 業 収 益

そ の 他 事 業 原 価

○ ○ 提 携 事 業 原 価

 ［ａ］事 業 収 益

住 宅 宅 地 分 譲 事 業 収 益

そ の 他 の 賃 貸 管 理 事 業 収 益

分 譲 事 業 収 益

損　　益　　計　　算　　書

（単位：円）

（　一　般　会　計　）

ケ ア 付 き 高 齢 者 住 宅 管 理 事 業 収 益

賃 貸 管 理 事 業 収 益

一 般 管 理 費

長 期 割 賦 事 業 原 価

そ の 他 の 事 業 原 価

○ ○ 提 携 事 業 収 益

そ の 他 の 賃 貸 管 理 事 業 原 価

そ の 他 の 事 業 収 益

ケ ア 付 き 高 齢 者 住 宅 管 理 事 業 原 価

 ［ｂ］

都 市 再 生 機 構 住 宅 管 理 事 業 収 益

そ の 他 事 業 収 益

分 譲 宅 地 事 業 収 益

特 優 賃 住 宅 等 管 理 事 業 収 益

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 収 益

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業 収 益

民 間 住 宅 管 理 事 業 収 益

借 上 特 優 賃 住 宅 等 管 理 事 業 収 益

事 業 利 益 （損失）    ［ｄ＝ａ－ｂ－ｃ］

賃 貸 施 設 管 理 事 業 収 益

公 共 団 体 住 宅 管 理 事 業 収 益

事 業 原 価

業 務 受 託 事 業 収 益

公 営 住 宅 等 管 理 事 業 収 益
そ の 他 の 公 共 団 体 住 宅 管 理 事 業 収 益

管理受託住宅管理事業収益

長 期 割 賦 事 業 収 益

民 間 特 優 賃 住 宅 等 管 理 事 業 収 益

分 譲 事 業 原 価

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業 原 価

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 原 価

公 営 住 宅 等 管 理 事 業 原 価

住 宅 宅 地 分 譲 事 業 原 価
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財務諸表標準様式

（単位：円）

×××× ××××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

×××× ××××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

×××× ××××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

×××× ××××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

×××× ××××

××× ×××

××× ×××

 ［ｅ］

 ［ｆ］

○ ○ ○ 引 当 金 戻 入 益

そ の 他 経 常 費 用

減 損 損 失

特 別 損 失

経 常 利 益 （損失）    ［ｇ＝ｄ＋ｅ－ｆ］

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入

支 払 利 息

分 譲 事 業 資 産 等 評 価 損

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

借 上 賃 貸 住 宅 資 産 減 損 勘 定 戻 入 益

貸 倒 引 当 金 繰 入

分 譲 事 業 資 産 等 評 価 損

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

雑 損 失

 ［ｈ］

 ［ｉ］

当　期　総　利　益 （総損失）    ［ｌ＝ｊ＋ｋ］

災 害 そ の 他 の 臨 時 損 失

 ［ｋ］

当年度前年度

借 上 賃 貸 住 宅 損 失 引 当 金 繰 入

○ ○ ○ 積 立 金 取 崩

当　期　純　利　益 (純損失)     ［ｊ＝ｇ＋ｈ－ｉ］

特 定 目 的 積 立 金 取 崩

補 助 金 等 収 入

科　　　　　　　　目

雑 収 入

受 取 利 息

そ の 他 経 常 収 益

（注） 　当期において「特定目的積立金」の取崩額を計上する場合には、「当期純利益（純損失）」欄の次に、下記表を追加する。
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財務諸表標準様式  

［　一般会計様式　３　］

  自 〇〇　　年４月  １日

  至 〇〇　　年３月３１日 （単位：円）

××× ×××

×× ××

非償却資産取得に係る補助金受入による増加高 ×× ××

○○○積立金からの振替による増加高 ×× ××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

××× ×××

×× ××

当期純利益（又は純損失） ×× ××

（　×××） （　×××）

○○○積立金への積立による減少高 △×× △××

特定目的積立金からの欠損金てん補による増加高 ×× ××

××× ×××

××× ×××

×× ××

○○○積立金の積立による増加高 ×× ××

○○○積立金の取崩による減少高 △×× △××

○○○積立金の資本剰余金への振替による減少高 △×× △××

利益剰余金への欠損金てん補による減少高 △×× △××

××× ×××

××× ×××

×× ××

××× ×××

（注）当期において繰越欠損金が生じ、資本剰余金から欠損てん補を行った場合は、下表を追加する。

てん補前の期末残高 △×× △××

資本剰余金からの欠損金てん補による増加高 ×× ××

てん補後の期末残高 0 0

てん補前の期末残高 ××× ×××

欠損金へのてん補による減少高 △×× △××

てん補後の期末残高 ××× ×××

合
計

※１

期 首 残 高

当　　期
資本剰余金

（※１の再掲）

（※２の再掲）

当期末欠損金

期 首 残 高

期 末 残 高

当 期 増 加 高 又 は 減 少 高

当　年　度

剰　　　余　　　金　　　計　　　算　　　書

資
本
剰
余
金

※２

項                目 前　年　度

（　一　般　会　計　）

期 首 残 高

当 期 増 加 高 又 は 減 少 高

期 末 残 高

誤謬の訂正等に係る累積的影響額による増減高

特
定
目
的
積
立
金

当 期 増 加 高 又 は 減 少 高

期 末 残 高

期 首 残 高

当 期 増 加 高 又 は 減 少 高

期 末 残 高

利
益
剰
余
金

又
は
欠
損
金

修正再表示後の期首残高

（上記の内、誤謬の訂正に係る当期の影響額）
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財務諸表標準様式

［ 一般会計様式　４ ］

  〇〇　年４月  １日から〇〇　年３月３１日

事業活動によるキャッシュ・フロー 0 0
分譲事業活動による収支 0 0

分譲住宅事業の収支 0 0

分譲宅地事業の収支 0 0
賃貸管理事業活動による収支 0 0

賃貸住宅管理事業の収支 0 0
一般賃貸住宅管理事業の収支 0 0

特優賃住宅等管理事業の収支 0 0

借上特優賃住宅等管理事業の収支 0 0

ケア付き高齢者住宅管理事業の収支 0 0

賃貸施設管理事業の収支 0 0

その他の賃貸管理事業の収支 0 0

管理受託住宅管理事業の収支 0 0
公共団体住宅管理事業収支 0 0

受託事業収入 - -
受託事業支出 - -

その他の受託住宅管理事業収支 0 0
受託事業収入

受託事業支出

その他の事業活動による収支 0 0
0 0

受託事業収入

受託事業支出

0 0
事業収入

事業支出

0 0
事業収入

事業支出

一般管理費に係る収支

その他経常損益に係る収支

特別損益に係る収支

その他の収支

分譲住宅の譲渡による収入

分譲住宅事業による支出

キャッシュ・フロー　計算書
       （ 一 般 会 計 ）

（単位：円）

区　　　　　　　　分 前　年　度 当　年　度

賃貸管理事業による支出

業務受託事業の収支

賃貸管理事業による収入

賃貸管理事業による支出

賃貸管理事業による収入

賃貸管理事業による支出

賃貸管理事業による収入

賃貸管理事業による支出

賃貸管理事業による収入

賃貸管理事業による支出

賃貸管理事業による収入

賃貸管理事業による支出

賃貸管理事業による収入

長期割賦事業の収支

その他の事業の収支
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財務諸表標準様式

投資活動によるキャッシュ・フロー 0 0
事業資産形成活動による収支 0 0

分譲事業資産形成による収支 0 0
分譲住宅資産形成の収支 0 0
分譲宅地資産形成の収支 0 0

賃貸事業資産形成による収支 0 0
一般賃貸住宅資産取得の収支 0 0

特優賃住宅等資産取得の収支 0 0

ケア付き高齢者住宅管理事業の収支 0 0
什器備品等の取得支出

賃貸施設資産取得の収支 0 0

事業用土地資産形成による収支 0 0
その他事業資産形成による収支 0 0

受託事業建設工事の収支

区市町村提携事業建設工事の収支

その他の建設工事等の収支

有価証券等の取得・償還等による収支 0 0
定期預金の解約による収入

定期預金の取得による支出

有価証券の償還等による収入

有価証券の取得等による支出

0 0
有形固定資産形成による収支 0 0

有形固定資産形成による収支

無形固定資産形成による収支

その他の固定資産形成による収支

財務活動によるキャッシュ・フロー 0 0
事業活動に係る資金の返済による支出 0 0

分譲事業に係る借入金の返済による支出

賃貸管理事業に係る借入金の返済による支出

その他の事業に係る借入金の返済による支出 0 0

投資活動に係る資金の借入による収入 0 0
分譲事業資産形成に係る借入金による収入 0 0
賃貸事業資産形成に係る借入金による収入

その他の事業資産形成に係る借入金による収入

その他の有形固定資産等形成に係る借入金による収入

その他の財務活動に係る資金の調達及び返済による収支 0 0
短期借入金の借入による収入

短期借入金の返済による支出

長期借入金の借入による収入

長期借入金の返済による支出

社債の発行による収入

社債の償還による支出

0 0

0 0

リース債務に係る支出

附属建物建設支出

前　年　度 当　年　度

補助金収入

当 期 中 の 資 金 収 支 合 計

前 期 繰 越 金 （ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 ）

次 期 繰 越 金 （ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 ）

区　　　　　　　　分

その他の投資活動による収支

その他の収支

賃貸住宅建設支出

附属建物建設支出

長期割賦事業資産に係る借入金の返済支出

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ
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財務諸表標準様式

0 0
0 0

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0

0 0

【「財務活動によるキャッシュ・フロー」の記載方法】
1

2

3

（脚注１） 　このキャッシュフロー計算書における次期繰越金（現金及び現金同等物）と、貸借対照表に掲記されている「流動資産／現
金・預金・有価証券」及び「固定資産／定期預金･有価証券」項目との関係は下表のとおりである。

貸借対照表科目 前　年　度 当　年　度

次　　期　　繰　　越　　金

有価証券

固定資産

長期定期預金

流動資産

現金・預金

有価証券

固定資産

長期定期預金

長期有価証券

  なお、このⒸ欄の「リース債務」は、「リース債務」が借入金の性質を有することから財務活動ＣＦに含みます。

長期有価証券

合　　　　　計

　Ⓐ欄は、「事業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ」に係る借入金の返済支出を記載してください。すなわち、事業資産に係る借入金
の返済支出であり、資産の評価損失等や繰上償還や借換え等の借入金の収支は「Ⓒその他の借入金」に記載してください。

　Ⓑ欄は、「投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ」に係る、当期に新たな借入金や新たな補助金に係る収入を記載してください。な
お、その当期借入金について当期の返済額がある場合には、Ⓐ欄に記載することとなります。

　Ⓒ欄は、資金運用のための借入金や事業収益(収支）では貼り付けができない資産の評価損失等に相当する借入金の収
支、並びに繰上償還や借換え等に係る借入金の収支を記載してください。

そ　の　他　の　資　金

流動資産

定期預金
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財務諸表標準様式

　[注記事項標準様式]

１　重 要 な 会 計 方 針 等

1 有価証券の評価基準および評価方法

(1) 　満期保有目的有価証券
償却原価法によっている。

(2)　子会社株式

2 分譲事業資産の評価基準及び評価方法

3 固定資産の減価償却の方法

(1) 賃貸事業資産
　建物等資産　  ・償却方法：定額法
            　　　　  ・耐用年数：３年～50年

(2) 有形固定資産
　建物等資産  ・償却方法：定額法
              ・耐用年数：５年～50年
　その他の有形固定資産
              ・償却方法：定額法
              ・耐用年数：３年～20年

(3) 無形固定資産

　　　　　・社内における見込利用可能期間（5年）に基づく定額法

4 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

(2) 退職給付引当金

(3) 計画修繕引当金

(4) 借上賃貸住宅損失引当金

(5) 債務保証損失引当金

　期末における正味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、正味売却価額をもって貸借対照表価額としている。

　自社利用のソフトウェア

  賃貸管理事業未収金その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績を踏まえ
た一定率により、また、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
いる。

注　　　記　　　事　　　項

市場性がない株式であることから取得原価を基準とし、実質価格による。

　個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっている。

  賃貸住宅資産の経年劣化等に対処するために、将来計画的に実施する修繕工事に要する費用の見積額を基礎として計
上している。団地別・工事項目別に、計画額と計画修繕引当金の期末残高の差額を、実施までの見込み年数で均等に配分
した額を繰入れている。

　一括借上契約を締結し、民間所有者から住宅を借り上げて賃貸住宅を経営する事業において、借上契約による借上期間
に未経過年数の予想損失総額から「借上賃貸住宅資産減損勘定」に計上されている額を控除した額を○○年で計画的に
引き当てることとしている。（例示）

  債務保証の履行により発生する求償債権の回収不能による損失に備えるため、一般債務保証額については回収不能実
績率により、また、債務保証の履行可能性が高い特定の債務保証額については個別に回収可能性を検討して、回収不能
見込額を計上している。

【退職給付債務を基礎として計上する場合】

  職員の退職給付に備えるため、当期末の退職給付債務の見込額に基づき計上している。なお、数理計算上の差異は当期
の発生額を当期に一括処理している。

【簡便な方法を用いて退職給付費用を計上する場合】

  役職員の退職給付に備えるため、当期末の公社都合退職による期末要支給額の全額を計上している。
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財務諸表標準様式

5

6 収益及び費用の計上基準

(1)　分譲事業
（各公社の事業の実情に合わせて記載）

(2)　賃貸管理事業

（各公社の事業の実情に合わせて記載）

(3)　管理受託住宅管理事業
（各公社の事業の実情に合わせて記載）

(4)　その他事業
（各公社の事業の実情に合わせて記載）

7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【前年度】　　　　　　【当年度】

　　　〈算入額 〉　・分譲資産建設工事 　　　 ××××円　　　　　 ××××円

          　  　　　 ・賃貸資産建設工事 　　　 ××××円 　　　　　 ××××円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【前年度】　　　　　　【当年度】

　　　〈算入額〉　・事業用土地資産　　　　　　××××円　　　　　××××円

8 リース取引の処理方法

9 消費税等の会計処理方法

建設期間中の支払利息等の原価算入方法
(1)　分譲資産建設工事及び賃貸資産建設工事

  分譲資産及び賃貸資産の建設工事に関連する借入金の利息及び特定の販売管理費用で、当該建設工事完了までのうち
正常な期間内のものは、原価に算入している。

(2)　事業用土地資産

  事業用土地取得に関連する借入金の利息で、当該土地の開発計画策定期間、又は造成工事期間等のうち正常な開発期
間内のものは、原価に算入している。

　リース取引に係る会計処理については、「地方住宅供給公社会計基準」の改訂（平成20年３月１４日）に基づき、ファイナン
ス・リース取引については、原則として通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っている。
　ただし、個々のリース資産に重要性が乏しいと認められる場合には、通常の賃貸借取引にに係る方法に準じて会計処理を
行っている。

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

  住宅宅地分譲事業積立金は、著しい地価の変動等による損失に備え、当期総利益(前期繰越欠損金がある場合は、当該
金額をうめた残額） の範囲内で理事会の決議に基づき計上している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　【前年度】　　　　　【当年度】
　　　　　　繰入額　：　　　　××××円　　　××××円
　　　　　　取崩額　：　　　　××××円　　　××××円

(2)　賃貸住宅管理事業積立金

  賃貸住宅管理事業積立金は、将来の減損損失に備え、当期総利益(前期繰越欠損金がある場合は、当該金額をうめた残
額）の範囲内で理事会の決議に基づき計上している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　【前年度】　　　　　【当年度】
　　　　　　繰入額　：　　　　××××円　　　××××円
　　　　　　取崩額　：　　　　××××円　　　××××円

(3)　土地債務償還積立金

特定目的積立金の計上基準

基準第２８（注２１）の７に従い、顧客との契約から生じる収益について、各公社において収益認識のための５ステップの検
討を行い、(1)主要な事業における主な履行義務の内容、(2)当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の
時点）、について注記する。

　当公社の主要な事業における顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の
時点（収益を通常認識する時点）は以下のとおりである。

　土地債務償還積立金は、非償却資産の取得に要した借入金等の将来の償還に備え、当期総利益(前期繰越欠損金があ
る場合は、当該金額をうめた残額）の範囲内で理事会の決議に基づき計上している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　【前年度】　　　　　【当年度】
　　　　　　繰入額　：　　　　××××円　　　××××円
　　　　　　取崩額　：　　　　××××円　　　××××円

(1)　住宅宅地分譲事業積立金
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10 その他重要な事項
(1) 　固定資産の減損に係る会計基準

(2) 　借上賃貸住宅資産減損勘定の計上及び取崩基準

(3) 　補助金により取得した償却資産の計上方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【前年度】　　　　【当年度】

　　　　　　　　　　　　　　　圧縮記帳価額　　　××××円　　　　××××円

(4) デリバティブ取引

11 会計方針の変更

12 表示方法の変更

(1)

(2) 　注記事項における「14重要な会計上の見積り」の記載

13 会計上の見積りの変更

14 重要な会計上の見積り

※会計上の見積りの変更を行った場合には、基準（注６ー１）及び実務指針第３号に従い注記する。
※本項への記載は、変更のあった年度のみのものである。

※基準（注６ー１）及び実務指針４号に従い、当該事業年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌
事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクがある会計上の見積りの内容について、財務諸表利用者の理解に資する
情報を注記する。

※会計方針（財務諸表の作成に当たって採用した会計処理の原則及び手続）を変更した場合には、基準（注６－１）及び実務
指針第３号に従い注記する。
※本項への記載は、変更のあった年度のみのものである。

※表示方法の変更を行った場合には、基準（注６ー１）及び実務指針第３号に従い注記する。
※財務諸表の科目の追加、科目名の変更または統合等並びに配列の変更、注記事項の追加等を行った場合は、前年度の財
務諸表の組換えを行うとともに、当該注記に記載する。
※下記は、令和４年３月１１日の会計基準改訂後の適用初年度の記載例を示したものである。

　注記事項における「11 会計方針の変更」、「12 表示方法の変更」及び「13 会計上の見積りの変更」の記載

地方住宅供給公社会計基準の改訂（令和４年３月１１日）により、当年度から注記事項「1 重要な会計方針等」に「11 会計方針
の変更」、「12 表示方法の変更」及び「13 会計上の見積りの変更」の項を設け、該当する内容を記載している。

地方住宅供給公社会計基準の改訂（令和４年３月１１日）により、当年度から注記事項「1 重要な会計方針等」に「14重要な会
計上の見積り」の項を設け、該当する内容を記載している。

①　ヘッジ会計の方法
　社内規定により特例処理要件を満たす金利スワップのみを行うこととしており、全て特例処理している。
②　ヘッジ手段及びヘッジ対象
　・ヘッジ手段　：　金利スワップ
　・ヘッジ対象　：　金融機関借入金
③　ヘッジ方針
　「金利変動リスク管理方針」などの社内規定に基づきリスクをヘッジしている。
④　ヘッジの有効性の評価

金利スワップの契約締結時に、リスク管理方針に従って同一金額・同一期日の借入金と対応させるため、ヘッジに高い有
効性があるものと判断している

　当社が土地所有者の建設した賃貸住宅を借り上げて住宅の供給を行う借上賃貸住宅については、賃貸借取引による会計
処理（オフ・バランス）を行っているが、借上契約は20年（一部の物件は10年）一括契約であることから、減損会計を適用してい
る。
　「借上賃貸住宅資産減損勘定」は、借上賃貸住宅を物件ごとにグルーピングし、将来キャッシュ・フローが未経過借上料を下
回る場合、差額を計上することとしており、計上した翌期から各物件の未経過期間で均等に取崩し、事業原価を減じる処理を
行っている。

　補助金により取得した○○事業資産の計上方法について、圧縮記帳する方法によっている。

＜ヘッジ会計の方法（例）＞

　固定資産の減損については、「地方住宅供給公社に係る減損会計処理基準（平成17年４月１日施行）」を適用している。
　減損にあたっては、資産グループごとに当該資産グループの回収可能価額を算定し、帳簿価額が回収可能価額を上回った
場合に、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上している。
　なお、減損損失累計額については、償却資産は間接控除、非償却資産は直接控除している。
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財務諸表標準様式

　[注記事項標準様式]

２　補足情報

Ⅰ

1 預金のペイオフについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【前年度】　　　　　　【当年度】
　　　　　　　　　 預  金  の  額　　　　　　　×××百万円   　　　×××百万円 (A)

　　　　　　　　　 借入相殺の額 　　   　　　×××百万円　 　　　×××百万円 (B)

　　　　　　　　　 預金保険の額              ×××百万円　 　　　×××百万円 (C)

 　　　　　　　　　超    過    額　   　    　　×××百万円　　　　×××百万円(A-B-C)

2 保証債務について

(1) 保証債務の内容       

　　　　　　　　　 保証債務の額　　　　　　　×××百万円   　　　×××百万円 (A)

3 リース取引について

○○○資産に係るﾘｰｽ取引
  　・　主なリース資産　：　○○○

　　・　償却方法　：　定額法　　・　耐用年数　：　○～○年

○○○資産に係るﾘｰｽ取引
  　・　主なリース資産　：　○○○

　　・　償却方法　：　定額法　　・　耐用年数　：　○～○年

  主なリース資産　：　○○○
　未経過リース料期末残高　　　　　　　【前年度】　　　　　　【当年度】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１年内　　　　　××百万円　　　　　××百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１年超　　　　　××百万円　　　　　××百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　計　　　　　××百万円　　　　　××百万円

  主なリース資産　：　○○○
　未経過リース料期末残高　　　　　　　【前年度】　　　　　　【当年度】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１年内　　　　　××百万円　　　　　××百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１年超　　　　　××百万円　　　　　××百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　計　　　　　××百万円　　　　　××百万円

4 　賃貸事業資産等について

①　所有権移転ファイナンス・リース取引

②　所有権移転外ファイナンス・リース取引

(2)　賃貸借取引による所有権移転外ファイナンス・リース
　　取引（借手側）

地方住宅供給公社会計基準におけるﾘｰｽ取引に係る会計基準の改定（平成20年４月１日施行）以前の所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

(3)　オペレーティング・リース取引（借主側）

「地方住宅供給公社に係る減損処理基準及び注解」に基づき、減損処理に係る会計処理を行った資産の状況は以下のとおり
である。

(1)　賃貸事業資産

貸借対照表に関する事項

　預金のペイオフに係る借入金相殺額及び預金保険等の限度超過額

  民間提携事業に係る土地所有者の住宅金融公庫等借入金の保証債務
(2) 保証債務の額　　　　　　　　　　　　　　　　　【前年度】　　　　　　【当年度】

(注）　保証債務の注記する金額は、債務保証額の総額から「債務保証損失引当金」の設定額を控除した残額とする。

(1)　ファイナンス・リース取引（借手側）

【前年度】

兆候 認識 計上

××団地 ×団地 ×団地 ×団地

××団地 ×団地 ×団地 ×団地

××団地 ×団地 ×団地 ×団地

【当年度】

兆候 認識 計上

××団地 ×団地 ×団地 ×団地

××団地 ×団地 ×団地 ×団地

××団地 ×団地 ×団地 ×団地

減損処理の状況

種別

賃貸住宅資産

賃貸施設資産

〇〇〇資産

資産の
ｸﾞﾙｰﾌﾟ数

減損処理の状況

賃貸住宅資産

種別

賃貸施設資産

〇〇〇資産

資産の
ｸﾞﾙｰﾌﾟ数
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Ⅱ

1 特別損益の主要なものについて

(1) 固定資産売却益の内訳　（例）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【前年度】　　　　　　【当年度】
　○○住宅建物等資産売却益　　　　　×××百万円
　○○住宅建物等資産売却益　　　　　　　　　　　　　　　　　　×××百万円

(2)　減損損失の内訳

　「地方住宅供給公社会計に係る減損会計処理基準」に基づき、賃貸事業資産等の減損損失額を計上している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【前年度】　　　　　　【当年度】

　　　　　　 合　　　　計　　　　 　　　　　　　××××百万円　　　　××××百万円

(3) その他の特別損失の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【前年度】　　　　　　【当年度】
　○○〇〇〇　　　　　　　　　　　　　　　×××百万円
　○○〇〇〇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×××百万円

2 分譲事業資産の評価損

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【前年度】　　　　　　【当年度】
　　　・分譲住宅資産下落額　　　　　　　　　×××百万円　　　　×××百万円

　　　・分譲宅地資産下落額　　　　　　　　　×××百万円　　　　×××百万円

　　　・○○提携事業資産下落額　　　　　　×××百万円　　　　×××百万円

Ⅲ その他の補足情報

1 資産価額適正化評価差額金について

　適正化の実施時期　　  　平成１７年３月31日
　適正化による評価差額  　　　×××百万円

2 長期前受金の運用益について

　ケア付き高齢者住宅の長期前受家賃及び長期前受特別介護費については、定期預金等により運用している。
　これら当期の運用益○○百万円は、個別事業との密接な関連性を重視する観点から、損益計算書において「ケア付き高齢者住宅
管理事業収益」に算入している。
　なお、貸借対照表においては、これらの定期預金及び有価証券を他の財源によるものと合わせ、流動資産の現金預金、有価証
券、固定資産の長期有価証券に整理している。

　・　賃貸住宅資産に係る減損損失　　　　　　×××百万円　　　　×××百万円

　・　借上賃貸住宅事業に係る減損損失　　　×××百万円　　　　×××百万円

　・　賃貸施設資産に係る減損損失　　　　　　×××百万円　　　　×××百万円

　・　有形固定資産に係る減損損失　　　　　　×××百万円　　　　×××百万円

　期末において正味売却価額が貸借対照表価額よりも下落している資産について、正味売却価額をもって貸借対照表価額とし、そ
の下落額をその他経常費用に計上している。（なお、下落額が多額に発生した場合の特別損失への計上は、その旨記述する。）

　「地方住宅供給公社会計に係る資産価額の適正化実施基準」（平成16年11月１日）に基づき、賃貸事業資産等の資産価額の適正
化を実施した。
　適正化による評価差額は、資本の部の資本剰余金に計上した。

(3)　投資不動産

投資不動産については、土地信託資産等の収益資産は原則として上記(1)に準じて記載し、それ以外は(2)に準じて記載する。

損益計算書に関する事項

(2)　事業用土地資産

※　なお、時価は、近隣の固定資産評価額（平成○年○月○日基準値）を基に、当公社における調整率を乗じて算出した。

【前年度】 （単位：〇円）

前期末残高 当期増減額 当期末残高

事業用土地 ×団地 ×団地 ×団地

その他土地 ××団地 ×団地 ×団地 ×団地

【当年度】 （単位：〇円）

前期末残高 当期増減額 当期末残高

事業用土地

その他土地

資産種別 個所数
貸借対照表計上額 当期末の

時価

資産種別 個所数
貸借対照表計上額 当期末の

時価
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3 後発事象に関する事項について

基準注解６の(3)に基づき、貸借対照表日（3月31日）以後に発生した後発事象があった場合は、ここに注記する。

4 資産除去債務に係る事項について

5 誤謬の訂正等に係る修正再表示の内容

(1)
①　○○○○の訂正
　　　・・・・・・・・・・　　　　　　　　　　　　　　　×××円
②　○○○○の訂正
　　　・・・・・・・・・・　　　　　　　　　　　　　　　×××円

(2)

＜利益剰余金累積的影響額の計（Ⓐ＋Ⓒ）　　　×××円＞

6 収益認識について

　　　　　○○○（科目）　　　　　　×××円の増（又は減）
　　・流動負債又は固定負債

　【貸借対照表への累積的影響額】
　　・流動資産又は固定資産
　　　　　○○○（科目）　　　　　　×××円の増（又は減）
　　・流動負債又は固定負債
　　　　　○○○（科目）　　　　　　×××円の増（又は減）
　　・利益剰余金　　　　　　　　　　×××円の増（又は減） Ⓐ

　　　　　○○○（科目）　　　　　　×××円の増（又は減）
　 　・利益剰余金　　　　　　　　　×××円の増（又は減） Ⓒ

②　前年度への影響額
　【損益計算書への影響額】
　　・事業利益（損失）　　　　　　　×××円の増（又は減）
　　・その他経常利益（損失）　　 ×××円の増（又は減）
　　・特別利益（損失）　　　　　　　×××円の増（又は減）
＜　当期純利益（純損失）　　　  ×××円の増（又は減）　Ⓑ＞

　【貸借対照表への影響額】
　　・流動資産又は固定資産

　本年度の誤謬の訂正に係る前年度財務諸表の修正再表示の事項及びその累積的影響額は以下のとおりである。
修正事項

累積的影響額
①　前年度期首への累積的影響額

＜事例＞
　当公社では、○○県から一般定期借地契約により土地（○○㎡）を借地し、分譲戸建住宅を建設し、その敷地をエンドユーザーに
転貸することによる定期借地分譲住宅事業を行っている。当敷地は、公社が戸建分譲用用地として宅地造成を行ったうえで転貸し
ているが、○○県との契約上、借地期間満了時に原状回復義務が課されている。したがって、公社会計基準「資産除去債務に関す
る実務指針」に基づき、資産除去債務を計上している。
　　・定期借地契約期間
　　　　平成○○年○月○日から平成○○年○月○日
　　・将来キャッシュ・フロー　　×××,×××円
　　・割引率　　　○.○％
　　・当初計上特別損失（過年度減価償却相当額）××,×××円
　　・当初の資産除去債務額及び除去費用　　　 　××,×××円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【前年度】　　　　　【当年度】
　　・期首残高　　　　　　　　　　×,×××円　　　　×,×××円
　　・時の経過による調整額　　　　×××円　　　　　  ×××円
　　・期末残高　　　　　　　　　　×,×××円　　　　×,×××円

基準第２８（注２１）の８に従い、顧客との契約から生じる収益について、(1)収益の分解情報、(2)収益を理解するための基礎と
なる情報、(3)当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報について注記する。ただし、（注21）の８の開示目的に
照らして重要性に乏しいと認められる注記事項については、記載しないことができる。
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［　様式　１　］

〇〇　　年３月３１日現在 （単位：円）

×××× ×××× ×× ××

××× ××× ×× ××

××× ×××

××× ××× ×××× ××××

××× ×××

×××× ×××× ××× ×××

××× ××× ××× ×××

××× ×××

××× ××× ×××× ××××

0 0

×××× ×××× 0 0

××× ×××

×××× ×××× ×××× ××××

［　様式　２　］

×××× ×××× ×××× ××××

××× ××× ××× ×××

××× ××× ××× ×××

××× ×××

××× ×××

流 動 資 産 流 動 負 債

長 期 有 価 証 券 付 加 利 息 積 立 金

現 金 預 金 未 払 金

有 価 証 券

未 収 金 固 定 負 債

貸　　　　 借　 　　　対 　　　　照 　　　　表
（  積立分譲受入金会計  ）

科　　　　　　目 前年度 当年度 科　　　　　　目 前年度 当年度

積 立 金

固 定 資 産 積立分譲住宅積 立金

至　〇〇　　年３月３１日 （単位：円）

国 債

地 方 債 [負債合計]

剰 余 金

長 期 貸 付 金 利 益 剰 余 金

一 般 会 計 貸 付 金

[資本合計]

資    　産    　合    　計 負債及び資本合計

損 　　　　益　　　 　計 　　　　算　 　　　書

自　〇〇　　年４月  １日 （  積立分譲受入金会計  ）

前年度 当年度

事 業 収 益 事 業 原 価

科　　　　　　　　目 前年度 当年度 科　　　　　　目

積 立 金 運 用 利 息 積 立 金 繰 入

利 息 相 当 受 入 金 利 息 差 額 支 出 金

解 約 利 息 差 額 収 入

事業利益（損失）

当期純利益（損失）
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［　様式　３　］

（単位：円）

積立金運用利息等の収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

［　様式　４　］

　預金のペイオフに係る預金保険等の限度超過額

利 息 相 当 受 入 金 の 収 入

キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー　計　算　書

自　〇〇　　年４月　１日 （  積立分譲受入金会計  ）

至　〇〇　　年３月３１日

項　　　　　　　　　　目 前年度 当年度

事業活動によるキャッシュ・フロー ×××× ××××

×××× ××××

積 立 金 運 用 利 息 等 の 収 入 ××× ×××

××× ×××

積 立 金 の 収 支 ×××× ××××

利 息 差 額 等 の 支 出 ××× ×××

×××× ××××

積 立 金 受 入 に よ る 収 入 ××× ×××

積 立 金 等 の 支 出 ××× ×××

有 価 証 券 取 得 に よ る 支 出 ××× ×××

積 立 金 運 用 の 収 支 ×××× ××××

有 価 証 券 売 却 に よ る 収 入 ××× ×××

××××

貸 付 金 返 還 に よ る 収 入 ××× ×××

一 般 会 計 貸 付 金 に よ る 支 出 ××× ×××

 預  金  の  額　　　　　　　×××百万円    (A)

注　　　　記　　　　事　　　　項
（  積立分譲受入金会計  ）

自　〇〇　　年４月　１日

当期中の資金収支の合計 ×××× ××××

前期繰越金 (現金及び現金同等物) ××××

 借入相殺の額 　　   　　　×××百万円　  (B)

次期繰越金 (現金及び現金同等物) ×××× ××××

 預金保険の額               ×××百万円　  (C)

　　　 超    過    額　   　     　　×××百万円　(A-B-C)

至　〇〇　　年３月３１日

項　　　　　　目 注　　　　　　　　記

１　預金のペイオフについて
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第４部  附属明細表標準様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(1) ］

　　①　総      括

分譲事業 賃貸管理事業
管理受託住宅

管理事業
その他事業

借上賃貸住宅資産減損勘定戻入益

固 定 資 産 除 却 損

事 業 収 益

管 理 受 託 住 宅 管 理 事 業 収 益

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 繰 入

そ の 他 事 業 原 価

事  　業  　別  　損  　益  　明  　細

分 譲 事 業 原 価

科               目 金　　　額

そ の 他 事 業 収 益

雑 収 入

特 別 損 失

一 般 管 理 費

事      業      損      益

固 定 資 産 売 却 益

借上賃貸住宅損失引当金戻入益

そ の 他 経 常 費 用

経      常      損      益

そ の 他 経 常 収 益

雑 損 失

分 譲 事 業 資 産 等 評 価 損

事      業      内      訳

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入

補 助 金 等 収 入

分 譲 事 業 収 益

賃 貸 管 理 事 業 収 益

受 取 利 息

事 業 原 価

支 払 利 息

管 理 受 託 住 宅 管 理 事 業 原 価

賃 貸 管 理 事 業 原 価

当      期  　　総    損      益

固 定 資 産 売 却 損

そ の 他 の 臨 時 損 失

当　期　純　損　益

特 定 目 的 積 立 金 取 崩

減 損 損 失

借 上 賃 貸 住 宅 損 失 引 当 金 繰 入

分 譲 事 業 資 産 等 評 価 損
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(1) ］

　　②　分譲事業損益

積立分譲
住宅事業

一般分譲
住宅事業

分譲宅地
事　 　業

○○住宅など
　　　　××戸

○○住宅など
　　　　××戸

○○宅地など
　 　××区画

事 業 原 価

譲 渡 収 入

事　　業　　損　　益

土 地 費

建 物 費

差　　引　　損　　益

一　般　管　理　費

区　　　　分

事 業 収 益

○ ○ 収 入

住宅宅地
分譲事業

分譲事業

事　  業    内  　訳

事業規模等
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(1) ］

　　③　賃貸管理事業損益 左ﾍﾟｰｼﾞ←

一般賃貸住宅 特優賃住宅 借上賃貸住宅

××団地
×××戸

××団地
×××戸

××団地
×××戸

××団地
×××戸

償 却 費

支 払 利 息

そ の 他 の 収 入

管理規模等

区　　　　分
賃貸管理
事　　　業

事　    業      内      訳

○ ○ ○ ○

計 画 修 繕 引 当 金 繰 入

共 通 経 費

固 有 経 費

計 画 修 繕 費

管 理 経 費

賃貸住宅
管理事業

繰 延 建 設 補 助 金 収 入

管 理 費 等 収 入

事 業 収 益

駐 車 場 使 用 料 収 入

介 護 費 収 入

事 業 原 価

借 上 住 宅 借 上 料

借 上 料

修 繕 費

貸 倒 引 当 金 繰 入

傾 斜 家 賃 前 払 費 用 償 却 費

減 価 償 却 費

管 理 受 託 収 入

利 息 相 当 額

事 業 損 益

一 般 管 理 費

差 引 損 益

管 理 事 務 費

家 賃 ・ 使 用 料 収 入

補 助 金 収 入

借 上 住 宅 施 主 引 渡 金

減 損 勘 定 取 崩 額

○ ○ ○ ○

D-3



附属明細表標準様式

→右ﾍﾟｰｼﾞ

ケア付き高齢
者

住宅管理事業

サービス付き
高齢者住宅

賃貸施設 賃貸宅地 ○○事業 ○○事業

××ヶ所
××店舗

××ヶ所
××区画

事　　　業　　　内　　　訳

高齢者向け
住宅管理事

業

その他の
賃貸管理事業

賃貸施設
管理事業
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(1) ］

　　④　管理受託住宅管理事業 左ﾍﾟｰｼﾞ←

公営住宅等
管理事業

特公賃住宅
管理事業

その他公共団
体関連住宅
管理事業

××団地
×××戸

××団地
×××戸

××団地
×××戸

××団地
×××戸

××団地
×××戸

××団地
×××戸

管理受託住宅
管理事業 都市再生機構

住宅管理事業

管 理 受 託 収 入

公共団体住宅
管理事業

事　    業      内      訳

事業規模等

事 業 収 益

資産の種別

事 業 原 価

○ ○ ○ 業 務 収 入

そ の 他 の 収 入

管 理 経 費

共 通 経 費

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

駐 車 場 収 入

事 業 損 益

○ ○ 業 務 費 （ 修 繕 費 等 ）

○ ○ ○ ○

管 理 事 務 費

差 引 損 益

一 般 管 理 費

固 有 経 費

D-5



附属明細表標準様式

→右ﾍﾟｰｼﾞ

特優賃住宅
管理事業

高優賃住宅
管理事業

分譲住宅
管理事業

賃貸住宅
管理事業

××団地
×××戸

××団地
×××戸

××団地
×××戸

××団地
×××戸

××団地
×××戸

××団地
×××戸

民間特優賃
住宅等

管理事業

事　　　業　　　内　　　訳

民間住宅
管理事業

D-6



附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(1) ］

　　⑤　その他事業損益 左ﾍﾟｰｼﾞ←

建設受託
工　　事

○○業務
買取公営住宅

事　　業

○○など
××件

○○など
××件

○○など
××件

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ 収 入

そ の 他 の 収 入

○○提携
事　　業

その他事業

建 設 工 事 受 託 収 入

受託事業

事　    業      内      訳

○ ○ 業 務 受 託 収 入

事 業 損 益

事 業 原 価

支 払 利 息

減 価 償 却 費

○ ○ ○ 費

事 務 費

管 理 経 費

受 託 工 事 費

固 有 経 費

○ ○ ○ ○

共 通 経 費

差 引 損 益

一 般 管 理 費

事業規模等

事 業 収 益

資産の種別

賃 貸 料 収 入
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附属明細表標準様式

→右ﾍﾟｰｼﾞ

公共用地先行
取得事業

分譲住宅
割賦事業

○○（県・市）
住宅割賦事業

民間提携住宅
割  賦  事  業

○○○事業 ○○○事業

○○など
××件

○○など
××件

○○など
××件

○○など
××件

○○など
××件

○○など
××件

事　　　業　　　内　　　訳

その他の事業
長期割賦
事　　業

D-8



附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(2) ］

左ﾍﾟｰｼﾞ←

規模等 価　　額 規模等 価　　額 規模等 価　　額

土 地

借 地 権

建 物 等

土 地

借 地 権

建 物 等

土 地

建 物 等

土 地

借 地 権

建 物 等

定 期 借 地 権 土 地

そ の 他 の 賃 貸 土 地

土 地

建 物 等

公 共 用 地 先 行 取 得 資 産

○○○事業後払未収金

○○（県・市）提携事業未収金

○ ○○提携事業未収金

事 業 用 土 地

そ の 他 事 業 資 産

分 譲 宅 地 造 成 工 事

特 優 賃 住 宅

長 期 事 業 未 収 金

償 還 利 息 前 払 費 用

賃 貸 店 舗

事　　業　　資　　産　　明　　細

資　産　の　種　別

そ の 他 賃 貸 施 設

一 般 賃 貸 住 宅

分 譲 事 業 資 産

賃 貸 住 宅 資 産

積立分譲住宅建設工事

ケ ア 付 き 高 齢 者 住 宅 資 産

総　　　合　　　計

賃 貸 宅 地

一般賃貸住宅建設工事

特 優 賃 住 宅 建 設 工 事

賃 貸 店 舗 工 事

長 期 分 譲 住 宅 未 収 金

事 業 用 土 地 資 産

事 業 用 土 地 資 産

賃 貸 資 産 建 設 工 事

そ の 他 の 長 期 前 払 費 用

そ の 他 の 事 業

積 立 分 譲 住 宅

取　　　　　得　　　　　価　　　　　額

期首残高 当期増加額

分 譲 資 産

賃 貸 事 業 資 産

賃 貸 施 設 等 資 産

○ ○ ○ 施 設 建 設 工 事

一 般 分 譲 住 宅

分 譲 宅 地

一般分譲住宅建設工事

分 譲 資 産 建 設 工 事

長 期 前 払 費 用

当期減少額

○○ （県 ・市 ）提携建設工事

公 共 用 地 先 行 取 得 資 産

○ ○ ○ 受 託 建 設 工 事

そ の 他 事 業 （ 流 動 ） 資 産
○○ （県 ・市 ）提携事業資産
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附属明細表標準様式

→右ﾍﾟｰｼﾞ

規模等 価　　額

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

期末残高　Ⓐ 摘　　要
貸借対照価額

Ⓐ-Ⓑ-Ⓒ

減損損失累計額

Ⓒ

減価償却累計額

Ⓑ
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(3) ］

左ﾍﾟｰｼﾞ←

規模等 価　　額 規模等 価　　額 規模等 価　　額

○ ○ リ ー ス 資 産

総　　　合　　　計

土 地 資 産

有 形 固 定 資 産 建 設 工 事

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

長 期 定 期 預 金

長 期 貸 付 金

そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

有　　形　　固　　定　　資　　産　　等　　明　　細

資　産　の　種　別

資　　　　　　　　産　　　　　　　　価　　　　　　　　格

有 形 固 定 資 産

期首残高 当期増加額 当期減少額

リ ー ス 資 産

長 期 有 価 証 券

借 地 権

建 物 等 資 産

建 物

附 属 設 備

構 築 物

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

そ の 他 の 土 地

車 両 運 搬 具 等

社 屋 土 地

そ の 他 の 土 地

工 具 器 具 備 品

出 資 等

敷 金 保 証 金

福 利 厚 生 資 金 貸 付

社 債 発 行 差 金
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附属明細表標準様式

→右ﾍﾟｰｼﾞ

規模等 価　　額

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

減損損失累計額

Ⓒ
摘　　要期末残高　Ⓐ

貸借対照価額

Ⓐ-Ⓑ-Ⓒ

減価償却累計額

Ⓑ

D-12



附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(2) ］

土 地

借 地 権

建 物 等

土 地

借 地 権

建 物 等

土 地

建 物 等

土 地

建 物 等

定 期 借 地 権 土 地

そ の 他 の 賃 貸 土 地

土 地

建 物 等

総　　　合　　　計

賃 貸 店 舗

○ ○ ○ 提 携 事 業 未 収 金

○ ○ （ 県 ・ 市 ） 提 携 事 業 未 収 金

特 優 賃 住 宅

賃 貸 施 設 等 資 産

賃 貸 宅 地

長 期 分 譲 住 宅 未 収 金

長 期 事 業 未 収 金

そ の 他 土 地

当　　期
減価償却額

期　　末
減価償却累計額

　事業資産及び有形固定資産

資　産　の　種　別

一 般 賃 貸 住 宅

賃 貸 住 宅 資 産

賃 貸 事 業 資 産

そ の 他 賃 貸 施 設

（減価償却及び減損損失の明細）

減　価　償　却　額

期　　首
減価償却累計額

除却・売却等に係る
当期末減価償却
累計額の減少額

ケ ア 付 き 高 齢 者 住 宅 資 産

事 業 用 土 地 資 産

事 業 用 土 地 資 産

事 業 用 土 地

そ の 他 事 業 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

土 地 資 産

社 屋 土 地

そ の 他 の 土 地

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具 等

リ ー ス 資 産

有 形 固 定 資 産 建 設 工 事

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

借 地 権

附 属 設 備

構 築 物

○ ○ ○ 事 業 後 払 未 収 金

そ の 他 の 事 業

公 共 用 地 先 行 取 得 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 等 資 産

建 物
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附属明細表標準様式

摘　　要期　　首
減損損失累計額

期　　末
減損損失累計額

除却・売却等に係る
当期末減損損失
累計額の減少額

当　　期
減損損失額

減　　損　　損　　失　　額
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(4) ］

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

○○県債
（Ｈ×年度第×回）

など××銘柄

有　　　価　　　証　　　券　　　明　　　細

区　　　　　分

銘 柄

取 得 価 額

流
　
　
動
　
　
資
　
　
産

国

債

地

方

債

計

貸 借 対 照 表
計 上 額

銘 柄

券 面 総 額

取 得 価 額

券 面 総 額

取 得 価 額

貸 借 対 照 表
計 上 額

銘 柄

貸 借 対 照 表
計 上 額

券 面 総 額

券 面 総 額

取 得 価 額

取 得 価 額

貸 借 対 照 表
計 上 額

貸 借 対 照 表
計 上 額

券 面 総 額

券 面 総 額

取 得 価 額

固
　
　
定
　
　
資
　
　
産

合　計

券 面 総 額

取 得 価 額

貸 借 対 照 表
計 上 額

国

債

地

方

債

計

銘 柄

貸 借 対 照 表
計 上 額
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附属明細表標準様式

　［附属明細表：標準様式　(5) ］

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

出 資 目 的
及 び 出 資 年 月

出　資　団　体　等

関　係　団　体　出　資　等　明　細

出 資 金

出 資 の 形 態

○○○株式会社

主 な 業 務 内 容
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(6) ］

（単位：円） 左ﾍﾟｰｼﾞ←

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
当 期 の
支払利息

最終返済期間

0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 ― ― 

0 ― ― 

0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 

0 0 0 0 ― ― 他 会 計 借 入 金

住宅金融支援機構借入金

○ ○ ○ 事 業 借 入 金

住宅金融支援機構借入金

金 融 機 関 借 入 金

住宅金 融支援機構借入金

金 融 機 関 借 入 金

公 共 団 体 借 入 金

そ の 他 の 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

公 共 団 体 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

次 期 返 済 長 期 借 入 金

分 譲 事 業 借 入 金

長 期 割 賦 事 業 借 入 金

住宅金融支援機構借入金

賃 貸 管 理 事 業 借 入 金

事 業 資 金 借 入 金

住宅金融支援機構借入金

他 会 計 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

そ の 他 の 借 入 金

公 共 団 体 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

公 共 団 体 借 入 金

分 譲 事 業 借 入 金

他 会 計 借 入 金

公 共 団 体 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

賃 貸 管 理 事 業 借 入 金

公 共 団 体 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

借　　　入　　　金　　　等　　　明　　　細
① 借 入 金 明 細

区　　　　　　分

短 期 借 入 金

公 共 団 体 借 入 金

公 共 団 体 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

○ ○ ○ 事 業 借 入 金

短期借入金　合　計

公 共 団 体 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

事 業 資 金 借 入 金

※ 期中の運用資金借入金など

※ 当期の事業資金の返済支出

ＣＦの財務活動ＣＦの「事業活動借入金返

済支出」に記載される。

※ 次期の事業借入金の返済

予定額 （ＣＦには影響しない）

※ これまで、次期返済長期借入金の「期首残高」は、前年度末の数値を記載し、同額を「当
期減少額」としていたため実際の返済額との相異が生じていた。したがって、この度の改訂に
併せ「期首残高」を当期の実際の返済額として、「前期末残高」との差額は、長期借入金の
「期首残高」と組替え（変更）を行うこととする。（その旨、「脚注」する。）
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附属明細表標準様式

→右ﾍﾟｰｼﾞ （単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
当 期 の
支払利息

最終返済期間

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

（脚注）

１　繰上償還の状況　（借換えに係る繰上償還額は、次の２に記載する）

長期借入金

・住宅金融支援機構借入金繰上償還額 △　×××円

２　借換え資金の状況

長期借入金

・住宅金融支援機構借入金（借換）繰上償還額 △　×××，×××円

・公共団体借入金（借換） 　　×××，×××円

（上記の借換えに伴う繰上償還に係る社債発行額） （××，×××円）

0

住宅金融支援機構借入金

0 0 0 0長期借入金　合　計
（次期返済長期借入金を含む）

住 宅 金 融 支 援 機 構 借 入 金

賃貸事業借入金

長 期 割 賦 事 業 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

公 共 団 体 借 入 金

事 業 資 金 借 入 金

分 譲 事 業 借 入 金

住宅金融支援機構借入金

賃 貸 管 理 事 業 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

そ の 他 の 借 入 金

住宅金 融支援機構借入金

○ ○ ○ 事 業 借 入 金

公 共 団 体 借 入 金

住宅金融支援機構借入金

公 共 団 体 借 入 金

区　　　　　　分

長 期 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

他 会 計 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

公 共 団 体 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

（注）　１　キャッシュ・フロー計算書の財務活動キャッシュ・フローにおける「投資活動に係る資産形成資金の借入金」は、
　　　　　　「事業借入金」の当該事業欄に含めて記載する。
　　　　２　　「次期返済長期借入金」に係る「支払利息」は、「長期借入金」欄のそれぞれの事項に含めて記載する。

３　次期返済長期借入金の「期首残高」は、当期の実返済額により記載し、前期期末との差額（×××円）は、
　　長期借入金の「期首残高」と組替えを行っている。

金 融 機 関 借 入 金

賃貸事業借入金

公 共 団 体 借 入 金

他 会 計 借 入 金
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(6) ］

②　社 債 明 細 （単位：円）

発行件数

平均利率

償還期限

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

一般賃貸住宅資
産 0 0 0 0 0

特優賃住宅資産 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

・・・・・・・ 0

・・・・・・・ 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

・・・・・・・ 0

0 0 0 0 0

地 域 施 設 資 産

そ の 他 の 社 債

 ○  ○  ○

合　　　　計

社　債　の　用　途 期首残高

ケ ア 付 き 高 齢 者
住 宅 資 産

○ ○ ○ 資 産

ケ ア 付 き 高 齢 者
住 宅 資 産

【固定負債】
　　社　　　　　　債

事 業 用 社 債

賃 貸 事 業 資 産

期末残高
当 期 の
支払利息

【流動負債】
　次　期　償　還　社　債

賃 貸 事 業 資 産

一般賃貸住宅資
産

特 優 賃 住 宅 資 産

当期増加額 当期減少額

D-19



附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(7) ］

（単位：円）

未 収 金

○ ○ ○

長 期 事 業 未 収 金

○ ○ ○

一 般 賃 貸 住 宅

特 優 賃 住 宅

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ 事 業

［附属明細表：標準様式　(8) ］

（単位：円）

引　　　当　　　金　　　明　　　細

区　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 摘　　　要期末残高

固
定
資
産

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

計 画 修 繕 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

貸 倒 引 当 金

流
動
資
産

○ ○ ○

摘　　　要

特 定 目 的 積 立 金

分 譲 事 業 積 立 金

賃貸住宅管理事業積立金

当期増加額 当期減少額 期末残高

借 上 住 宅 損 失 引 当 金

○ ○ ○ 引 当 金

特　定　目　的　積　立　金　明　細

区　　　　　分 期首残高

合　　　　計
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(9) ］

（単位：円）

摘　　　要

件　　　数

最終保証期限

○ ○ 住 宅 建 設 費

○ ○ 住 宅 建 設 費

 ○  ○  ○

そ の 他 の 偶 発 債 務

 ○  ○  ○

保 証 債 務

住 宅 金 融 支 援 機 構 保 証 分

そ の 他 金 融 機 関 保 証 分

保    証    債    務　  等　  明　  細

区       分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(10) ］

（単位：円）

非 償 却 資 産 取 得 補 助 金

資産価額適正化評価差額

非 償 却 資 産 取 得 金

○ ○ ○ 積 立 金

○ ○ ○ 積 立 金

特 定 目 的 積 立 金

資 本 金

○ ○ ○ （ 県 ） 出 資 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

○ ○ ○ （ 市 ） 出 資 金

合　　　　　　計

資      本      金      等      明      細

区  　　　　 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

（ 繰 越 欠 損 金 ）

利 益 剰 余 金
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附属明細書標準様式

関連事業等の名称 取引金額

出　資　金 -                              

一般賃貸住宅 住宅建設補助 ××××

又は

特優賃・高優賃住宅など ・非償却資産取得補助金

住宅管理補助 ・家賃減額等補助金 ××××

・地代補助金 ××××

住宅管理補助 ・家賃等補助金 ××××

・管理事務費補助金 ××××

・○○○推進事業補助金 ××××

・○○○運営補助金 ××××

・地方共済組合団体共済部負担金 ××××

特優賃・高優賃住宅 住宅建設資金助成

・借入金 ×××××

・返済金 ××××

・支払利息 ×××

・借入金 ×××××

・返済金 ××××

・支払利息 ×××

・借入金 ×××××

・返済金 ××××

・支払利息 ×××

県営住宅管理受託事業 ××××

一般賃貸住宅 住宅建設資金 ・○○建設資金 （　　　　　　　　　　）

特優賃住宅 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

受 託 金
の受入れ

その他

損失補償

利子補給
の受入れ

資　金　の
借　入　等

一般賃貸住宅 住宅建設資金借入

○○○住宅 住宅建設資金借入

事業用土地 土地取得資金借入

補助金等
の受入れ

その他

・建設費補助金

特優賃（借上）住宅など
又は
高優賃（借上）賃貸住宅

○○○事業

経営・運営補助

[附属明細表：標準様式(11)]

       設 立 団 体 と の 取 引 明 細 表

取引の区分
平　成　○　年　度　中　の　取　引

取引の内容
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附属明細書標準様式

金額

資本金 105,000,000

流動資産 ・未収金 ××××

固定負債 ・繰延建設補助金 ××××

資本剰余金 ・非償却資産取得補助金 ××××

流動資産 ・未収金 ××××

流動資産 ・未収金 ××××

流動資産 ・未収金 ××××

流動資産 ・未収金 ××××

流動資産 ・未収金 ××××

××××

流動資産 ・未収金 ××××

流動負債 ・短期借入金 ××××

〃 ・次期返済長期借入金 ××××

固定負債 ・長期借入金 ××××

流動負債 ・未払金 ××××

流動負債 ・短期借入金 ××××

〃 ・次期返済長期借入金 ××××

固定負債 ・長期借入金 ××××

流動負債 ・未払金 ××××

流動負債 ・短期借入金 ××××

〃 ・次期返済長期借入金 ××××

固定負債 ・長期借入金 ××××

流動負債 ・未払金 ××××

流動資産 ・未収金 ××××

（　　　　　　　　　　） ○○建設資金（金融機関）

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

○○○団地ほか　×団地

○○○団地ほか　×団地

取引に係る貸借対照表の期末残高 摘　　　　要
（○年度取引の内容等）科目
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(12) ］

１ 流 動 資 産

　　①　現　金　預　金　（有価証券を含め記載する。） （単位：円）

摘　　　要
金融機関数

口座数

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

当 座 預 金 ○○銀行

普 通 預 金
○○銀行ほか
　　××行　　××口座

郵 便 振 替 口 座
○○郵便局

定 期 預 金
○○銀行ほか
　　××行　　××口座

0 0 0 0 0

国 債 ××銘柄

地 方 債 ××銘柄

譲 渡 性 預 金 ××銘柄

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

国 債 ××銘柄

地 方 債 ××銘柄

譲 渡 性 預 金 ××銘柄

現 金 預 金 0 0 0 0 0

有 価 証 券 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0

その他の主な資産・負債及び収益・費用の内訳

区　　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額

流 動 資 産

長 期 定 期 預 金

有 価 証 券

合 計

受取利息

現 金

預 金

固 定 資 産

期末残高

有 価 証 券
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(12) ］

②　未　　　収　　　金 （単位：円）

未 収 家 賃

未 収 補 助 金

未 収 駐 車 場 使 用 料

そ の 他 の 未 収 金

未 収 家 賃

未 収 補 助 金

未 収 駐 車 場 使 用 料

そ の 他 の 未 収 金

未 収 家 賃

未 収 補 助 金

未 収 駐 車 場 使 用 料

そ の 他 の 未 収 金

当期減少額

賃 貸 管 理 事 業 未 収 金

区　　　　　分
期首残高

分 譲 事 業 未 収 金

積 立 分 譲 住 宅 事 業 未 収 金

一 般 分 譲 住 宅 事 業 未 収 金

分 譲 宅 地 事 業 未 収 金

事 業 未 収 金

長期分譲住宅管理事業未収金

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業

特 優 賃 住 宅 管 理 事 業

借 上 賃 貸 住 宅 管 理 事 業

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 未 収 金

ケア付き高齢者住宅管理事業未収金

賃 貸 施 設 管 理 事 業 未 収 金

期末残高

件数 金額 件数 金額

当期増加額

件数 金額 件数 金額

そ の 他 事 業 未 収 金

業 務 受 託 事 業 未 収 金

長 期 割 賦 事 業 未 収 金

そ の 他 の 事 業 未 収 金

そ の 他 未 収 金

損 益 勘 定 関 連 未 収 金

○ ○ ○ 提 携 事 業 未 収 金

そ の 他 の 未 収 金

合　　　　計

未 収 補 助 金

○ ○ ○ 未 収 金

貸 借 勘 定 関 連 未 収 金

未 収 収 益

受 取 利 息 未 収 金

○ ○ 未 収 補 助 金

管理受託住宅管理事業未収金

公共団体住宅管理事業未収金

都市再生機構住宅管理事業未収金

民間特優賃住宅管理事業未収金

民 間 住 宅 管 理 事 業 未 収 金
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(12) ］

③　契　約　資　産 （単位：円）

④　その他（前払金、その他の流動資産） （単位：円）

そ の 他 事 業 契 約 資 産

業 務 受 託 事 業 契 約 資 産

○ ○ ○ 提 携 事 業 契 約 資 産

そ の 他 の 事 業 契 約 資 産

公共団体住宅管理事業契約資産

都市再生機構住宅管理事業契約資産

民間特優賃住宅管理事業契約資産

民 間 住 宅 管 理 事 業 契 約 資 産

期末残高

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

繰 延 消 費 税

仮 払 金

区　　　　　分
期首残高 当期増加額 当期減少額

契 約 資 産

管理受託住宅管理事業契約資産

○ ○ ○ 事 業 前 払 金

そ の 他 前 払 金

前 払 費 用

そ の 他 の 流 動 資 産

立 替 金

仮 払 消 費 税

金額 件数金額 件数 金額 件数 金額

前 払 金

事 業 前 払 金

○ ○ ○ 事 業 前 払 金

区　　　　　分
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

件数
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(12) ］

２　流　動　負　債

①　未　　払　　金 （単位：円）

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業

特 優 賃 住 宅 管 理 事 業

借 上 賃 貸 住 宅 管 理 事 業

件数 金額

当期減少額
区　　　　　分

期首残高 当期増加額 期末残高

件数 金額 件数

公共団体住宅管理事業未収金

金額 件数 金額

長期分譲住宅管理事業未払金

事 業 未 払 金

分 譲 事 業 未 払 金

積 立 分 譲 住 宅 事 業 未 払 金

長 期 割 賦 事 業 未 払 金

そ の 他 の 未 払 金

一 般 分 譲 住 宅 事 業 未 払 金

分 譲 宅 地 事 業 未 払 金

賃 貸 管 理 事 業 未 払 金

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 未 収 金

賃 貸 施 設 等 管 理 事 業 未 払 金

民間特優賃住宅管理事業未収金

そ の 他 事 業 未 払 金

管理受託住宅管理事業未払金

合　　　　計

そ の 他 の 事 業 未 払 金

そ の 他 未 払 金

分 譲 住 宅 建 設 工 事 未 払 金

受 託 建 設 工 事 未 払 金

借 上 賃 貸 住 宅 管 理 事 業

長 期 割 賦 事 業

○ ○ ○ ○

長期分譲住宅管理事業未払金

そ の 他

そ の 他 の 未 払 費 用

都市再生機構住宅管理事業未収金

民 間 住 宅 管 理 事 業 未 収 金

○ ○ ○ 提 携 事 業 未 払 金

賃 貸 住 宅 建 設 工 事 未 払 金

未 払 費 用

支 払 利 息 費 用

業 務 受 託 事 業 未 払 金

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業

特 優 賃 住 宅 管 理 事 業
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(12) ］

②　　契　　約　　負　　債 （単位：円）

一般賃貸住宅管理事業契約負債

特優賃住宅管理事業契約負債

借上賃貸住宅管理事業契約負債

③　　前　　　受　　　金 （単位：円）

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業

特 優 賃 住 宅 管 理 事 業

借 上 賃 貸 住 宅 管 理 事 業

期末残高

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

当期減少額

事 業 契 約 負 債
分 譲 事 業 契 約 負 債

積 立 分 譲 住 宅 事 業 契 約 負 債

区　　　　　分
期首残高 当期増加額

一 般 分 譲 住 宅 事 業 契 約 負 債

分 譲 宅 地 事 業 契 約 負 債

賃 貸 管 理 事 業 契 約 負 債

賃貸住宅管理事業契約負債

ケア付き高齢者住宅管理事業契約負債

賃貸施設等管理事業契約負債

そ の 他 事 業 契 約 負 債

業 務 受 託 事 業 契 約 負 債

そ の 他 の 事 業 契 約 負 債

そ の 他 契 約 負 債

長期分譲住宅管理事業契約負債

管理受託住宅管理事業契約負債

公共団体住宅管理事業契約負債

都市再生機構住宅管理事業契約負債

民間特優賃住宅管理事業契約負債

民 間 住 宅 管 理 事 業 契 約 負 債

○ ○ ○ 契 約 負 債
そ の 他 の 契 約 負 債

前 受 収 益
○ ○ ○ 前 受 収 益

合　　　　計

区　　　　　分
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

事 業 前 受 金
賃 貸 管 理 事 業 前 受 金

賃 貸住 宅管 理事 業前 受金

賃 貸 施 設 等 管 理 事 業 前 受 金

合　　　　計

そ の 他 事 業 前 受 金

長 期 割 賦 事 業 前 受 金

そ の 他 の 事 業 前 受 金

そ の 他 前 受 金
○ ○ ○ 前 受 金
そ の 他 の 前 受 金

前 受 収 益
○ ○ ○ 前 受 収 益
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(12) ］

④　その他（預り金及びその他の流動負債） （単位：円）

共 益 費

○ ○ ○ 預 り 金

共 益 費

○ ○ ○ 預 り 金

共 益 費

○ ○ ○ 預 り 金

共 益 費

○ ○ ○ 預 り 金

共 益 費

○ ○ ○ 預 り 金

共 益 費

修 繕 費

公 租 公 課

管 理 組 合 費

駐 車 場 使 用 料

そ の 他 の 預 り 金

修 繕 費

管 理 費

修 繕 費

管 理 費

修 繕 費

管 理 費

修 繕 費

管 理 費

当期減少額 期末残高

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 預 り 金

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業

件数 金額

分 譲 事 業 預 り 金

賃 貸 管 理 事 業 預 り 金

分 譲 住 宅 事 業 預 り 金

分 譲 宅 地 事 業 預 り 金

金額 件数 金額

預 り 金

区　　　　　分
件数件数 金額

期首残高 当期増加額

○ ○ ○ 預 り 金

賃 貸 施 設 管 理 事 業 預 り 金

長 期 分 譲 住 宅 管 理 事 業 預 り 金

管 理 受 託 住 宅 管 理 事 業 預 り 金

公 共 団 体 住 宅 管 理 事 業 預 り 金

業 務 受 託 事 業 預 り 金

そ の 他 の 預 り 金

○ ○ ○ 預 り 金

そ の 他 事 業 預 り 金

特 優 賃 住 宅 管 理 事 業

都市再生機構住宅管理事業預り金

民間特優賃住宅管理事業預 り金

民 間 住 宅 管 理 事 業 預 り 金

借上賃貸住宅管理事業預り金

ケア付き高齢者住宅管理事業預り金
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(12) ］

３　その他の固定負債

（長期前受金、預り保証金、繰延建設補助金、その他） （単位：円）

件数 金額

当期減少額
区　　　　　分

期末残高

件数 金額 件数 金額 件数

当期増加額期首残高

借 上 賃 貸 住 宅 敷 金

長 期 前 受 金

ケア付き高齢者住宅長期契約負債

長 期 前 受 入 居 金

長 期 前 受 介 護 費

定期借地権契約長期前受金

一 般 賃 貸 住 宅 敷 金

賃 貸 宅 地 敷 金

保 証 金

○ ○ ○ 保 証 金

繰 延 建 設 補 助 金

特 優 賃 住 宅 敷 金

金額

長 期 契 約 負 債

未 成 原 価 仮 勘 定

分 譲 事 業 資 産

賃 貸 事 業 資 産

一 般 賃 貸 住 宅 建 設 補 助 金

敷 金

○ ○ ○ 長 期 前 受 金

預 り 保 証 金

そ の 他 の 固 定 負 債

ケ ア 付 き 高 齢 者 住 宅 敷 金

賃 貸 施 設 敷 金

リ ー ス 債 務

○ ○ ○ リ ー ス

○ ○ ○ リ ー ス

○ ○ 管 理 受 託 住 宅 敷 金

そ の 他 の 預 り 敷 金

長 期 未 払 金

長 期 預 り 金

社 債 発 行 差 金

特 優 賃 住 宅 建 設 補 助 金

○ ○ ○ 建 設 補 助 金
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式　(12) ］

（単位：円）

合　　　　　　計

４　　共 　通　 経　 費　 の　 明　 細　

区　　　　　分 決算総額
損益計算書計上額

事業原価 一般管理費

摘要

計
その他経常
費      用

人 件 費

事 務 経 費

貸借対照表
計   上   額
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附属明細表標準様式

［附属明細表：標準様式（積立分譲受入金会計）］

現　　　　金

預　　　　金

当 座 預 金

定 期 預 金

積　立　分　譲　受　入　金　会　計

一 般 会 計 貸 付 金

資　　産　　合　　計

流 動 負 債

期末残高 摘　　　要区　　　　　　分

利 息 差 額 支 出 金

積　　立　　金

積立分譲住宅積立金

一般会計貸付金利息

長期貸付金

未　　払　　金　

付 加 利 息 積 立 金

負　　債　　合　　計

当期減少額

固 定 負 債

流 動 資 産

現　金　預　金

未　　収　　金　

期首残高 当期増加額

固 定 資 産
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財産目録標準様式

［　財産目録標準様式　］

　平成○○年３月３１日現在 （単位：円）

内　　容 数量等 金　　額

×××××××
××××××

××××××

××××××

当 座 預 金 ○○銀行など××店 ××××

普 通 預 金 ○○銀行など××店 ××××

郵 便 振 替 口 座 ××××

定 期 預 金 ○○銀行など××店 ××××

○ ○ ○ ○ ○○○など××件 ××××

××××××
国 債 ××件 ××××

地 方 債 ××件 ××××

××××××
××××××

住宅宅地分譲事業未収金 ×××××

　 ×××××

譲 渡 代 金 未 収 金 ××件 ××××

譲 渡 代 金 未 収 金 ××件 ××××

×××××

×××××

×××××
×××××

××××

未 収 家 賃 ××件 ××××

未 収 補 助 金 ××件 ××××

そ の 他 の 未 収 金 ××件 ××××

××××

××××

×××××

×××××

×××××

×××××
×××××

×××××

×××××

×××××

×××××
××××××

×××××

地 方 共 済 負 担 金 ××件 ××××

○ ○ ○ ××件 ××××

×××××

○ ○ ○ ××件 ××××

××××××

受 取 利 息 ××××

地 代 な ど ××××

××××××
××××××

業務／工事受託契約資産 ××件 ××××

　 ××××××

業務／工事受託契約資産 ××件 ××××

契 約 資 産

〇 〇 住 宅 管 理 事 業 契 約 資 産

管理受託住宅管理事業契約資産

そ の 他 事 業 契 約 資 産
〇 〇 受 託 事 業 契 約 資 産

損 益 勘 定 関 連 未 収 金

貸 借 勘 定 関 連 未 収 金

未 収 補 助 金

そ の 他 の 未 収 金

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。
長期分譲住宅管理事業未収金

未 収 収 益

民 間 住 宅 管 理 事 業 未 収 金

公共団体住宅管理事業未収金

都市再生機構住宅管理事業未収金

民間特優賃住宅管理事業未収金

積 立 分 譲 住 宅 事 業 未 収 金

一 般 分 譲 住 宅 事 業 未 収 金

賃 貸 管 理 事 業 未 収 金

賃 貸 施 設 等 管 理 事 業 未 収 金

流 動 資 産

事 業 未 収 金
未 収 金

一般賃貸住宅管理事業未収金

賃貸住宅管理事業未収金

（一般会計）

そ の 他 未 収 金

管理受託住宅管理事業未収金

そ の 他 の 事 業 未 収 金

特優賃住宅管理事業未収金

借上賃貸住宅管理事業未収金

ケア付き高齢者住宅管理事業前払金

預 金

有 価 証 券

財　　　　産　　　　目　　　　録

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

区　　　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　額

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。
分 譲 宅 地 事 業 未 収 金

現 金 預 金
現 金
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財産目録標準様式

内　　容 数量等 金　　額

××××××

××××××

×××××

土 地 ××団地××ｈａ ××××

建 物 ××団地××戸 ××××

×××××

×××××

××××××

×××××

土 地 費 ××団地××ｈａ ××××

工 事 費 ○○団地など××戸 ××××

事 務 費 ××××

×××××

××××××

××××××

×××××

土 地 ××団地××ｈａ ××××

建 物 ××団地××戸 ××××

公共用地先行取得事業資産 ×××××

土 地 ××団地××ｈａ ××××

×××××

××××××

×××××

土 地 費 ××団地××ｈａ ××××

工 事 費 ○○団地など××戸 ××××

事 務 費 ××××

××××××

×××××

工 事 費 ○○住宅など××ヶ所 ××××

事 務 費 ××××

××××××
××××××

×××××

×××××

××××

○ ○ ○ ××件 ××××

××××

××××

×××××

×××××

×××××

×××××

受託事業建設工事

○○（県・市）提携事業建設工事

一般賃貸住宅管理事業前払金

公共団体住宅管理事業前払金

○ ○ 受 託 事 業 建 設 工 事

ケア付き高齢者住宅管理事業前払金

○ ○ 住 宅 管 理 事 業 前 払 金

○ ○ ○ 事 業 前 払 金

そ の 他 の 事 業 前 払 金

管理受託住宅管理事業前払金

賃 貸 施 設 等 管 理 事 業 前 払 金

長期分譲住宅管理事業前払金

特優賃住宅管理事業前払金

借上賃貸住宅管理事業前払金

買取公営住宅事業建設工事

賃貸住宅管理事業前払金

前 払 金

事 業 前 払 金

賃 貸 管 理 事 業 前 払 金

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

○○（県・市）提携事業資産

積立分譲住宅建設工事

一般分譲住宅建設工事

積 立 分 譲 住 宅 資 産

分譲資産建設工事

分 譲 宅 地 造 成 工 事

分譲事業資産

分 譲 資 産

分 譲 宅 地 資 産

買 取 公 営 住 宅 事 業 資 産

○ ○ 事 業 資 産

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

その他事業資産

一 般 分 譲 住 宅 資 産
　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

区　　　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　額
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財産目録標準様式

内　　容 数量等 金　　額

××××××

×××××

×××××

××××××

××××××
退 去 者 補 修 費 な ど ××件 ××××××

××××××

××××××

××××××

貸倒引当金 △××××

事業未収金貸倒引当金 △　××××

△　×××

未 収 家 賃 △　×××

そ の 他 の 未 収 金 △　×××

△　×××

△　×××

△　×××

△　×××

△　×××

△　××××

××××××

××××××
××××××

×××××

土 地 ××団地××ｈａ ××××

借 地 権 ○○団地など××件 ××××

建 物 等 ××団地××戸 ××××

そ の 他 施 設 ××××

×××××

土 地 ××団地××ｈａ ××××

借 地 権 ○○団地など××件 ××××

建 物 等 ××団地××戸 ××××

そ の 他 施 設 ××××

　減価償却累計額 △　××××

一 般 賃 貸 住 宅 △　××××

特 優 賃 住 宅 △　××××

　減損損失累計額 △　××××

一 般 賃 貸 住 宅 △　××××

特 優 賃 住 宅 △　××××

××××××

　減損損失累計額

損 益 勘 定 関 連 前 払 金

貸 借 勘 定 関 連 前 払 金

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

区　　　　　　分
内　　　　　　　　訳

賃 貸 住 宅 資 産

　減価償却累計額

そ の 他 前 払 金

その他の貸倒引当金

管理受託住宅管理事業

そ の 他 の 事 業

長 期 分 譲 住 宅 管 理 事 業

事務所社屋の保険料など

賃 貸 管 理 事 業

借 上 賃 貸 住 宅 管 理 事 業

ケ ア 付 き 高 齢 者 住 宅 管 理 事 業

その他流動資産

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

立 替 金

仮 払 消 費 税

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

金　　額

前 払 費 用

賃貸事業資産

一 般 賃 貸 住 宅

特 優 賃 住 宅

賃 貸 施 設 等 管 理 事 業

固 定 資 産

ケア付き高齢者住宅資産

繰 延 消 費 税

仮 払 金

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業

特 優 賃 住 宅 管 理 事 業
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財産目録標準様式

内　　容 数量等 金　　額

××××××

×××××

土 地 ××団地××ｈａ ××××

建 物 ××団地××店舗 ××××

×××××

土 地 ××団地××ｈａ ××××

×××××

　減価償却累計額 △　××××

賃 貸 店 舗 △　××××

賃 貸 宅 地 △　××××

そ の 他 の 賃 貸 施 設 △　××××

　減損損失累計額 △　××××

賃 貸 店 舗 △　××××

賃 貸 宅 地 △　××××

そ の 他 の 賃 貸 施 設 △　××××

××××××

×××××

土 地 費 ××団地××ｈａ ××××

工 事 費 ○○団地など××戸 ××××

事 務 費 ××××

×××××

×××××

×××××

×××××

××××××

×××××

×××××

×××××

××××××
××××××

取 得 費 ××ヶ所××ｈａ ××××

造 成 費 ××××

事 務 費 ××××

その他事業資産 ××××××
××××××

×××××

積 立 分 譲 住 宅 ○○住宅など××件 ××××

一 般 分 譲 住 宅 ○○住宅など××件 ××××

○ ○ ○ 分 譲 住 宅 ○○住宅など××件 ××××

×××××

×××××

公共用地先行取得事業資産 ××××××

その他の事業資産 ××××××

×××××

長 期 分 譲 住 宅 未 収 金

公 共 公 益 施 設 資 産

○○（県・市）提携住宅未収金
　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

○ ○ ○ 事 業 未 収 金

内　　　　　　　　訳

　　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

事業用土地資産

長期事業未収金

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

一般賃貸住宅建設工事

賃貸資産建設工事

賃 貸 店 舗

特 優 賃 住 宅 建 設 工 事

金　　額

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

賃 貸 宅 地

そ の 他 賃 貸 施 設

区　　　　　　分

賃貸施設等資産

賃 貸 店 舗 建 設 工 事

ケア付き高齢者住宅建設工事

事業用土地資産

傾 斜 家 賃 前 払 費 用

その他の長期前払費用

○ ○ ○ 施 設 建 設 工 事

償 還 利 息 前 払 費 用

長 期 前 払 費 用
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財産目録標準様式

内　　容 数量等 金　　額

××××××
××××××

社 屋 ○○など××ヶ所 ××××

構 築 物 ○○など××ヶ所 ××××

そ の 他 の 建 物 等 ○○など××ヶ所 ××××

　減価償却累計額 △　××××

××××××

社 屋 用 地 ○○など××㎡ ××××

そ の 他 用 地 ○○など××㎡ ××××

その他の有形固定資産 ××××××

×××××

業 務 用 自 動 車 ××台 ××××

そ の 他 運 搬 具 ××××

×××××

工 具 器 具 備 品 ××××

×××××

業 務 用 自 動 車 ××××

Ｏ Ａ 機 器 ××××

○○○ ××××

　減価償却累計額 △　××××

車 両 運 搬 具 等 △　××××

工 具 器 具 備 品 △　××××

リ ー ス 資 産 △　××××

××××××

×××××

工 事 費 ××ヶ所 ××××

事 務 費 ××××

××××××
××件 ××××××

その他の無形固定資産 ××××××

××件 ××××

　減価償却累計額 △　×××

○ ○ ○ ××××

その他の固定資産 ××××××
××××××

○○銀行など××店 ××××

××××××

国 債 ××件 ××××

地 方 債 ○○など ××件 ××××

××××××

○ ○ 会 計 貸 付 金 ××××

××××××

関 係 会 社 株 式 ○○など ××件 ××××

関 係 会 社 出 資 金 ○○など ××件 ××××

無形固定資産

長 期 定 期 預 金

○ ○ ○ 建 設 工 事

借 地 権

内　　　　　　　　訳

長 期 有 価 証 券

有形固定資産建設工事

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

リ ー ス 資 産

金　　額

有形固定資産

車 両 運 搬 具 等

建 物 等 資 産

土 地 資 産

工 具 器 具 備 品

区　　　　　　分

長 期 貸 付 金

関係会社出資等

ソ フ ト ウ エ ア
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財産目録標準様式

内　　容 数量等 金　　額

××××××

×××××

社 屋 等 敷 金 ○○など ××件 ××××

預 け 保 証 金 ○○など ××件 ××××

×××××

職 員 等 貸 付 金 ××件 ××××

×××××

×××××

事 業 外 用 地 ○○など ××ｈａ ××××

そ の 他 の 用 地 ○○など ××ｈａ ××××

△　×××××

△　××××

割 賦 代 金 貸 倒 △　××××

△　××××

貸倒引当金

長期分譲住宅管理事業

金　　額

社 債 発 行 差 金

区　　　　　　分

○ ○ ○ 事 業

長期事業未収金貸倒引当金

敷 金 保 証 金

福 利 厚 生 資 金 貸 付 金

そ の 他 の 資 産

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

そ の 他 の 土 地

内　　　　　　　　訳

×××××××資　産　の　部　の　合　計
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財産目録標準様式

内　　容 数量等 金　　額

×××××××

××××××
××××××

住宅金融支援機構借入金 ×××××

×××××

積立分譲住宅建設工事 ○○団地など××団地 ××××

一般分譲住宅建設工事 ○○団地など××団地 ××××

○ ○ ○ 事 業 建 設 工 事 ○○団地など××団地 ××××

×××××

×××××

○○（公共団体等）借入金 ×××××

×××××

××××××

次期返済長期借入金 ××××××
××××××

×××××

×××××

積 立 分 譲 住 宅 ○○団地など××団地 ××××

一 般 分 譲 住 宅 ○○団地など××団地 ××××

分 譲 宅 地 ○○団地など××団地 ××××

×××××

×××××

×××××

×××××

×××××

○○（公共団体等）借入金 ×××××

×××××

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。 ××××××

××××××
××××××

×××××

○ ○ ○ 事 業 ○○など××件 ××××

×××××

×××××

×××××

○○など ××件 ×××× ×××××

×××××

×××××

×××××

×××××

　　　　　上記に準じて事業種別に区分して記載する。 ×××××

×××××

×××××

×××××

×××××

公共団体住宅管理事業未払金

特優賃住宅管理事業未払金

賃 貸 管 理 事 業 未 払 金

○ ○ ○ 借 入 金

分 譲 資 産 建 設 工 事

分 譲 資 産 建 設 工 事

短期借入金

一般賃貸住宅管理事業未払金

その他の借 入金

借上賃貸住宅管理事業未払金

事 業 未 払 金

他 会 計 借 入 金

ケア付き高齢者住宅管理事業未払金

賃 貸 施 設 等 管 理 事 業 未 払 金

賃貸住宅管理事業未払金

長期分譲住宅管理事業未払金

管理受託住宅管理事業未払金

○ ○ ○ 資 産

未 払 金

○ ○ 住 宅 管 理 事 業 未 払 金

そ の 他 の 事 業 未 払 金

金 融 機 関 借 入 金

分 譲 事 業 未 払 金

事業資金借入金

住宅金融支援機構借入金

分 譲 事 業 資 産

その他の借 入金
　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

金 融 機 関 借 入 金

他 会 計 借 入 金

流 動 負 債

　　　　　上記に準じて事業種別に区分して記載する。

　　　　　上記に準じて事業種別に区分して記載する。賃 貸 事 業 資 産

賃 貸 資 産 建 設 工 事

○ ○ 資 産 建 設 工 事

　　　　　上記に準じて事業種別に区分して記載する。

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

区　　　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　額

事業資金借入金
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財産目録標準様式

内　　容 数量等 金　　額

××××××

分譲資産建設工事未払金 ×××××

積立分譲住宅建設工事 ○○団地など××件 ××××

一般分譲住宅建設工事 ○○団地など××件 ××××

○ ○ 事 業 建 設 工 事 ○○団地など××件 ××××

賃貸資産建設工事未払金 ×××××

賃 貸 住 宅 建 設 工 事 ○○団地など××件 ××××

特 優 賃 住 宅 建 設 工 事 ○○団地など××件 ××××

賃 貸 店 舗 建 設 工 事 ○○団地など××件 ××××

×××××

受 託 建 設 工 事 ○○団地など××件 ××××

×××××

未 払 利 息 ××××

社 会 保 険 料 な ど ××××

×××××

××××××
××××××

×××××
×××××

　 譲 渡 代 金 契 約 負 債 ××件 ××××

×××××

×××××

×××××
×××××

共益費／管理費契約負
債

××件 ××××

×××××

×××××

×××××

×××××

×××××

×××××
×××××

〇〇住宅管理受託料契約負債 ××件 ××××

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。 ×××××
×××××

××××××

○○○など ××件 ××××

〇〇〇など ××××××

××××××
××××××

×××××
×××××

家 賃 前 受 金 ××件 ××××

〇〇〇 ××件 ××××

×××××

×××××

×××××

×××××
××××××

○○○など ××件 ××××

〇〇〇など ××××××前 受 収 益

そ の 他 前 受 金
○ ○ ○ 前 受 金

事 業 前 受 金

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

賃 貸 管 理 事 業 前 受 金
一般賃貸住宅管理事業前受金

特 優 賃 住 宅 管 理 事 業 前 受 金

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。借上賃貸住宅管理事業前受金

賃 貸 施 設 等 管 理 事 業 前 受 金

前 受 金

○ ○ 住 宅 管 理 事 業 契 約 負 債

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

未 払 費 用

そ の 他 事 業 契 約 負 債
その他契約負債

○ ○ ○ 契 約 負 債

公共団体住宅管理事業契約負債

長期分譲住宅管理事業契約負債

前 受 収 益

管理受託住宅管理事業契約負債

賃貸施設等管理事業契約負債

ケア付き高齢者住宅管理事業契約負債

そ の 他 の 事 業 前 受 金

契 約 負 債

借上賃貸住宅管理事業契約負債

分 譲 事 業 契 約 負 債

一 般 分 譲 住 宅 事 業 契 約 負 債

分 譲 宅 地 事 業 契 約 負 債

そ の 他 未 払 金

事 業 契 約 負 債

賞 与 引 当 金

特優賃住宅管理事業契約負債

そ の 他 の 未 払 金

一般賃貸住宅管理事業契約負債

賃貸管理事業契約負債

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

区　　　　　　分 金　　額
内　　　　　　　　訳

積 立 分 譲 住 宅 事 業 契 約 負 債
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財産目録標準様式

内　　容 数量等 金　　額

××××××
××××××

×××××

登記費用など ××件 ××××

×××××

×××××

賃貸管理事業預り金 ××××××

賃貸住宅管理事業預り金
×××××

　 共 益 費 ××件 ××××

　 敷 金 返 還 金 ××件 ××××

○ ○ ○ 預 り 金 ××件 ××××

×××××

×××××

××××××

賃貸施設管理事業預り金 ××××××

長期分譲住宅管理事業預り金 ××××××

共 益 費 ××件 ××××

管 理 組 合 費 ××件 ××××

修 繕 費 ××件 ××××

○ ○ ○ 預 り 金 ××件 ××××

××××××

×××××

修 繕 費 ××件 ××××

管 理 費 ××件 ××××

○ ○ ○ 預 り 金 ××件 ××××

×××××

その他の事業預り金 ××××××

その他の預り金
職 員 等 預 り 金 ××件 ××××

○ ○ ○ 預 り 金 ××件 ××××

その他の流動負債 ××××××
××××××

××××××

×××××××
××××××

建 設 費 等 ○○団地など××団地 ××××

建 設 費 等 ○○団地など××団地 ××××

○○○ ××件 ××××

××××××
××××××

×××××

積 立 分 譲 住 宅 事 業 ○○団地など××団地 ××××

一 般 分 譲 住 宅 事 業 ○○団地など××団地 ××××

○ ○ ○ 事 業 ○○団地など××団地 ××××

分譲宅地事業預り金

○○○住宅管理事業預り金

内　　　　　　　　訳
金　　額

一般分譲住宅事業預り金

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。
借 上 賃 貸 住 宅 預 り 金

公共団体住宅管理事業預り金

管理受託住宅管理事業預り金

一 般 賃 貸 住 宅 預 り 金

仮 受 消 費 税

特 優 賃 住 宅 事 業

固 定 負 債

一 般 賃 貸 住 宅 事 業

○　○　○

特 優 賃 住 宅 預 り 金

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

長期借入金

○○○事業預り金

社 債

そ の 他 の 社 債

預 り 金

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

区　　　　　　分

ケア付き高齢者住宅管理事業預り金

分譲事業預り金

積立分譲住宅事業預り金

事業資金借入金

住宅金融支援機構借入金

分 譲 事 業 資 産
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財産目録標準様式

内　　容 数量等 金　　額

×××××

×××××

×××××

×××××

×××××

×××××

×××××

××××××

××××××

×××××

長 期 前 受 入 居 金 ××××

長 期 前 受 介 護 費 ××××

×××××

××××××

×××××

借 地 権 利 金 ××××

×××××

××××××

××××××

×××××

賃 貸 住 宅 敷 金 ○○団地など××件 ××××

駐 車 場 敷 金 ○○団地など××件 ××××

×××××

×××××

×××××

××××××

賃 貸 店 舗 協 力 金 ○○など××件 ××××

××××××

××××××

×××××

建 物 補 助 金 ○○団地など××団地 ××××

建 物 補 助 金 ○○団地など××団地 ××××

××××××

×××××

×××××

公 共 施 設 ○○団地など××施設 ××××

公 益 施 設 ○○団地など××施設 ××××

×××××

○ ○ 社 屋 ××××

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

内　　　　　　　　訳
金　　額

○ ○ ○ 資 産

区　　　　　　分

預り保証金

そ の 他 の 預 り 敷 金

借 上 賃 貸 住 宅 敷 金

長期前受金

○ ○ ○ 長 期 前 受 金

社 屋 建 設 補 助 金

一 般 賃 貸 住 宅

特 優 賃 住 宅

公 共 公 益 施 設

繰延建設補助金

賃 貸 住 宅 資 産

有 形 固 定 資 産

事 業 資 産

固 定 資 産

敷 金

保 証 金

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。

一 般 賃 貸 住 宅 敷 金

特 優 賃 住 宅 敷 金

賃 貸 施 設 敷 金

定期借地権事業長期前受金

金 融 機 関 借 入 金

他 会 計 借 入 金

そ の 他 借 入 金

○○（公共団体等）借入金

長期契約負債

ケア付き高齢者住宅長期契約負債

○ ○ ○ 長 期 契 約 負 債

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。
○ ○ ○ 借 入 金

分 譲 資 産 建 設 工 事

　　　　　上記に準じて事業種別に区分して記載する。賃 貸 事 業 資 産

賃 貸 資 産 建 設 工 事

　　　　　上記に準じて内容を区分して記載する。
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財産目録標準様式

内　　容 数量等 金　　額

××××××

××××××

××××××

×××××

×××××

×××××

×××××

××××××

○○○提携事業引当金 ×××××

借上賃貸住宅損失引当金 ××××××

××××××

その他の固定負債 ××××××

××××××

×××××

積 立 分 譲 住 宅 ○○団地など××団地 ××××

○ ○ ○ 事 業 ○○団地など××団地 ××××

×××××

一 般 賃 貸 住 宅 ○○団地など××団地 ××××

特 優 賃 住 宅 ○○団地など××団地 ××××

×××××

○○○ ○○など××件 ××××

××××××

○○団地など××団地 ×××××

○○団地など××団地 ×××××

○○など××件 ×××××

××××××

×××××

一 般 賃 貸 住 宅 ○○団地など××団地 ××××

特 優 賃 住 宅 ○○団地など××団地 ××××

×××××

○○○ ××××

××××××

××××××

×××××

○ ○ ○ リ ー ス ○○団地など××件 ××××

×××××

車 両 リ ー ス ××件 ××××

事 務 機 器 リ ー ス ××件 ××××

Ｏ Ａ 機 器 リ ー ス ××件 ××××

特 優 賃 住 宅 管 理 事 業

○ ○ ○ 資 産 預 り 金

計画修繕引当金

引 当 金

社 債 発 行 差 金

リ ー ス 債 務

負　債  の　部　の　合　計

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

区　　　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　額

賃 貸 事 業 資 産

有 形 固 定 資 産

長 期 預 り 金

賃 貸 住 宅 資 産 預 り 金

×××××××

退職給付引当金

一 般 賃 貸 住 宅 引 当 金

未成原価仮勘定

賃 貸 住 宅 資 産 未 成 原 価

○ ○ ○ 資 産 未 成 原 価

分 譲 資 産 未 成 原 価

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業

○ ○ ○ 管 理 事 業

長 期 未 払 金

債務保証損失引当金

○ ○ ○ 引 当 金

特 優 賃 住 宅 引 当 金

ケ ア 付 き 高 齢 者 住 宅

賃 貸 施 設 引 当 金
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財産目録標準様式

内　　容 数量等 金　　額

×××××

××××××

××××××

××××××

○ ○ 賃 貸 住 宅 土 地 ○○団地など××団地 ×××××

○ ○ ○ 土 地 ○○など××ヶ所 ×××××

資産価額適正化評価差額金 ××××××

××××××

××××××

××××××

××××××

（　　　　△×××）

利 益 剰 余 金

非 償 却 資 産 取 得 金

非 償 却 資 産 取 得 補 助 金

特 定 目 的 積 立 金

○ ○ ○ ○ 積 立 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金

資 本 金

（ 繰 越 欠 損 金 ）

資            本　　　　　　の　　　　　　部

区　　　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　額

資  本  の　部　の　合　計 ×××××××
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財産目録標準様式

［　財産目録標準様式　］

　平成○○年３月３１日現在 （単位：円）

内　　容 数量等 金　　額

××××

××××

×××

×××

普通預金 ○○銀行ほか○行 ×××

××××

貸付金利息未収金 ○○件 ×××

××××

長期有価証券 ××××

国債 ○○件 ×××

地方債 ○○件 ×××

長期貸付金 ××××

一般会計貸付金 ×××

××××

××××

××××

利息差額支出金 ○○団地など○○団地 ×××

××××

××××

積立分譲住宅積立金 ○○団地など○○団地 ×××

付加利息積立金 ○○団地など○○団地 ×××

××××

財　　　　産　　　　目　　　　録
（積立分譲受入金会計）

内　　　　　　　　訳
金　　額

流 動 資 産

現 金 預 金

現 金

預 金

未 収 金

固 定 資 産

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

負債の部の合計

固 定 負 債

積 立 金

資産の部の合計

流 動 負 債

未 払 金

区　　　　　　分
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勘定科目分類表

１　貸借対照表勘定科目分類

部 大 中 小 細

流動資産

　

  預金は、金融機関に対する預金及び掛金並びに金銭信託金等を記載する。

 事業未収金は、事業収益に係る未収入額を記載する。

分譲事業未収金

　 積立分譲住宅事業未収金

一般分譲住宅事業未収金

分譲宅地事業未収金

賃貸管理事業未収金

一般賃貸住宅管理事業未収金

特優賃住宅等管理事業未収金

借上賃貸住宅管理事業未収金

ケア付高齢者住宅管理事業未収金

賃貸施設等管理事業未収金

長期分譲住宅管理事業未収金

管理受託住宅管理事業未収金

公共団体住宅管理事業未収金

民間住宅管理事業未収金

その他事業未収金

　 事業未収金以外の未収入額を記載する。

損益勘定関連未収金 　 損益勘定のその他経常収益等に係る未収入額を記載する。

貸借勘定関連未収金 　 貸借勘定に係る未収入額を記載する。

 「細」項目において、それぞれの未収収益の内容に名称を付して細分し記載する。

  「細」項目において、それぞれの未収入額の内容に名称を付して細分し記載する。

民間特優賃住宅管理事業未収金

○ ○ ○ 未 収 金

未 収 補 助 金

そ の 他 の 未 収 金

未 収 補 助 金
  「細」項目において、それぞれの未収入額の内容に名称を付して細分し記載する。

駐 車 場 使 用 料 未 収 金

現 金 預 金

  現金は、手元にある通貨のほか小口現金、小切手、送金為替手形、郵便為替証書
及び為替貯金振出調書等を記載する。

  「小」項目において、預金の種別毎に区分し、「細」項目において、金融機関別に細
分して記載する。

譲 渡 性 預 金

　一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、既に提供した役務に対して、
いまだその対価の支払を受けていない額を記載する。ただし、事業収益に係る未収金
は、「事業未収金」として整理するものとする。

未 収 家 賃
未 収 補 助 金

都市再生機構住宅管理事業未収金

有 価 証 券

当 座 預 金

勘　 定　 科　 目　 分　 類　 表
（　一 般 会 計  ）

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

未 収 補 助 金

地 方 債

現 金

未 収 金

そ の 他 未 収 金

預 金

未 収 収 益

　未収金は、事業未収金及びその他未収金に区分して記載する。なお、本基準にお
いて「未収収益」は、「未収金」の内訳勘定（中科目）として整理する。

そ の 他 の 未 収 金

定 期 預 金

譲 渡 代 金 未 収 金

国 債

事 業 未 収 金

  随時現金化される有価証券で短期的な資金運用のため、一時的に保有するもの又
は貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に満期の到来する有価証券を記載す
る。
　なお、「譲渡性預金」については、平成19年「金融商品に関する会計基準」に併せ、
有価証券として取り扱うこととした。

　  「小」及び「細」項目において、事業収益の事業区分に応じて記載する。

　　「内訳」項目において、それぞれの未収入額の内容に名称を付して
　細分し記載する。

　　　《以下、各事業において同様とする。》

普 通 預 金

この勘定科目分類表によりがたい場合は、各公社の実情に応じ、この分類表以外の科目を設定することができる。
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勘定科目分類表

部 大 中 小 細

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

管理受託住宅管理事業契約資産 　  「中」項目において、事業収益の事業区分に応じて記載する。

その他事業契約資産  　「小」又は「細」項目において、対応する事業収益の名称を付して細分し記載する。

分譲事業資産  　譲渡を目的とする資産を、それぞれ資産の種別毎に区分し記載する。

 　「細」項目において、土地、建物に区分して記載する。

　積立分譲住宅資産に準じ記載する。

　　　　　　　〃

積立分譲住宅建設工事

一般分譲住宅建設工事  積立分譲住宅建設工事に準じて記載する。

　　　　　　　〃

買取公営住事業資産   「小」項目において提携事業名を付して事業区分に応じて記載する。

○○事業資産 　　　《以下、各事業資産においては、上記に準じて記載する。》

  「小」項目において提携事業名を付して事業区分に応じて記載する。

受託事業建設工事  地方公共団体等からの受託建設工事に要した費用を記載する。

 　「小」項目において受託事業名を付して事業区分に応じて記載する。

○○事業建設工事 　　　《以下、各事業建設工事においては、上記に準じて記載する。》

契約資産
公社が顧客に移転した財又はサービスと交換に受け取る対価に対する公社の権利
（ただし、顧客との契約から生じた債権（未収金）を除く。）に対応する額を記載する。

○○（県、市）提携事業資産

事 業 前 払 金

 地方公共団体等との提携（買取公営住宅建設事業等）により建設し、譲渡する資産
で、建設工事が完了したものを記載する。

○○（県、市）提携事業建設工事
 地方公共団体等との提携（買取公営住宅建設事業等）による建設工事に要した費用
を記載する。

土 地
建 物

○○○事業前払金

固 有 経 費

工 事 費

土 地

前 払 金

建 物

固 有 経 費

事 務 費

そ の 他
事 業 資 産

　地方公共団体との提携事業等に係る資産及び受託建設工事に係る資産を、それぞ
れ資産の種別毎に区分し記載する。

土 地 費

事 務 費

共 通 経 費

  「細」項目において、工事費、事務費に区分し記載する。事務費は内訳として「固有
経費」「共通経費」に区分する。
　なお、当該工事のために支出した前払金、手付金を含むものとする。

買取公営住宅事業建設工事

 　「細」項目において、土地、建物に区分して記載する。

分 譲 宅 地

  「小」項目において、積立分譲住宅、一般分譲住宅及び分譲宅地の事業区分に応じ
て記載する。

共 通 経 費

分譲宅地造成工事

工 事 費

工 事 費

一 般 分 譲 住 宅

  「細」項目において、土地費、工事費、事務費に区分し記載する。事務費は内訳とし
て「固有経費」「共通経費」に区分する。
　なお、当該工事のために支出した前払金、手付金を含むものとする。

 　積立分譲住宅、一般分譲住宅及び分譲宅地の資産で建設工事が完了したものを
記載する。

積 立 分 譲 住 宅

住 宅 宅 地
分 譲 資 産

　事業前払金は、事業に係る費用で当該年度の費用に属さず、短期間に費用化する
ものを記載する。
　また、事業資産建設工事に係る工事上の前払金は、それぞれの勘定において整理
することとなる。

土 地
 　 「小」項目において、積立分譲住宅、一般分譲住宅及び分譲宅地
の事業区分に応じて記載する。

  建設中の積立分譲住宅、一般分譲住宅及び分譲宅地に係る資産の建設に要した
費用を記載する。

住 宅 宅 地 分 譲
資 産 建 設 工 事

固 有 経 費

共 通 経 費

　　 「細」項目において、工事費、事務費に区分し記載する。
　事務費は内訳として「固有経費」「共通経費」に区分する。
　なお、当該工事のために支出した前払金、手付金を含むものとする。

○○受託事業建設工事

事 務 費

公共用地先行取得事業
資 産

　「小」項目において、事業の区分に応じて記載する。なお、必要に応じ前払額の内
容に事業名称を付して細分し記載する。

公共団体との協定等に基づく公共用地先行取得事業に係る資産で、当該公共団体
に譲渡することが確定した資産を記載する。

　前払金は、「事業前払金」と「その他前払金」に区分して記載する。
　なお、本基準において「前払費用」は、「前払金」の内訳勘定（中科目）として整理す
る。
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勘定科目分類表

部 大 中 小 細

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

　 「事業前払金」以外の前払金を記載する。

 　なお、必要に応じ前払金の内容を細分して記載する。

 事務費のうちの共通経費に配賦される経費の仮払金

 複数の事業のための借入金の利息で、事業原価に配賦する仮払金

 上記以外の仮払金

事業未収金貸倒引当金

固定資産

（賃貸住宅資産に係るリース資産を記載する。）

　 「一般賃貸住宅」に準じて記載する。

　　　　〃

　減価償却累計額

　減損損失累計額

　減価償却累計額 　 「賃貸住宅資産」に準じて記載する。

　減損損失累計額 　 「賃貸住宅資産」に準じて記載する。

賃貸施設等資産  賃貸事業を目的とする店舗、宅地及び施設等を記載する。

　減価償却累計額 　 「賃貸住宅資産」に準じて記載する。

　減損損失累計額 　 「賃貸住宅資産」に準じて記載する。

  「中」項目において、それぞれの資産の種類別毎に区分し、必要に応じて「小」項目
において、その内容に名称を付して細分し記載する。

土 地

そ の 他 の 仮 払 金

特 優 賃 住 宅

賃 貸 店 舗

賃 貸 宅 地

○ ○ ○ 前 払 費 用

建 物 等

一 般 賃 貸 住 宅

  上記以外の流動資産で、立替金、仮払消費税、繰延消費税、仮払金等を記載す
る。

立 替 金

仮 払 消 費 税

貸倒引当金

 　賃貸住宅資産に係る減損損失額の累計額を記載する。
　　「小」項目において、住宅種別毎に区分記載する。
　　　《以下、本基準の固定資産においてはこれに準じて記載する。》

高 優 賃 住 宅

 「細」項目において、それぞれの前払費用の内容に名称を付して細分し記載する。

 　「賃貸住宅資産」に対する控除勘定として減価償却額の累計額を記載する。
　　「小」項目において、住宅種別毎に区分記載する。
　　　《以下、本基準の固定資産においてはこれに準じて記載する。》

高 優 賃 住 宅

割 掛 利 息 仮 払 金

高 優 賃 住 宅

○ ○ ○ 前 払 金

そ の 他 賃 貸 施 設

そ の 他 施 設

一 般 賃 貸 住 宅

建 物 等

土 地

割 掛 経 費 仮 払 金

ケア付高齢者住宅資産

そ の 他 前 払 金

　 「小」項目において、住宅の種別毎に区分し、「細」項目において、土地、建物に細
分して記載する。
　なお、当該土地が借地権による有償取得である場合、また、管理開始後、新たに資
産が形成され元資産と耐用年数が異なる場合は、区分して記載することが適当であ
る。

借 地 権

  「小」項目において、店舗、宅地及び施設等に区分して記載し、「細」項目において
は、賃貸住宅資産に準じて記載する。

　ケア付き高齢者住宅に係る資産（当該住宅に係る土地、付帯する施設、設備等を含
む。）を記載する。

　家賃等の未収債権額のうち回収が困難な債権額について、個別の回収可能額を勘
案し、控除勘定としてその必要額を記載する。

  「小」項目において、それぞれの資産の種類別毎に区分し、必要に応じて「細」項目
において、その内容に名称を付して細分し記載する。

仮 払 金

特 優 賃 住 宅

リ ー ス 資 産

その他流動資産

○○○事業未収金

前 払 費 用

  賃貸等の事業の用に供することを目的とする資産を、それぞれ資産の種別毎に区分
し記載する。

そ の 他 施 設

繰 延 消 費 税

一 般 賃 貸 住 宅

特 優 賃 住 宅

  賃貸事業の用に供することを目的とする住宅（当該住宅に係る土地、付帯する施
設、設備等を含む。）を記載する。

  「中」項目において、それぞれ未収債権の種類別毎に区分し、必要に応じて「小」項
目において、その内容に名称を付して細分し記載する。

賃 貸 事 業
資 産

　一定の契約に従い、継続して役務の提供を受ける場合、いまだ提供されていない、
役務に対し、支払われた額を記載する。ただし、事業原価に係る前払金は、「事業前
払金」として整理するものとする。

賃 貸 住 宅 資 産
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勘定科目分類表

部 大 中 小 細

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

賃貸資産建設工事 　 建設中の賃貸事業資産の建設に要した費用を記載する。

一般賃貸住宅建設工事

　　《以下、各事業においては、これに準じて記載する。》

特優賃住宅建設工事 　 「一般賃貸住宅建設工事」に準じて記載する。

高優賃住宅建設工事 　　　　　　　〃

賃貸店舗建設工事 　　　　　　　〃

○○○施設建設工事 　　　　　　　〃

既存賃貸住宅増築工事 　既存賃貸住宅の増築工事等を実施する場合の工事費を記載する。

事業用土地資産

　上記以外の事業に関連し保有する資産を記載する。

○○（県・市）提携住宅未収金

（公園、道路等の公共施設）

（保育園、幼稚園、地域集会施設等の公益施設）

　減価償却累計額

○○○施設資産
　減価償却累計額

○ ○ ○ 前 払 費 用

事 務 費

その他の長期前払費用

土 地 費

事 務 費

公共公益施設資産

長 期 前 払 費 用

取 得 費

公 共 施 設 資 産

　「小」項目において、取得費、造成費及び事務費に区分し記載する。

  「小」項目において一般賃貸住宅、特優賃住宅等の事業区分に応じて記載する。

　賃貸住宅建設等に関連して整備し、保有する、公園、道路、地域施設等の公共公
益施設を記載する。
　「内訳」項目において、土地、建物等に区分して記載する。

事業用土地資産

工 事 費

固 有 経 費

共 通 経 費

損害保険料前払費用

一般分譲住宅割賦金

公共団体との協定等に基づく公共用地先行取得事業に係る用地取得資産を記載す
る。

公 共 施 設 資 産

造 成 費

その他の事業資産

取 得 費

公 益 施 設 資 産

公 益 施 設 資 産

公共用地先行取得事業資産

造 成 費

積立分譲住宅割賦金

その他事業資産

　次年度以降の事業用地とするために取得し、その開発目的が決定されていない土
地、また開発許可の手続中などの土地を記載する。

  「細」項目において、土地費、工事費、事務費に区分し記載する。　　　　　　　　　事
務費は内訳として「固有経費」「共通経費」に区分する。
なお、当該工事のために支出した前払金、手付金を含むものとする。

　賃貸事業等に係る費用で当該年度の費用に属さず、長期に渡り費用化するものを
記載する。
　なお、賃貸事業以外の長期前払費用が発生する場合は、関連する資産の「大」項目
の中に「中」項目を設け記載するものとする。

  資産の譲渡契約等に基づく、譲渡価格若しくは建設資金等の長期割賦払債権、長
期後払債権等で、その償還期限が到来しない未収債権額を記載する。
　
 「小」項目において、長期分譲住宅（積立分譲住宅と一般分譲住宅は区分する。）、
その他の事業種別毎に区分して記載する。

長期事業未収金

○○○事業未収金
民間提携住宅未収金

長期分譲住宅未収金

  年金法による償却費を費用計上するに当たり、借入金の償還期限が耐用年数に及
ばない等の理由で、年金法により設定された利息相当額と実際の借入金支払利息に
差が生じた場合は、予め長期前払費用を使用した費用処理計画を定め、支払い利息
が利息相当額を上回る期間における当該超過分を長期前払費用に計上し、その累計
額を記載する。なお、当該計画期間において、支払利息が利息相当額を下回る期間
においては、その対象額を原価の利息相当額を相手勘定に当該勘定を減額する。

償還利息前払費用

事 務 費

　「小」項目において、取得費、造成費及び事務費に区分し記載する。
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勘定科目分類表

部 大 中 小 細

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

有形固定資産

 業務を処理するための事務所用建物及び付属設備を記載する。

 建物以外の建造物又は工作物及びその付属設備を記載する。

 その他の建物等を記載する。

 建物等資産のファイナンス・リース取引に係るリース資産を記載する。

 減価償却累計額

 事業資産以外の土地を記載する。

 社屋等の業務等に利用されている土地を記載する。

 その他の施設等の利用に供している土地を記載する。

その他の有形固定資産

 ファイナンス・リース取引に係るリース資産を記載する。

　減価償却累計額

有形固定資産建設工事  建設中の有形固定資産に係る建設に要した費用を記載する。

 なお、「小」等の内容は、事業資産建設工事勘定に準じて記載する。

 有償取得した借地権、地上権の未償却残高を記載する。

その他の無形固定資産  借地権以外の無形固定資産を記載する。

その他の固定資産

 「小」項目において、それぞれの資産の種別毎に区分して記載する。

 他会計への貸付金等

　賃借している社屋等に係る敷金、保証金を記載する。

福利厚生資金貸付金  職員への厚生資金等の貸付金

借 地 権

  事業資産以外の社屋等の建物等を記載する。
「小」において、資産の種別毎に区分し記載する。

建 物 等 資 産

構 築 物

リ ー ス 資 産

リ ー ス 資 産

 （「細」項目において、リース資産の種別毎に名称を付して記載する。）

　自動車その他陸上運搬具及び機械装置等で、その取得価額が相当価格以上のも
のを記載する。（なお、リース資産に属するものは除く）

社 屋

土 地 資 産

そ の 他 の 建 物 等

建物等資産に対する控除勘定として、減価償却額の累計額を記載する。

そ の 他 の 建 物 等

業 務 用 自 動 車

工 具 器 具 備 品

無形固定資産

○ ○ ○ 建 設 工 事

事 務 機 器

車 両 運 搬 具 等

社 屋

ソ フ ト ウ ｴ ア

社 屋 土 地

構 築 物

車 両 運 搬 具 等

　貸借対照表日の翌日から起算して満期の到来が１年を超える定期預金を記載する。
「小」項目において、預金の種別毎に区分して記載する。

出 資 等

工 具 器 具 備 品
　各種の工具・器具及び備品で、耐用年数が１年以上かつ取得価額が相当価格以上
のものを記載する。（なお、リース資産に属するものは除く）

リ ー ス 資 産

 公社が所有するｿﾌﾄｳｴｱで、将来の収益獲得又は費用削減が確実なものを記載す
る。

  有償取得した借地権、地上権等で、事業資産に含まれない無形固定資産の未償却
残高を記載する。

○ ○ ○ ○

長 期 有 価 証 券

　社債の額面金額から発行額を差し引いた差額を記載する。（償還期に至るまで毎期
一定の方法で償却し、その償却額は社債利息の修正として社債利息に、加算する。）

  長期保有の国債、地方債のほか、公社法第３４条第１項の規定により国土交通大臣
の指定する有価証券を記載する。

地 方 債

敷 金 保 証 金

そ の 他 土 地

社 債 発 行 差 金

　その他の土地で、遊休地及び減歩資産等の未利用土地を記載する。
　なお、分譲事業資産、賃貸事業資産及び事業用土地資産において、当該事業の事
業目的以外に処分することとなった土地資産は、当勘定に記載する。

国 債

長 期 貸 付 金

  預け敷金、保証金及び役職員に対する厚生資金の貸付金等で流動資産に属さない
もので、その種別毎に名称を付して記載する。

長 期 定 期 預 金

そ の 他 の 土 地

Ｏ Ａ 機 器

リ ー ス 資 産

 建物等資産に準じて記載する。

○○○

そ の 他 の 資 産

  関係会社の株式の所得、出資等を記載する。
 「小」項目において、それぞれの出資等の種別毎に区分して記載する。
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勘定科目分類表

部 大 中 小 細

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

流動負債

事業資金借入金  事業資金としての借入金を記載する。

○○（公共団体等）借入金

その他の借入金  事業資金以外の借入金を記載する。

次期返済長期借入金  長期借入金のうち、次年度において償還する借入金を記載する。

事業資金借入金  事業資金としての借入金を記載する。

○○（公共団体等）借入金

その他の借入金  事業資金以外の借入金を記載する。

 事業未払金は、当該年度の事業費用に係る未払額を記載する。

　 ○○分譲住宅事業未払金

賃貸住宅管理事業未払金

ケア付高齢者住宅管理事業未払金

賃貸施設等管理事業未払金

管理受託住宅管理事業未払金

 事業未払金以外の未払金を記載する。

賃貸住宅建設工事未払金

○○提携事業建設工事未払金

○○受託建設工事未払金

 

分譲事業契約負債

賃貸管理事業契約負債

管理受託住宅管理事業契約負債

 「小」項目において、必要に応じ契約負債の内容を細分して記載する。

  「小」項目において、事業収益の区分に応じて記載し、「細」項目において、それぞ
れの前受額の内容を細分して記載する。

 　財又はサービスを顧客に移転する公社の義務に対して、公社が対価を受け取る期
限が到来しているものを記載する。

その他契約負債

○ ○ ○ 契 約 負 債

○ ○ ○ 事 業 借 入 金

契 約 負 債
　財又はサービスを顧客に移転する公社の義務に対して、公社が顧客から対価を受
け取ったもの又は対価を受け取る期限が到来しているもの（ただし、収益認識の原則
の適用外であるリース取引に属するものを除く。）を記載する。

住宅金融支援機構借入金

○ ○ ○ 事 業 借 入 金

○ ○ ○ 事 業 借 入 金

○ ○ ○ 事 業 借 入 金

○ ○ ○ 事 業 借 入 金

事 業 未 払 金

事 業 契 約 負 債

住宅金融支援機構借入金

未 払 金

○○○貸倒引当金

○ ○ ○ 事 業 借 入 金

短期借入金

貸倒引当金

賞 与 引 当 金

その他 事 業 未 払 金

　一定の契約に従い、継続して役務の提供を受ける場合、既に提供された、役務に対
して、いまだその対価の支払いが終わらない額を記載する。ただし、事業原価に係る
未払金は、「事業未払金」として整理するものとする。
 「細」項目において、それぞれの未払費用の内容に名称を付して細分し記載する。

他 会 計 借 入 金

  「小」項目において、事業区分に応じて区分し、必要に応じて「細」項目において、そ
れぞれの未払金の内容に名称を付して細分して記載する。

そ の 他 の 未 払 費 用

　財務諸表の作成時において、役職員への賞与支給額が確定していない場合、支給
見込額のうち、当期に帰属する額を記載する。なお、未払費用として整理することも認
めらる。

  「細」項目において、必要に応じそれぞれの未払金の内容に名称を付して細分し記
載する。

そ の 他 の 未 払 金

そ の 他 未 払 金

  「小」項目において、借入先機関に応じ区分し、「細」項目において事業種別ごとに
区分して記載する。

  未払金は、事業未払金及びその他未払金に区分し記載する。なお、本基準におい
て「未払費用」は「未払金」の内訳勘定（中科目）として整理する。

  金融機関等からの借入金で、その返済期限の定めが１年以内のものを記載する。

  「中」項目において、それぞれ未収債権の種類別毎に区分し、必要に応じて「小」項
目において、その内容に名称を付して細分し記載する。

  長期事業未収金等の未収債権額のうち回収が困難な債権額について、個別の回収
可能額を勘案し、控除勘定としてその必要額を記載する。

金 融 機 関 借 入 金

支払利息未払費用

金 融 機 関 借 入 金

その他事業契約負債

未 払 費 用

  「小」項目において、借入先機関に応じ区分し、「細」項目において事業種別ごとに
区分して記載する。

○ ○ ○ 未 払 金
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勘定科目分類表

部 大 中 小 細

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

  「小」項目において、それぞれの前受収益の内容に名称を付して細分し記載する。

賃貸管理事業前受金

賃貸施設等管理事業前受金

その他事業前受金
 「事業前受金」以外の前受金を記載する。
 「小」項目において、必要に応じ前受金の内容を細分して記載する。

  「細」項目において、それぞれの前受収益の内容に名称を付して細分し記載する。

 事業等から生じる短期的な預り金を記載する。

 譲渡に伴う登記費用等の預り金を記載する。

分譲宅地預り金 同上

賃貸住宅預り金

一般賃貸住宅預り金

　
　

長期分譲住宅預り金

積立分譲住宅預り金

一般分譲住宅預り金

管理受託住宅預り金  管理受託住宅の管理に係るオーナー等からの預り金を記載する。

○○○受託住宅預り金

その他の預り金  上記以外のその他の預り金を記載する。

 職員の社会保険料、諸税等の預り金

 その他の預り金を記載する。

その他の流動負債  上記以外の仮受消費税等の流動負債を記載する

固定負債

　返済期限の定めが１年を超えるもので、次年度に償還する借入金を除いた額を記載
する。

事業資金借入金  特定の事業資金としての借入金を記載する。

○○（公共団体等）借入金

前 受 金
　顧客との契約による収益認識の原則の適用外であるリース取引等に属する受入済
の事業収益で、当該年度の収益に属さず次期以降の事業収益となることが明らかな
前受額を記載する。

　一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、いまだ提供していない、役務
に対し、支払を受けた額を記載する。ただし、事業収益に係る前受金は、「事業前受
金」として整理するものとする。

○ ○ ○ 前 受 収 益

前 受 収 益

   「小」項目において、事業収益の区分に応じて記載し、「細」項目において、必要に
応じ前受金の内容を細分して記載する。

そ の 他 前 受 金
○ ○ ○ 前 受 金

○ ○ ○ 前 受 収 益

○ ○ ○ 預 り 金

○ ○ ○ 預 り 金

  賃貸住宅事業等に係る公社債を記載する。「中」において、「事業用社債」と「その他
の社債」と区分し、「小」において事業の種別毎に区分し記載する。

 「中」項目において、それぞれの負債の種別毎に名称を付して記載する。

賃 貸 住 宅 事 業

共 益 費

賃 貸 事 業 資 産 借 入 金

○ ○ ○

職 員 等 預 り 金

仮 受 消 費 税

事 業 用 社 債

そ の 他 の 社 債

分 譲 事 業 資 産 借 入 金

住宅金融支援機構借入金

社 債

○ ○ ○ 事 業

  「小」項目において、借入先機関に応じ区分し、「細」項目において資産或いは事業
資産種別ごとに区分して記載する。

修 繕 費

  「小」項目において、住宅種別毎に区分し、「細」項目において預り金の内容に名称
を付して細分し記載する。

長期借入金

他 会 計 借 入 金

○ ○ ○ 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

  「小」項目において、住宅種別毎に区分し、「細」項目において預り金の内容に名称
を付して細分し記載する。

  賃貸住宅の管理に係る入居者等からの預り金を、その種別毎に区分し記載する。

敷 金 返 還 金

○○分譲住宅預り金

事 業 前 受 金

管 理 費

預 り 金

賃貸住宅家賃前受金

前 受 収 益

○ ○ ○ 預 り 金

共 益 費

○ ○ ○ 預 り 金

修 繕 費

○○○賃貸住宅預り金

  「小」項目において、住宅種別毎に区分し、「細」項目において預り金の内容に名称
を付して細分し記載する。

管 理 組 合 費

 長期分譲住宅の管理に係る自治会、入居者等からの預り金を記載する。
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勘定科目分類表

部 大 中 小 細

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

その他の借入金 　事業資金借入金以外の借入金を記載する。

　財又はサービスを顧客に移転する長期にわたる公社の義務に対して、公社が顧客
から対価を受け取ったもの又は対価を受け取る期限が到来しているもの（ただし、収益
認識の原則の適用外であるリース取引に属するものを除く。）を長期契約負債として記
載する。

　ケア付き高齢者住宅に係る入居金、介護費などの長期契約負債を記載する。

○○○長期契約負債

　次期以降の事業収益となる前受金を記載する。

　定期借地契約による借地権利金を定期借地の期間に収益化する場合に記載する。

○○○長期前受金

定期借地契約による預り保証金等を記載する。

　

債務保証損失引当金 　連帯保証債務の借入金等の損失引当金を記載する。

その他固定負債

一般賃貸住宅敷金

 賃貸住宅等の入居者等から受け入れる敷金を記載する。
「中」項目においてその種別毎に区分し、「小」項目において住宅種別又は相手方等
に細分し記載する。

金 融 機 関 借 入 金

 賃貸住宅等の入居者等から受け入れる敷金、保証金等を記載する。

敷 金

ケア付き高齢者住宅長期契約負債

預り保証金

○ ○ ○ 借 入 金

他 会 計 借 入 金

長期契約負債

長期前受金

定期借地権契約に係る長期前受金

  事業資産の原価計算に当たって、その原価となる費用が確定しないため見積り額を
計上した場合、その見積り額を記載する。（電波障害施設管理費等）
なお、「小」項目において、事業種別ごとに区分して記載する。

未成原価仮勘定

賃 貸 住 宅 引 当 金

○○○住宅引当金

借 上 賃 貸 住 宅
損 失 引 当 金

  各事業年度終了の日において、在職する役職員の全員が、同日において退職する
ものとし、同日現在において定められている退職給与規程により計算された額から、当
該役職員のうち前事業年度終了の日から引き続き在職する者の全員が前事業年度に
おいて退職するものとして計算された額を差し引いた額を毎事業年度に引き当てるも
のとし、その累計額を記載する。
　【この記載方法は、「簡便な計算方法」を用いた場合の記述である。】

　負債性が充分に立証できる引当金については、繰入基準、取崩基準など適切な基
準を定めた上で、設置することができる。

　借上賃貸住宅管理事業において、その借上契約の借上期間において減損損失が
見込まれる場合、当該損失見込額が公社経営に重大な影響があると判断されたとき
は、当該損失見込額を基礎に計画的に引き当てるものとする。
　なお、当該損失額について、「減損会計処理基準」に基づき、「借上賃貸住宅減損
勘定」を計上している場合には、その額を当該損失見込額から控除するものとする。

○ ○ ○ 引 当 金

  賃貸住宅資産等の計画的な修繕を行うために必要な引当金を記載する。なお、毎
年度の引当金繰入額については、原則として当該計画修繕の計画期間における必要
総額に対して、引当金総額の不足額を計画期間で除した額を当該年度の事業費用
から繰り入れるものとする。

 「小」項目において、当該資産の種別毎に区分し記載する。

  事業資産に係る繰延建設補助金を記載する。「中」項目において資産の種別毎に区
分し、「小」、「細」項目においてそれぞれの事業資産の内容別に細分し記載する。な
お、収益化する際には、「賃貸住宅管理事業収益」の「繰延建設補助金収入」に計上
する。

計画修繕引当金

賃 貸 住 宅 資 産

有 形 固 定 資 産

○ ○ ○ 住 宅 資 産

引 当 金

退職給付引当金

○ ○ ○ 敷 金

　事業資産に準じ記載する。なお、収益化に際しては、「その他事業収入」の「補助金
収入」に計上する。

事 業 資 産

保 証 金
○ ○ ○ 保 証 金

　借上賃貸住宅管理事業において、その借上契約の未経過年数における将来キャッ
シュ・フローの総額が未経過年数の借上料総額を下回る場合、その差額を基礎に計
上する。

繰 延 建 設
補 助 金

  償却資産の取得に係る、国、公共団体等からの補助金を記載する。（毎期の減価償
却の費用化に応じて、取崩し収益化する。）

借上賃貸住宅
資産減損勘定

○ ○ ○ 資 産
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勘定科目分類表

部 大 中 小 細

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

なお、「小」項目において、事業種別に区分し記載する。

　ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ料債務の総額を記載する。

有形固定資産

地方公共団体からの出資金を記載する。

　国や地方公共団体からの補助金等（贈与を含む）により、非償却資産を取得した場
合には、その相当額を記載する。

資産価額適正化評価差額金
　平成16年度における「資産価額の適正化に係る実務指針」に基づき実施された資産
の適正化による評価差額金を記載する。

　利益剰余金又は特定目的積立金を財源として、事業資産に係る非償却資産を取得
した場合、当該資産が公社の財産的基礎を成すものと認められる場合には当該価額
を記載する。

　利益剰余金の計上は、当期総利益が生じたときは、前期繰越欠損金をうめ、なお残
余があるときは、特定目的積立金の当期積立額を控除した額を当期の利益剰余金計
上額とし、利益剰余金の期末残高を計算し、その相当額を記載する。
　また、当期損失が生じたときは、前期利益剰余金を減額し、なお不足が生じるとき
は、特定目的積立金を減額して整理し、利益剰余金の期末残高を計算し、その相当
額を記載する。
　この計算の結果、なお不足が生じた場合、その不足額は繰越欠損金として整理し、
その相当額を「繰越欠損金」として記載する。

　特定目的積立金は、公社の理事会等の決議に基づき、特定の事業経営の継続的な
安定を図る目的で、計画的に見積もられた額を基礎に算定し、その相当額を記載す
る。

　「中」項目において、当該公社において、その設置目的を適切に示す名称をもって
表示するものとする。

　繰越欠損金は、当期損失が生じたとき、前期利益剰余金を減額し、なお不足が生じ
るときは、特定目的積立金を減額して整理し、この計算の結果、なお不足が生じた場
合、その不足額は繰越欠損金として整理し、その相当額を「繰越欠損金」として記載
する。

（ 繰 越 欠 損 金 ）

長 期 未 払 金

賃貸事業資産

社 債 発 行 差 金

　資本剰余金は、公社業務に関連し形成された財産的基礎を成すものと認められる場
合には、その相当額を資本剰余金に記載する。

  住宅資産に係る資金について、民間土地所有者又は地方公共団体がその一部を
負担したもので、将来の返還が定められている金額を記載する。（なお、当該資金に
係る資産が約定により当該資金との代物返済を行うことが定められているものについ
ては、当該資金相当額の減価償却を行わないものとする。）

 年金法による利息相当額を費用計上するに当たり、借入金の償還が据置期間中で
償還開始期限が到来していない等の理由で、実際支払利息が発生していない場合、
その利息相当額を記載する。
なお、「小」項目において、事業種別ごとに区分して記載する。

車 両 リ ー ス

ﾘ ｰ ｽ 債 務

資本剰余金

○ ○ ○ リ ー ス

 　「小」項目において、当該資産の種別毎に区分し記載する。

 社債の発行額から額面金額を差し引いた差額を記載する。（償還期に至るまで、毎
期一定の方法で収益化し、この収益額は社債利息の修正として社債利息を減じる。）

剰 余 金

０ Ａ 機 器 リ ー ス

　なお、「小」及び「細」項目において、リース資産の資産区分及び種別毎に区分し記
載する。

事 務 機 器 リ ー ス
○ ○ ○ リ ー ス

○ ○ ○ 積 立 金

非償却資産取得補助金

賃貸住宅土地資産
○ ○ ○ 土 地 資 産

資 本 金

長 期 預 り 金

特 定 目 的
積 立 金

非 償 却 資 産 取 得 金

利益剰余金
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勘定科目分類表

部 大 中 小 細

 分譲事業に係る当期の収益額を記載する。

 住宅宅地分譲事業に係る当期の収益額を記載する。

 積立分譲住宅の譲渡による譲渡収入等の収益額を記載する。

 一般分譲住宅の譲渡による譲渡収入等の収益額を記載する。

 分譲宅地の譲渡による譲渡収入等の収益額を記載する。

賃貸管理事業収益  賃貸住宅等の管理事業に係る、当期の収益額を記載する。

 一般賃貸住宅の管理事業に係る収益額を記載する。

　当該住宅に係る家賃の収益額を記載する。

　当該住宅に係る家賃の収益額を記載する。

　当該住宅に係る国、地方公共団体等からの家賃補助金等を記載する。

　オーナーから受託する修繕工事等の受託収入を記載する。

　長期前受家賃の当期収益額を記載する。

　長期前受介護費の当期収益額を記載する。

　施設の管理運営に係る収益額を記載する。

積立分譲住宅事業収益

分 譲 住 宅 事 業 収 益

分 譲 宅 地 事 業 収 益

そ の 他 の 収 入

家 賃 収 入

○ ○ ○ 収 入

○ ○ ○ 収 入

住 宅 家 賃 業 務 収 益

  建替事業に係る、激変緩和家賃対策費について「未成原価仮勘定」から振替計
上により記載する。

管 理 運 営 業 務 収 益

サービス付き高齢者向け賃貸
住 宅 管 理 事 業 収 益

ケ ア 付 高 齢 者 住 宅
管 理 事 業 収 益

受 託 事 業 収 入

　終身介護型のケア付高齢者住宅管理事業に係る収益額を記載する。
 「小」項目において、ケア付き高齢者住宅施設の名称ごとに区分し記載する。
 「細」項目において、住宅家賃業務、介護サービス業務、管理運営業務等業務
の種別に区分し、その収益額を記載する。

　２　損益計算書勘定科目分類

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

介 護 サー ビス業務 収益

当該住宅に係る国、地方公共団体等からの家賃補助金、利子補給金等を記載す
る。

事 業 収 益

譲 渡 収 入

補 助 金 収 入
　「細」項目において、収入額の内容毎に区分し記載する。

　  《以下、各事業においては、これに準じて同様に記載する。》○ ○ ○ 収 入

 借上方式による特優賃住宅（高優賃住宅を含む）の管理事業に係る、収益額を
記載する。

  補助金により取得した償却資産に係る、当期の減価償却費相当額を「繰延建設
補助金」勘定から振替計上により記載する。

 公社施行の特優賃住宅（高優賃住宅を含む）の管理事業に係る、収益額を記載
する。
　《「細」項目において、一般賃貸住宅管理事業に準じて記載する。》

 賃貸住宅の管理事業に係る収益額を記載する。
 なお、「小」項目において住宅種別毎に区分して記載する。

繰 延 建 設 補 助 金 収 入

激 変 緩 和 補 填 収 入

駐 車 場 利 用 料 収 入

   「細」項目において、家賃収入及び付帯する諸収入の収入額を区分し記載す
る。また、「内訳」項目において収入額を内容別に区分し記載する。
　《以下、各事業においては、これに準じて同様に記載する。》

　高齢者住まい法に基づく登録制度によるサービス付き高齢者向け賃貸住宅管
理事業に係る収益額を記載する。
 「小」項目において、ケア付き高齢者住宅施設の名称ごとに区分し記載する。
 「細」項目において、住宅家賃業務、介護サービス業務、管理運営業務等業務
の種別に区分し、その収益額を記載する。

分 譲 事 業 収 益

家 賃 補 助 金 収 入

○ ○ 補 助 金 収 入

一 般 賃 貸 住 宅
管 理 事 業 収 益

家 賃 収 入

補 助 金 収 入

賃 貸 住 宅
管 理 事 業 収 益

住宅宅地分譲事業収益

そ の 他 の 収 入

特 優 賃 住 宅 等
管 理 事 業 収 益

家 賃 収 入

補 助 金 収 入

借 上 賃 貸 住 宅
管 理 事 業 収 益

駐 車 場 利 用 料 収 入
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勘定科目分類表

部 大 中 小 細

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

「細」項目に必要に応じ施設分類ごとに記載する。

長期分譲住宅管理事業収益
  長期分譲住宅の管理に係る、割賦利息収入及び管理に付帯する諸収入の収
益額を記載する。

管理受託住宅管理事業収益  公共団体住宅、民間住宅等の管理受託住宅の管理に係る収益額を記載する。

県公営住宅等管理事業収益

○○市公営住宅等管理事業収益

その他県関係住宅管理事業収益

都市再生機構住宅管理事業収益 　都市再生機構からの管理受託住宅に係る管理収益額を記載する。

民間特優賃住宅等管理事業収益
　民間オーナーから管理受託する特優賃住宅（高優賃住宅を含む）に係る管理
収益額を記載する。なお、必要に応じ、特優賃住宅と高優賃住宅を区分する。

民間住宅管理事業収益
　民間オーナーから管理受託する分譲住宅及び賃貸住宅に係る管理収益額を
記載する。なお、必要に応じ、分譲住宅と賃貸住宅を区分する。

その他事業収益 分譲事業、賃貸管理事業以外の事業による収益額を記載する。

建設工事等受託事業収益

○○業務受託事業収益

 買取公営住宅提携事業に係る譲渡収入等を記載する。
　「小」項目において譲渡収入等内容毎に区分して記載する。

公共用地先行取得事業収益
 公共用地先行取得事業に係る譲渡収入等を記載する。
　「小」項目において譲渡収入等内容毎に区分して記載する。

○○（公共団体等）提携事業収益

民間提携住宅事業収益

 その他、事業毎に名称を付して区分し記載する。

分譲事業原価  分譲住宅等の譲渡事業に係る事業原価を記載する。

積立分譲住宅事業原価  積立分譲住宅事業の事業原価を記載する。

 「細」項目において、土地費、建物費に区分し記載する。

《以下、各事業においては、これに準じて同様に記載する。》

一般分譲住宅事業原価  一般分譲住宅事業の事業原価を記載する。

 分譲宅地事業に係る事業原価を記載する。

賃 貸 宅 地 管 理 収 益

その他の賃貸施設管理収入

分譲住宅等事業収益

その他の事業収益

賃 貸 施 設 管 理 収 益

  定期借地権契約により前受けした権利金の当期の取崩額を「長期前受金」勘定
から振替計上により記載する。

分譲宅地事業原価

業務受託事業収益

○○○提携事業収益

賃貸施設管理事業収益

宅 地 使 用 料 収 入

権 利 金 取 崩 収 入

割 賦 金 利 息 収 入

　受託による住宅・施設等の建設工事及び業務受託による受託収入等の収益額
を記載する。
「小」項目において受託業務毎に名称を付して記載する。

事 業 原 価

（長期分譲住宅、積立分譲住宅、産業労働者分譲住宅など）

 賃貸施設及び賃貸宅地の管理事業に係る収益額を記載する。

○ ○ ○ 収 入

受 託 事 業 収 入

長期割賦事業収益

一般（積立）分譲住宅管理収益

社会福祉施設等管理収入

住宅宅地分譲事業の事業原価を記載する。
　なお、「小」項目において事業種別に区分し記載する。

　分譲住宅（所有権留保の長期分譲住宅を除く）もしくは公共団体・民間等との提
携による住宅・施設等の譲渡代金などを長期割賦延払等により受け入れる場合
の、当期の割賦金利息収入及び付帯収入を記載する。「小」項目において事業
種別毎に細分し、「細」項目において受託収入の内容毎に区分し記載する。

　公共団体からの公営住宅等の管理受託に係る管理収益を記載する。
　なお、必要に応じ、県又は市町村ごとの受託主体別の区分、公営住宅、特公賃
住宅、県等の職員住宅や教職員住宅などの住宅種別ごとに区分する。

公共団体住宅管理事業収益

住宅宅地分譲事業原価

○ ○ ○ 収 入

買取公営住宅事業収益

　 「細」項目において、受託収入及び付帯する諸収入の収入額を区分し記載す
る。
　　《以下、各事業においては、これに準じて同様に記載する。》

 公共団体等との提携事業を提携団体毎に名称を付して区分し記載する。

土 地 費

建 物 費

店舗、事務所等管理収入
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勘定科目分類表

部 大 中 小 細

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

賃貸管理事業原価  賃貸住宅及び施設等の管理事業に係る当期の管理費用を記載する。

計画修繕引当金繰入

 当該事業資産の固定資産税等の公租公課の実額を記載する。

 借地による住宅に係る地代の実額を記載する。

 損害保険を付保している住宅の保険料の実額を記載する。

　　《一般賃貸住宅管理事業に準じ記載する。》

  住宅、施設等の修繕工事費、空家補修費、施設保全費等の費用を記載する。
ただし、[計画修繕引当金]の対象工事は除く。

賃貸住宅管理事業原価

  管理事業部門で共通に発生した人件費及び事務経費等の割掛経費で、「共通
経費の配賦基準及び勘定科目分類」に基づき、当該事業に応分に配賦された額
を記載する。

支 払 利 息

引 当 金 繰 入

○ ○ ○ ○

維 持 修 繕 費

  賃貸住宅資産等の計画的な修繕を行うために必要な引当金の当期の繰入額を
記載する。なお、毎年度の引当金繰入額については、原則として当該計画修繕
の計画期間における必要総額に対して、引当金総額の不足額を計画期間で除し
た額を当期の費用として計上する。

  当該賃貸住宅の管理に直接関連する広告宣伝費等の募集関連経費及び住宅
の管理人業務、清掃業務等の総合管理委託経費などの諸経費を記載する。

管 理 経 費

貸 倒 引 当 金 繰 入

公 租 公 課

 当該事業資産に係る借入金から発生する支払利息のうち、土地費に係る借入金
の実支払額及び年金法の特例措置に係る償却費の利息相当額と実支払利息額
との利息調整額を記載する。
　また、会計基準注解18の４の(4)によるのリース債務に係る利息相当額を記載す
る。

  特優賃住宅の管理事業に係る管理費用を記載する。

損 害 保 険 料

地 代 等

固 有 経 費

管 理 事 務 費

特優賃住宅管理事業原価

共 通 経 費

  減価償却費を記載する。

 当期の未収債権額について、個別に回収可能性を勘案して計算した必要額の
不足額を当期の費用として計上する。

償 却 費

減 価 償 却 費

一般賃貸住宅管理事業原価

  年金法による利息相当額を記載する。なお、借入金の償還期限が耐用年数に
及ばない等の理由で、年金法により設定された利息相当額と実際の借入金支払
利息に差が生じた場合は、予め長期前払費用を使用した費用処理計画を定め、
支払利息が利息相当額を上回る期間においては、当該超過分を長期前払費用
に計上し、その後、支払利息が利息相当額を下回る期間においては、当該利息
相当額を費用科目として長期前払費用償却を行うこととなる。

 賃貸住宅管理事業に係る当期の管理費用を記載する。
 なお、「小」項目において住宅種別毎に区分して記載する。

利 息 相 当 額

  一般賃貸住宅の管理事業に係る管理費用を記載する。
「細」項目において、費用の種別毎に区分し、「内訳」項目において内容を細分し
て記載する。
《以下、各事業においては、これに準じて同様に記載する。》

  償却費を記載する。「内訳」項目において、減価償却費と利息相当額と区分し記
載する。
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勘定科目分類表

部 大 中 小 細

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

　オーナーへの支払う借上料から「借上住宅資産減損勘定」の当期取崩額を控
除した額を記載する。

  オーナーに支払借上料を記載する。

 「借上住宅資産減損勘定」の当期取崩額を記載する。

ケア付高齢者住宅管理事業原価

　住宅・施設の減価償却費を記載する。

　住宅管理業務に係る

賃貸施設管理事業原価

賃貸店舗等管理原価

賃貸宅地管理原価

長期分譲住宅管理事業原価  長期分譲住宅の管理事業に係る、当期の管理費用を記載する。

一般（積立）分譲住宅管理原価

管理受託住宅管理事業原価
 公共団体住宅、民間住宅等の管理受託住宅の管理に係る管理費用を記載す
る。

公共団体住宅管理事業原価
　公共団体からの公営住宅等の管理受託に係る管理費用を記載する。
　なお、必要に応じ、県又は市町村ごとの受託主体別の区分、公営住宅、特公賃
住宅、県等の職員住宅や教職員住宅などの住宅種別ごとに区分する。

○○県公営住宅管理事業原価

都市再生機構住宅管理事業原価 　都市再生機構からの管理受託住宅に係る管理費用を記載する。

民間特優賃住宅等管理事業原価
　民間オーナーから管理受託する特優賃住宅（高優賃住宅を含む）に係る管理
費用を記載する。なお、必要に応じ、特優賃住宅と高優賃住宅を区分する。

民間住宅管理事業原価
　民間オーナーから管理受託する分譲住宅及び賃貸住宅に係る管理費用を記
載する。なお、必要に応じ、分譲住宅と賃貸住宅を区分する。

その他事業原価  分譲事業、賃貸管理事業以外の事業に係る当期の費用を記載する。

建設工事受託事業原価

○○業務受託事業原価

 買取公営住宅提携事業に係る費用を記載する。
  「細」項目において、土地費、建物費に区分し記載する。

公共用地先行取得事業原価  公共用地先行取得事業に係る費用を記載する。

計画修繕引当金繰入

　「小」項目において事業の種別毎に区分し、「細」項目において費用の内容毎に
細分し記載する。

  賃貸店舗、宅地及びその他の賃貸施設の管理に係る、管理費用を記載する。

減 価 償 却 費

計 画 修 繕 費

修 繕 費

　 「細」項目において、管理経費、管理事務費等に区分し記載する。
　　《以下、各事業においては、これに準じて同様に記載する。》

 公共団体等との提携事業を提携団体毎に名称を付して区分し記載する。

買取公営住宅事業原価

 民間賃貸住宅等の借上方式による賃貸住宅（特優賃住宅を含む）の管理事業に
係る管理費用を記載する。

管 理 事 務 費

工 事 費

受 託 事 業 原 価

○○○提携事業原価

管 理 事 務 費

管 理 事 務 費

管 理 経 費

借 上 料

借 上 料

　住宅又は施設等の建設工事の受託事業及びその他の業務受託に係る費用を
記載する。

介護サービス業務

管 理 運 営 業 務

管 理 経 費

住 宅 管 理 業 務

借上賃貸住宅管理事業原価

事 務 費

オ ー ナ ー 引 渡 金

減 損 勘 定 取 崩 額

貸 倒 引 当 金 繰 入

管 理 経 費
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勘定科目分類表

部 大 中 小 細

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

分譲住宅割賦事業原価

○○（公共団体等）割賦事業原価

民間提携住宅事業原価

 その他、事業毎に名称を付して区分し記載する。

     役員報酬及び役員にかかる諸手当等の経費

     事務用品，ＯＡシステム管理費通信運搬費等の事務経費

     公社全般にわたる評議委員会等の費用弁償、会議費等の運営費

     本社の社屋等の事務所費

その他経常収益  事業収益に属さない、経常収益を記載する。

 事業収益に属さない、受取利息の収入額を記載する。

 事業収益に属さない、補助金収入額を記載する。

 上記以外のその他の雑収入額を記載する。

その他経常費用  事業原価に属さない、経常費用を記載する。

 事業原価に属さない、支払利息の支払額を記載する。

債務保証損失引当金繰入  ・債務保証損失引当金への繰入額を記載する。

○○○貸倒引当金繰入

 上記以外のその他の雑損失額を記載する。

 固定資産の売却による売却益を記載する。

○○○引当金戻入益  「借上賃貸住宅損失引当金」等の当期の戻入額を記載する。

借上賃貸住宅資産減損勘定戻入  「借上賃貸住宅資産減損勘定」からの当期の戻入額を記載する。

 固定資産の除却による損失額を記載する。

 固定資産の売却による売却損を記載する。

 「借上賃貸住宅資産減損勘定」への当期の計上額を記載する。

○○事業資産減損損失 　「小」項目において、事業種別毎に名称を付して記載する。

借上賃貸住宅管理事業減損損失

借上賃貸住宅損失引当金繰入  「借上賃貸住宅損失引当金」への当期の繰入額を記載する。

上記以外のその他臨時損失を記載する。

  当該積立金の積立目的に沿った事象が発生した場合、当該の取崩額を記載す
る。

  目的積立金の種別ごとに区分して記載する。

分譲事業等資産評価損

貸倒損失引当金繰入

特 別 利 益

分譲事業等資産評価損

固 定 資 産売 却損

固 定 資 産除 却損

固 定 資 産売 却益

特 別 損 失

　役員給等、総務・経理部門の人件費及び事務経費等並びに公社全般にわたる
運営費等の経費で、「共通経費の配賦基準及び勘定科目分類」により、配賦され
る割掛経費を記載する。

雑 収 入

支 払 利 息

 ・貸倒引当金への繰入額を記載する。
　　「小」項目において、事業種別毎に名称を付して記載する。

その他の事業原価

長期割賦事業原価

○○○積立金取崩

　期末における帳簿価額と正味売却価額との差の簿価切下額を「評価損」として
記載する。

その他の特別損失

減 損 損 失

受 取 利 息 収 入

補 助 金 収 入

 会計基準注解14の２(1)のまた書きの臨時事業による損失額、又は、附則（は）の
２による場合の損失額を記載する。

特定目的積立金取崩

　分譲住宅（所有権留保の長期分譲住宅を除く）の譲渡代金、もしくは公共団体・
民間等との提携による住宅・施設等の譲渡代金などを長期割賦延払等を行う事
業に係る、当期の支払利息及び諸費用を記載する。
　　「小」項目において、事業種別毎に名称を付して区分し、「細」項目において費
用の内容毎に区分し記載する。

雑 損 失

共 通 経 費

事 務 費

一 般 管 理 費

一 般 管 理 費

支 払 利 息

F-14



勘定科目分類表

    《配賦基準の基本的な考え方》

    《勘定科目分類》

項目 細目 内訳

割掛経費仮払金

 役員に対する報酬

 職員に対する給与等

 嘱託職員に対する給与等

 健康保険料、雇用保険料、団体共済組合費等の法定福利費及びその他の厚生福利費

 退職給付引当金への繰入

 賞与引当金への繰入

 人材派遣社員の業務委託料、臨時職員の賃金及び職員等の交通費など

 職員等の通勤交通費など

 人材派遣社員の業務委託料、臨時職員の賃金

 机、椅子、書庫等の備品で固定資産に計上されないもの

 事務用品、用紙類等

 文書、帳簿、伝票、会議用資料等の印刷製本費

 新聞、参考図書、雑誌等の購入費

 コピー機、ﾌｧｯｸｽ機等の賃借料（通常のｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾘｰｽ取引によるもの）

 ｼｽﾃﾑ開発費

 ＯＡ機器の賃借料（通常のｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾘｰｽ取引によるもの）

 ＯＡｼｽﾃﾑ回線使用料

 ＯＡ機器の保守管理料

 車両、什器備品等の減価償却費（社屋を除く。）

 ソフトウエア等の減価償却費

 車両、事務機器等のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ資産の減価償却費（会計基準注解第18の4(5)）

 はがき、郵便切手、電信電話の料金

 文書配送等の運送料

 自動車借上料、自家用自動車の燃料費、高速道路通行料等

 旅費規程により職員に支給した旅費（人件費に含む通勤交通費は除く。）

業務上必要な調査研究費

 家賃収納等事務手数料、口座振替手数料等

 事業に関連した会議費（運営費に含むものを除く）及び付帯する費用

 有形固定資産（社屋を除く）の固定資産税、都市計画税等

 事務機器、備品費、車両等の維持修繕費

 職員に貸与する被服の購入費

 その他の事務経費（テレビ受信料等の費用）

・建設又は管理の各事業においては、さらに事業種別毎の従事人員を把握し、その人員により事業種別毎に配分する。

・共通経費は、原則として、まず公社全体の人件費及び事務経費等を費目別に集計し、次に期末における建設事業、管理事業
等及び総務経理の各部門の職員の在職人員の比率によって配分する。なお、各部門毎に集計が可能な費目ついては、これによ
ることが適切である。

・なお、建設部門における個別単位（団地単位）への配分は、当該年度に発生した事業費の額の比率により配分することができ
る。

通 信 費

Ｏ Ａ 機 器 賃 借 料

リース資産減価償却費

Ｏ Ａ シ ス テ ム 管 理 費

ｼ ｽ ﾃ ﾑ 開 発 費

事 務 機 器 賃 借 料

  ３　共通経費の配賦基準及び勘定科目分類

退 職 給 付 引 当 金 繰 入

福 利 厚 生 費

賞 与 引 当 金 繰 入

図 書 購 入 費

職 員 等 交 通 費

そ の 他 の 人 件 費

印 刷 製 本 費

事 務 用 備 品 費

事 務 用 消 耗 品 費

割掛経費勘定科目
説　　　　　　　　　　　　　　　明

内　容

人 件 費

事 務 経 費

事 務 用 品

そ の 他 人 件 費

役 員 報 酬

職 員 給

嘱 託 給

通 信 運 搬 費

回 線 使 用 料

保 守 管 理 費

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 事 務 費

租 税 公 課

資 金 取 扱 経 費

運 搬 費

調 査 研 究 費

旅 費

車 両 関 連 費

雑 費

会 議 費

被 服 費

維 持 修 繕 費
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勘定科目分類表

項目 細目 内訳

 広報関係費（分譲住宅、賃貸住宅等の事業広告宣伝費は除く）

 評議員会委員、弁護士、会計士等の報酬

 評議委員会、研修会等の会場借上料及びこれに付帯する諸費用

 役職員が公社の円滑な運営を図るため、外部と交渉するための経費（慶弔費を含む）

 全国住宅供給公社等連合会会費、その他各種加入団体会費等

 研修関係費（講師謝礼金、研修・講習会等の参加経費等）

 法人住民税

 評議員会、研修会等の速記料等

 本社、支社等の社屋の賃貸料、共益費等

 本社、支社等の社屋の固定資産税、都市計画税

 事務所内動産等の火災保険料

 事務所の電気料、ガス代、水道料、燃料費（社屋内暖房用）等

 事務所の清掃委託、警備委託、空調等の保守管理費

 本社、支社等の社屋等の維持修繕費

 本社、支社等の社屋資産等の減価償却費

 その他の事務所に係る経費雑 費

会 費 分 担 金

交 際 費

割掛経費勘定科目

研 修 費

運 営 費

広 告 宣 伝 費

報 酬

会 議 費

説　　　　　　　　　　　　　　　明
内　容

租 税 公 課

減 価 償 却 費

火 災 保 険 料

光 熱 水 費

保 守 管 理 費

維 持 修 繕 費

運 営 雑 費

事 務 所 費

地 代 家 賃

租 税 公 課
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勘定科目分類表

 １　住宅等建設工事資産の原価要素

建 築 工 事 費

特殊基礎工事費  特殊基礎工事費

除 却 工 事 費  建替事業における、従前建物の除却工事費

その他関連経費   調査測量費、地盤調査費、建物設計費などの経費

2

共 通 経 費

固 有 経 費

事 務 費

共 通 経 費

 主体工事費、屋内設備工事費、昇降機設備工事などの経費

屋外付帯工事費

 販売費、広告宣伝費等の販売費などの諸経費で、正常な開発期間内の諸経費
の実額。
なお、積立分譲住宅事業における積立分譲受入金会計への利息相当額（法定
利息に対し積立金の運用利息が低い場合その不足額）の補填費用は、積立分
譲住宅建設工事の原価要素として当該経費で計上する。

造成工事費及び、給排水、ガス等の施設負担金などの経費

事業用土地資産の
原価要素

取 得 費

造 成 費

  ４　原価計算における原価計算要素分類

説　　　　　　　　　　　　　　　明原　　価　　要   素

 住宅等建設工事資産
の原価要素

  事業用土地資産からの振替計上額及び建設工事期間中の土地購入費、補償
費並びに土地取得に伴う公租公課、建物除却費などの経費

 分譲住宅、分譲宅地、賃貸住宅及び店舗施設等の資産建設工事の原価要素

事 務 費

固 有 経 費

 「住宅等建設工事資産の原価要素」の事務費と同様な経費

工 事 費

従 前 居 住 者
対 策 費

  当該事業の事業資金として調達した借入金の利息額で、正常な開発期間内の
支払利息の実額（借入金利息の実発生額）を計上する。

 建設事業部門で共通に発生した人件費及び事務経費等の割掛経費

土 地 造 成 費土 地 費

土 地 取 得 費

 事業用土地資産の原価要素

 建設工事期間中の宅地造成工事費及び、給排水、ガス等の施設負担金などの
経費

そ の 他 の 経 費

 なお、事業種別が確定した土地資産は、「住宅等建設工事資産」の勘定に計上する。

 土地購入費、補償費及び土地取得に伴う公租公課（事業用土地としての保有期間中の公租公課
を含む）、建物除却費などの経費

　適正な配賦基準により、当該事業に配賦される人件費、福利厚生費、事務経
費、事務所費などの割掛経費

　土地の取得（事業用土地資産からの振替は振替時）から、正常な開発期間内
の固定資産税等の実額

公 租 公 課

  建替事業における従前居住者に係る、移転費、移転補償費、居住者対策費な
どの経費

  給排水、電気、ガス等の設備工事費及び敷地工事費、道路工事、その他構内
整備などの経費

 事業に直接関連する諸経費

支 払 利 息
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勘定科目分類表

 １　貸借対照表勘定科目分類

部 大 中 小 細

　

　

　

一般会計に係る事業資金等への貸付金を記載する。

積立契約の解除等による積立金の返還に係る未払金を記載する。

積立分譲住宅に係る購入予定者からの積立金等を記載する。

積立分譲住宅に係る購入予定者からの積立金の受入額を記載する。

積立分譲契約に基づく積立者への法定利息の付加額を記載する。

２　損益計算書勘定科目分類

部 大 中 小 細

　当期の積立金の運用利息等を記載する。

　預金、有価証券等の運用利息収入を記載する。

　一般会計等への貸付金に対する利息収入を記載する。

　積立分譲事業からの利息相当受入金（法定利息相当額に対し積立金運用
利息額が低い場合その不足額）を記載する。

　解約者へ積立金を返還する際の、過年度の法定利息と解約者利息との差
額について、固定負債／付加利息積立金を取崩して収益計上する受入額を
記載する。

積立分譲契約に基づく積立金の法定利息で当該年度に繰入れるべき額を記
載する。

　積立金へ付与する法定利息相当額を超えて運用利息額が発生した場合、
その超過額（解約者の当年度の当該法定利息と解約利息の差額を含む。）及
び解約利息差額収入金を積立分譲資産建設工事又はその他経常収益へ支
出する際の支出額を記載する。

流 動 資 産

勘 　定　 科　 目　 分　 類　 表
（　積立分譲受入金会計  ）

勘　　　　定　　　　科　　　　目
説　　　　　　　　　　明

内　　訳

現 金 預 金

現 金
  現金は、手元にある通貨のほか小口現金、小切手、送金為替手形、郵便為
替証書及び為替貯金振出調書等を記載する。

固 定 資 産

  預金は、金融機関に対する預貯金及び掛金、郵便貯金、郵便振替貯金並
びに金銭信託金等を記載する。普 通 預 金

預 金

長 期 有 価 証 券   長期保有の国債、地方債のほか、公社法第３４条第１項の規定により国土交
通大臣の指定する有価証券を記載する。国 債

○ ○ ○ 銀 行   「小」項目において、預金の種別毎に区分し、「細」項目において、金融機関
別毎に細分して記載する。通 知 預 金

定 期 預 金

説　　　　　　　　　　明
内　　訳

地 方 債

長 期 貸 付 金

一 般 会 計 貸 付 金

流 動 負 債

未 払 金

固 定 負 債

一般会計貸付金利息

利 息 相 当 受 入 金

解約利息差額収入

積 立 金

積立分譲住宅積立金

付 加 利 息 積 立 金

勘　　　　定　　　　科　　　　目

事 業 原 価

積 立 金 繰 入

利 息 差 額 支 出 金

  随時現金化される有価証券で短期的な資金運用のため、一時的に保有す
るもの又は１年以内に満期の到来する有価証券を記載する。

有 価 証 券

未 収 金  受取利息の未収額を記載する。

事 業 収 益

積 立 金 運 用 利 息

受 取 利 息
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《実務指針第 1号》 

 四半期等財務諸表に関する実務指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



四半期等財務諸表に関する実務指針 

 

＜実務指針第１号＞ 

四半期等財務諸表に関する実務指針 

平成 20 年３月 14 日制定 

平成 25 年 3 月 31 日改訂(い) 

令和 8 年 3 月 6 日改訂(ろ) 

 

第１章 総  則 

 

第１ 目 的 

  本実務指針は、地方住宅供給公社（以下「公社」という。）が設立団体の意向や財務諸

表利用者への適切な財務状況の開示の必要性等を判断し、四半期財務諸表又は中間財務諸

表（以下「四半期等財務諸表」という。）のいずれかを作成する場合に適用される会計処

理及び開示に関する実務的な指針を定めることを目的とする。(ろ) 

 

第２ 適用範囲 

  本実務指針は、公社が作成し開示する四半期等財務諸表に適用する。(ろ) 

 

第３ 四半期等財務諸表及びその会計期間(ろ) 

１ 四半期等財務諸表とは、四半期財務諸表又は中間財務諸表をいう。 

２ 四半期等財務諸表の会計期間（以下「四半期等会計期間」という。）は、次の各項に

おける期間とする。 

(1) 四半期財務諸表の会計期間（以下「四半期会計期間」という。）は、１会計年度

を３ヶ月毎に区分し、当該会計年度の期首から、それぞれの四半期の末日までの累

計期間とする。 

(2) 中間財務諸表の会計期間（以下「中間会計期間」という。）は、当該会計年度の

期首から、半期の末日（9月末日）までの期間とする。 

 

第４ 財務諸表の範囲 

四半期等財務諸表の範囲は、次のとおりとする。 

(1) 四半期又は中間貸借対照表 

(2) 四半期又は中間損益計算書 

(3) 四半期又は中間剰余金計算書 

(4) 四半期又は中間キャッシュ・フロー計算書 

 

第５ 四半期等財務諸表の開示対象期間(ろ) 

  四半期等財務諸表の開示対象期間は、次のとおりとする。 
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四半期等財務諸表に関する実務指針 

 

１ 四半期財務諸表(ろ) 

(1) 貸借対照表は、四半期会計期間の末日の貸借対照表及び前年度の末日の貸借対照

表 

(2) 損益計算書は、期首からの累計期間の四半期損益計算書及び前年度における対応

する期間の損益計算書(ろ) 

(3) 剰余金計算書は、期首からの累計期間の四半期剰余金計算書及び前年度の期首か

ら末日までの期間の剰余金計算書(ろ) 

(4) キャッシュ・フロー計算書は、期首からの累計期間の四半期キャッシュ・フロー

計算書及び前年度における対応する期間のキャッシュ・フロー計算書 

２ 中間財務諸表(ろ) 

(1) 貸借対照表は、中間会計期間の末日の貸借対照表及び前年度の末日の貸借対照表 

(2) 損益計算書は、中間会計期間の損益計算書及び前年度における中間会計期間の損

益計算書 

(3) 剰余金計算書は、中間会計期間の剰余金計算書及び前年度の期首から末日までの

期間の剰余金計算書(ろ) 

(4) キャッシュ・フロー計算書は、中間会計期間のキャッシュ・フロー計算書及び前

年度における中間会計期間のキャッシュ・フロー計算書 

 ３ 四半期等財務諸表の金額は、千円単位又は百万円単位とし、当該公社は、その財務規

模等を勘案し、いずれかの適切な単位をもって表示するものとする。 

 

 

第２章 四半期等財務諸表における会計方針(ろ) 

 

第６ 会計方針(ろ) 

四半期等財務諸表の作成のために採用する会計処理の原則及び手続（「会計方針」とい

う。）は、原則として、地方住宅供給公社会計基準に定める会計方針に準拠しなければな

らない。 

ただし、公社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する財務諸表利

用者の判断を誤らせない限り、簡便的な会計処理によることができる。 

 

第７ 会計方針の継続適用 

四半期等財務諸表を作成するために採用した会計方針は、これを継続して適用し、みだ

りに変更してはならない。 

 

第８ 会計方針の変更(ろ) 

 １ 会計方針の変更を行う場合、公社会計基準実務指針第３号｢会計上の変更及び誤謬の
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四半期等財務諸表に関する実務指針 

 

訂正に関する実務指針｣（以下｢実務指針第３号｣という。）第２の２に準じて、過去の期

間に新たな会計方針を遡及適用する(ろ) 

 ２ 前項の遡及適用の原則的な取扱いが実務上不可能な場合は、「実務指針第３号」第２

の３に準じて取り扱う。 

ただし、四半期財務諸表において、第２四半期会計期間以降に会計方針の変更を行う

際に、当年度の期首時点において、過去の期間のすべてに新たな会計方針を遡及適用し

た場合の累積的影響額を算定することが実務上不可能なときは、当年度の期首以前の実

行可能な最も古い日から将来にわたり新たな会計方針を適用する。(ろ) 

 

第９ 過去の誤謬の訂正(ろ) 

過去の財務諸表及び四半期等財務諸表における誤謬が発見された場合には、「実務指針

第３号」第５の１に準じて修正再表示を行う。 (ろ) 

 

第 10 四半期等財務諸表の科目の表示 

四半期等財務諸表の表示方法は、年度の財務諸表に準ずる。ただし、四半期等財務諸表

における個々の表示科目は、四半期等会計期間に係る公社の財政状態、経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する財務諸表利用者の判断を誤らせない限り、集約して記載す

ることができる。なお、主要な科目について独立掲記しない場合には、当該科目及びその

金額を注記することとする。 

 

第 11 四半期等財務諸表の表示科目及び表示区分との整合性 

四半期等財務諸表における資産、負債、資本、収益、費用等の各表示科目及び表示区分

は、年度の財務諸表における表示との整合性を勘案しなければならない。 

 

第 12 表示方法の変更(ろ) 

四半期等財務諸表の表示方法を変更した場合、「実務指針第３号」第３の１に準じて財務

諸表の組替えを行う。(ろ) 

 

第 13 注記事項  

四半期等財務諸表には、次の事項を注記しなければならない。 

(1) 重要な会計方針について変更を行った場合には、変更を行った四半期 または中

間会計期間以後において、その内容、その理由及び影響額。(ろ) 

(1-2) 遡及適用の原則的な取扱いが実務上不可能な場合には、(1)のほか、その理由、

会計方針の変更の適用方法及び適用開始時期を記載する。(ろ) 

(2) 四半期財務諸表において、当年度の第２四半期会計期間以降に自発的に重要な会

計方針について変更を行った場合には、(1)または(3-2)の記載に加え、第２四半期
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以降に変更した理由(ろ) 

(2-2) 前年度の第２四半期会計期間以降または中間会計期間の末日後に自発的に重

要な会計方針について変更を行っており、かつ、遡及適用により当年度に比較情報

として開示する前年度の四半期等財務諸表と、前年度に開示した四半期等財務諸表

に適用した会計方針との間に相違がみられる場合には、その旨(ろ) 

(3)  会計上の見積りについて重要な変更を行った場合には、変更を行った四半期また

は中間会計期間以後において、その内容及び影響額(ろ) 

(3-2) 会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区分することが困難な場合には、変

更を行った四半期または中間会計期間以後において、変更の内容、その理由及び影

響額(ろ) 

(4) 収益の分解情報に関する事項(ろ) 

(5) 四半期等会計期間の末日に継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事

象又は状況が存在する場合であって、当該事象又は状況を解消するあるいは改善す

るための対応をしてもなお継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる

ときは、その旨及びその内容等。ただし、四半期等会計期間の末日後において、当

該重要な不確実性が認められなくなった場合は、注記することを要しない。(ろ) 

(6) 事業の性質上事業収益及び事業費用に著しい季節的変動がある場合には、その状

況 

(7) 重要な保証債務その他の重要な偶発債務 

(8) 四半期等財務諸表を作成する日までに発生した重要な後発事象 

(9) 四半期等財務諸表のキャッシュ･フロー計算書における現金及び現金同等物の四

半期末残高又は中間期末残高と四半期会計期間又は中間会計期間の貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(10) 公社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適切に判断するた

めに重要なその他の事項 

(11) 過去の誤謬の修正再表示を行った場合には、その内容及び影響額(ろ) 

 

 

第３章 簡便的な会計処理 

 

第 14 一般債権の貸倒見積額の算定における会計処理 

四半期等会計期間末における一般債権に対する貸倒見積額は、以下により算定すること

ができる。 

(1) 一般債権の貸倒実績率等が前年度の財務諸表の作成において使用した貸倒実績

率等と著しく変動していないと考えられる場合には、前年度の財務諸表の作成にお

いて算定した貸倒実績率等の合理的な基準を使用することができる。 
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(2) 前年度の貸倒実績率等と著しく変動したことにより見直しを行った後の四半期

会計期間において、当該見直し後の貸倒実績率等と著しく変動していないと考えら

れる場合には、当該見直し後の貸倒実績率等を使用することができる。 

 

第 15 有価証券の減損処理に係る洗替え法 

四半期等会計期間末における有価証券の減損処理にあたっては、洗替え法による。 

洗替え法とは、四半期財務諸表においては、四半期会計期間末における減損処理に基づ

く評価損の額を翌四半期会計期間の期首に戻入れ、当該戻入れ後の帳簿価額と四半期会計

期間末の時価を比較して減損処理の要否を検討する方法であり、中間財務諸表において

は、中間会計期間末における減損処理に基づく評価損の額を年度決算に戻入れ、当該戻し

入れ後の帳簿価額と年度末の時価とを比較して減損処理の要否を検討する方法である。

(ろ) 

 

第 16 分譲事業資産に係る簿価切下げにあたっての簡便的な会計処理 

四半期等会計期間末における通常の販売目的で保有する分譲事業資産の簿価切下げに

あたっては、収益性が低下していることが明らかな分譲事業資産についてのみ正味売却価

額（市場価格が観察できないときの合理的に算定された価額を含む。）を見積り、簿価の切

下げを行うことができる。 

なお、収益性が低下していることが明らかかどうかは、当該分譲事業資産と同種の物件

の販売状況や損失の発生状況などにより判断することとなる。 

また、事業の循環過程から外れ滞留した分譲事業資産であって、前年度末において帳簿

価額を処分見込価額まで切下げている場合には、当該四半期等会計期間において前年度か

ら著しい状況の変化がないと認められる限り、前年度末における貸借対照表価額を引き続

き計上することができる。 

 

第 17 固定資産の減価償却費の算定における簡便的な会計処理（合理的な予算制度の利用） 

固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予定貸借対照表、予定損

益計算書等（以下「予算」という。）を策定している場合には、当該予算に基づく年間償却

予定額を期間按分する方法により、四半期等会計期間の減価償却費として計上することが

できる。 

ただし、期中に取得、売却又は除却する固定資産の減価償却費に重要性がある場合には、

その部分について適切に反映するよう当該期間按分額を調整するものとする。 

 

第 18 固定資産の減価償却費の算定における簡便的な会計処理（定率法または年金法を採

用している場合）(ろ) 

減価償却の方法として定率法または年金法を採用している場合には、年度に係る減価
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償却費の額を期間按分する方法により、減価償却費を計上することができる。(ろ) 

 

第 19 「減損の兆候」に係る会計処理 

  四半期等会計期間における減損の兆候の把握にあたっては、使用範囲又は方法について

当該資産又は資産グループの回収可能価額を著しく低下させる変化を生じさせるような

意思決定や、経営環境の著しい悪化に該当する事象が発生したかどうかについて留意する

こととする。 

 

第 20 退職給付引当金に係る会計処理 

 １ 期首に算定した年間の退職給付費用については、期間按分した額を四半期等会計期間

に計上する。 

 ２ 数理計算上の差異を発生した年度に全額費用処理する会計方針を採用している場合

以外においては、四半期等会計期間の費用処理額は、それぞれ数理計算上の差異の年間

費用処理額を期間按分することにより算定する。 

 ３ 過去勤務債務について、発生時に全額費用処理する方法を採用している場合以外にお

いては、平均残存勤務期間内の一定の年数にわたり規則的に償却することが適当である

ことから、四半期等会計期間の費用処理額は、それぞれ過去勤務債務の年間費用処理額

を期間按分することにより算定する。 

 

第 21 その他の引当金に係る会計処理 

当該年度の予算において見積もられた引当金予定額を期間按分する方法により、四半期

等会計期間の当該引当金として計上することができる。 

 

第 22 経定項目に係る会計処理 

  経過勘定項目は、財務諸表利用者の判断を誤らせない限り、合理的な算定方法による概

算額で計上できる。 

 

第 23 共通経費の配賦の算定における簡便的な会計処理 

共通経費に係る事業原価及び一般管理費等への配賦の算定は、予算を策定している場合

には当該予算に基づく配賦方法、又は前期末の財務諸表の作成における配賦方法と著しく

変動していないと考えられる場合には当該配賦方法のいずれかの方法により算定するこ

とができる。 
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第４章 適用時期等 

 

第 24 適用時期等 

 １ 本実務指針は、平成 20年 4月 1日以降開始する事業年度から適用する。 

 ２ 適用初年度においては、前年度の対応する四半期等会計期間の損益計算書及びキャッ

シュ・フロー計算書を記載することを要しない。 

 

 

附   則（い） 

１ 適用時期 

この基準は、平成 25年 4月 1日以降開始する事業年度から適用する。 

２  改訂事項 

(1) 財務諸表の標準様式の改訂について 

財務諸表の貸借対照表、損益計算書、剰余金計算書及びキャッシュ・フロー計算書の

標準様式を改訂する。 

 

附   則 (ろ) 

１ 適用時期 

この基準は、令和８年４月１日以降開始する事業年度から適用する。 

２  改訂事項 

(1) 条文の改訂について 

企業会計基準第 12 号並びに地方住宅供給公社会計基準及び地方住宅供給公社会計

基準実務指針第３号の改訂に対応して、改訂する。 

(2) 財務諸表の標準様式の改訂について 

財務諸表の貸借対照表、損益計算書、剰余金計算書及びキャッシュ・フロー計算書の

標準様式を改訂する。 
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 資産除去債務に関する実務指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



資産除去債務に関する実務指針 

 

 

＜実務指針第２号＞ 

資産除去債務に関する実務指針 

平成 22 年 3 月 17 日制定  

 

 

第 １ 章  総  則  

 

（目的） 

第１ この資産除去債務に関する実務指針（以下、「本指針」という。）は、資産除去債務

に係る会計処理に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

＜注解１＞ 本指針の制定の背景について 

企業会計基準第18 号「資産除去債務に関する会計基準」が平成20 年3 月31 日

に公表され、平成22年度4月1日以後開始する事業年度から適用されることとなった。 

公社会計基準委員会は、当会計基準の公社会計への適用について検討したが、公

社会計では当会計基準が適用となる事案は極めて稀であることから、公社会計基準

本文の改正は行わず、本指針を制定することとしたものである。 

 

 （定義） 

第２ 本指針における用語の定義は、次のとおりとする。 

(1) 「資産除去債務」とは、固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じ、

当該有形固定資産の除去に関して法令又は契約で要求される法律上の義務及びそれに

準ずるものをいう。 

この場合の法律上の義務及びそれに準ずるものには、固定資産を除去する義務のほか、

固定資産の除去そのものは義務でなくとも、固定資産を除去するに際に当該固定資産に

使用されている有害物質等を法律等の要求による特別の方法で除去するという義務も

含まれる。 

(2) ここでの固定資産とは、固定資産のうち有形の固定資産をいう。したがって、その他

の固定資産に含まれるリース資産や投資不動産などについても、資産除去債務が存在し

ている場合には、本基準の対象となる 

(3) 固定資産の「除去」とは、固定資産を用役提供から除外することをいう（一時的に除

外する場合を除く。）。 

＜注解２＞ 具体的な対象の範囲等について 

１ 「法律上の義務に準ずるもの」とは、債務の履行を免れることがほぼ不可能義務を指

し、法令又は契約で要求される法律上の義務とほぼ同等の不可避的な義務が該当する。 

したがって、固定資産の除去が公社の経営計画に基づいて行われる賃貸住宅建替事業

に係る既存住宅の除却は、本指針の「除去」に該当しない。 
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２ 固定資産の「除去」の具体的な態様としては、売却、廃棄、リサイクルその他の方法

による処分等が含まれるが、転用や用途変更は含まれない。また、当該固定資産が遊休

状態になる場合は除去に該当しない。 

３ 公社会計において具体的に対象となる「除去する義務」には次のようなものが想定さ

れる。 

(1) 賃借している土地の上に建設した建物等を除去する義務 

公社が借手側となる定期借地権契約において、当該借地の上に公社が建物を建

設し、その原状回復の義務を負っている場合など。 

(2) 有害物質等（アスベストやＰＣＢなど）を除去する義務  

・ アスベスト対策（封じ込め処理）は終了しているが、当該建物の建替時等に

おいてその有害物質の除去のため建物除却に多額の費用が生じる場合など。 

・ 有害物質が埋設されている敷地で、その処分又は施設の建替時に多額の土壌

改良費などが生じる場合など 

 

 

第２章 会 計 処 理 

 

（資産除去債務の負債計上） 

第３ 資産除去債務は、有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって発生した時

に負債として計上する。 

ただし、資産除去債務の発生時に、当該債務の金額を合理的に見積もることができない場

合には、これを計上せず、当該債務を合理的に見積もることができるようになった時点で負

債として計上する。 

＜注解３＞ 債務の金額を合理的に見積もることができない場合について 

資産除去債務を合理的に見積もることができない場合とは、決算日現在入手可能なす

べての証拠を勘案し、最善の見積もりを行ってもなお、資産除去債務の履行時期を予測

することや、将来の最終的な除去費用を見積もることが困難であるため、合理的に金額

を算定できない場合をいう。 

 

（資産除去債務に対応する除去費用の資産計上と費用配分） 

第４ 資産除去債務に対応する除去費用は、資産除去債務を負債として計上したときに、当該

負債の計上額と同額を、関連する固定資産の帳簿価額に加える。 

  資産計上された除去費用は、減価償却を通じて、当該固定資産の残存耐用年数にわたり、

各期に費用配分する。 
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（資産除去債務の算定） 

第５ 資産除去債務はそれが発生したときに、固定資産の除去に要する割引前の将来キャッシ

ュ・フローを見積り、割引後の金額（割引価値）で算定する。 

 

＜注解４＞ 割引前の将来キャッシュ・フローの算定について 

１ 割引前の将来キャッシュ・フローは、過去において類似の資産について発生した除去

費用の実績などをもとに算出した金額に、合理的な説明可能な仮定及び予測に基づき見

積る。 

  将来キャッシュ・フローには、固定資産の除去に係る作業のために直接要する支出の

ほか、処分に至るまでの支出（例えば、保管や管理のための支出）も含まれる。 

なお、多数の固定資産について同種の資産除去債務が生じている場合には、個々の固

定資産に係る資産除去債務の重要性の判断に基づき、固定資産をその種類や場所等に基

づいて集約し、概括的に見積もることができる。 

２ 割引前の将来キャッシュ・フローに重要な見積りの変更が生じた場合の当該見積りの

変更による調整額は、資産除去債務の帳簿価額及び関連する有形固定資産の帳簿価額に

加減して処理する。資産除去債務が法令の改正等により発生した場合も、見積りの変更

と同様に取り扱う。 

 

＜注解５＞ 割引率について 

１ 割引前将来キャッシュ・フローの算定に使用される割引率は、貨幣の時間価値を反映

した無リスクの割引率とする。したがって、この場合には、原則として将来のキャッシ

ュ・フローが発生するまでの期間に対応した利付国債の流通利回りなどを参考に割引率

を決定することとなる。 

２ 割引前の将来キャッシュ・フローに重要な見積りの変更が生じ、当該キャッシュ・フ

ローが増加する場合、その時点の割引率を適用する。これに対し、当該キャッシュ・フ

ローが減少する場合には、負債計上時の割引率を適用する。 

なお、過去に割引前将来キャッシュ・フローの見積りが増加した場合で、減少部分に

適用すべき割引率を特定できないときは、加重平均した割引率を適用する。 

 

（時の経過による資産除去債務の調整額の処理） 

第６ 時の経過による資産除去債務の調整額は、その発生時の費用として処理する。当該調整

額は、期首の負債の帳簿価額に当初負債計上時の割引率を乗じて算定する。 

 

＜注解６＞ 時の経過による資産除去債務の調整額について 

時の経過による資産除去債務の調整額は、損益計算書上、当該資産除去債務に関連する

固定資産の減価償却費と同じ区分に含めて計上する。 
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（資産除去債務の履行時に認識される差額） 

第７ 資産除去債務の履行時に認識される資産除去債務残高と資産除去債務の決済のために実

際に支払われた額との差額は、損益計算書上、原則として、当該資産除去債務に対応する除

去費用に係る費用配分額と同じ区分に含め計上する。 

  なお、当初の予定時期よりも著しく早期に除却することとなった場合等、当該差額が異

常な原因により生じたものである場合には、特別損益として処理する。 

（減損処理を行う場合の留意点） 

第８ 本会計基準適用後の減損会計基準の適用にあたっては、資産除去債務が負債計上されて

いる場合には、除去費用部分の影響を二重に認識しないようにするため、将来キャッシュ・

フローの見積りに除去費用部分を含めないこととする 

 

（注記事項） 

第９ 資産除去債務の会計処理に関連して、重要性が乏しい場合を除き、次の事項を注記す

る。 

(1) 資産除去債務の内容についての簡素な説明 

(2) 支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件 

(3) 資産除去債務の総額の期中における増減内容 

(4) 資産除去債務の見積りを変更したときは、その変更概要及び影響額 

(5) 資産除去債務は発生しているが、その債務を合理的に見積ることができないため、貸

借対照表に資産除去債務を計上していない場合には、当該資産除去債務の概要合理的

に見積ることができない旨及びその理由 

２ 資産除去債務を合理的に見積ることができない場合の前項(5)「その旨及ぶその理由」の

注記にあたっては、前項(1)と関連付けて記載する必要がある。 

 

附  則 

１ 適用時期 

本指針は、平成 22年 4月 1日以後開始する事業年度から適用する。ただし、平成 22年

3月 31日以前に開始する事業年度から適用することができる。 

 

２ 適用初年度における期首残高の算定 

適用初年度における期首残高の算定は、次のように行い、両者の差額は適用初年度にお

いて、原則として特別損失に計上する。 

 (1) 適用初年度の期首における既存資産に関連する資産除去債務は、適用初年度の期首

時点における割引前将来キャッシュ・フローの見積り及び割引率により計算する。 

 (2) 適用初年度の期首における既存資産の帳簿価額に含まれる除去費用は、資産除去債

務の発生時点における割引前キャッシュ・フローの見積り及び割引率が、適用初年度

の期首時点と同一であったものとみなして計算した金額から、その後の減価償却額に

相当する金額を控除した金額とする。 
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＜注記事項例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

【説例】 

<前提条件> 

     ・ 一般定期借地契約（20X1 年 4 月 1 日契約） 契約期間  ５０年 

・ 宅地の取得原価                 １０，０００千円 

・ 過去の実績等から敷地整備費等の割引前将来ＣＦ  ３，０００千円 

     ・ 割引率 ３％ 

・ 資産除去債務額（割引後将来ＣＦ） 

            3,000/（1.03）＾50  ＝  ６8４千円 

    ※ 転貸による戸建て分譲住宅の除去債務は、分譲住宅所有者にあることから、こ

の会計処理から除いている。 

   

＜会計処理（設例）＞ （別表「資産除去債務及び費用の算定例」を参照） 

 (1) 20X1 年 4 月 1 日（取得時の処理） 

 

 

 

   ※ 将来キャッシュ・フロー見積額  3,000 /（1.03）＾50 ＝ 684 

  

当公社では、○○県から一般定期借地契約により土地（○○㎡）を借地し、分

譲戸建住宅を建設し、その敷地をエンドユーザーに転貸することによる定期借

地分譲住宅事業を行っている。 

当敷地は、公社が戸建分譲用用地として宅地造成を行ったうえで転貸してい

るが、○○県との契約上、借地期間満了時に原状回復義務が課されている。 

したがって、公社会計基準「資産除去債務に関する実務指針」に基づき、以下

の会計処理を行っている。 

・ 定期借地契約期間   平成○○年○月○日から平成○○年○月○日 

・ 将来キャッシュ・フロー  ○○○,○○○円    割引率 ○,○％ 

・ 当初計上特別損失（過年度減価償却相当額）     ○○,○○○円 

・ 当初の資産除去債務額及び除去費用         ○○,○○○円 

・ 本年度期首残高                   ○,○○○円 

・ 時の経過による調整額                  ○○○円 

・ 資産除去債務期末残高                ○,○○○円 

賃貸事業資産 ・賃貸施設等資産 

 賃貸宅地 

  ○○定期借地資産 １０，６８４ 

現金預金     １０，０００  

資産除去債務      ６８４ 
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(2) 20X2 年３月 31 日 

① 時の経過による資産除去債務の増加 

 

 

   ※ 20X1 年 4 月 1 日の資産除去債務 684 × 3.0％ ＝ 20.5  

② 元資産と除去費用の減価償却 

 

 

 

 (3) 20x2年度～（別表） 

 

 (4) 最終年度の除去履行時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

費用 （利息費用）    ２０．５ 資産除去債務       ２０．５ 

費用 （減価償却費）  ２１３．７ 減価償却費累計額    ２１３．７ 

減価償却累計額   １０，６８４ 

資産除去債務     ３，０００ 

費 用           ５

０ 

有形固定資産    １０，６８４ 

現金預金       ３，０５０  
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＜別表＞

10,000 3,000 3.0% 50年 3,050

現資産分 除去費用分 計

1 50 10,000 684 10,684 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 10,470.3 684 20.5 704.5
2 49 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 10,256.6 21.1 725.7
3 48 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 10,043.0 21.8 747.4
4 47 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 9,829.3 22.4 769.8
5 46 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 9,615.6 23.1 792.9
6 45 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 9,401.9 23.8 816.7
7 44 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 9,188.2 24.5 841.2
8 43 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 8,974.6 25.2 866.5
9 42 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 8,760.9 26.0 892.5
10 41 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 8,547.2 26.8 919.2
11 40 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 8,333.5 27.6 946.8
12 39 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 8,119.8 28.4 975.2
13 38 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 7,906.2 29.3 1,004.5
14 37 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 7,692.5 30.1 1,034.6
15 36 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 7,478.8 31.0 1,065.6
16 35 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 7,265.1 32.0 1,097.6
17 34 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 7,051.4 32.9 1,130.5
18 33 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 6,837.8 33.9 1,164.5
19 32 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 6,624.1 34.9 1,199.4
20 31 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 6,410.4 36.0 1,235.4
21 30 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 6,196.7 37.1 1,272.4
22 29 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 5,983.0 38.2 1,310.6
23 28 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 5,769.4 39.3 1,349.9
24 27 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 5,555.7 40.5 1,390.4
25 26 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 5,342.0 41.7 1,432.1
26 25 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 5,128.3 43.0 1,475.1
27 24 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 4,914.6 44.3 1,519.4
28 23 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 4,701.0 45.6 1,564.9
29 22 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 4,487.3 46.9 1,611.9
30 21 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 4,273.6 48.4 1,660.2
31 20 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 4,059.9 49.8 1,710.1
32 19 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 3,846.2 51.3 1,761.4
33 18 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 3,632.6 52.8 1,814.2
34 17 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 3,418.9 54.4 1,868.6
35 16 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 3,205.2 56.1 1,924.7
36 15 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 2,991.5 57.7 1,982.4
37 14 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 2,777.8 59.5 2,041.9
38 13 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 2,564.2 61.3 2,103.2
39 12 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 2,350.5 63.1 2,166.2
40 11 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 2,136.8 65.0 2,231.2
41 10 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 1,923.1 66.9 2,298.2
42 9 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 1,709.4 68.9 2,367.1
43 8 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 1,495.8 71.0 2,438.1
44 7 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 1,282.1 73.1 2,511.3
45 6 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 1,068.4 75.3 2,586.6
46 5 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 854.7 77.6 2,664.2
47 4 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 641.0 79.9 2,744.1
48 3 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 427.4 82.3 2,826.5
49 2 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 213.7 84.8 2,911.3 3,050
50 1 △ 200.0 △ 13.7 △ 213.7 △ 0.0 87.3 2,998.6 差額

（計算誤差） 1.4 3,000.0 △ 50

計 計 ー △ 10,000.0 △ 684.0 △ 10,684.0 684 2,316.0 3,000.0 費用

資　産　除　去　債　務　及　び　除　去　費　用　の算　定　例

実際の
除去費用

現資産価額
将来ＣＦ
見積額

割引率

年数
現資産価額

除去費用
計上額

計

残存
年数

耐用
年数

実際の
除去費用

残　額
債　務
計上額

資　　産　　価　　額

減　　価　　償　　却　　額 時の経過に
よる調整額

資　　産　　除　　去　　債　　務

計
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会計上の変更及び誤謬の訂正に関する実務指針 

 

＜実務指針第３号＞ 

 

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する実務指針 

 

平成 24年 3月 15日制定 

令和 4年 3月 11日改訂（い） 

 

平成 21年 12月 4日企業会計基準委員会より企業会計基準第 24号「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準（以下「基準第 24号」という。）及び同適用指針」が公表

され、平成 23年 4月 1日以後開始する事業年度から適用された。その後、基準第 24号

は 2020年（令和 2年）3月 31日に改正され、2021年 3月 31日以後終了する事業年度の

年度末に係る財務諸表から適用された。 

 公社会計基準においては、平成 24 年 3 月 15 日に、基準第 24 号に対応して本指針を

制定したが、令和 4 年 3 月 11 日の公社会計基準の改訂により、（注６－１）２項におい

て、会計方針、表示方法又は会計上の見積りの変更を行った場合の注記について規定し

たことから、あわせて本指針を改訂してその取扱いについて定めるものである。（い） 

 

 

第１ 会計上の取扱いの分類とその用語の定義 

本指針における会計上の取扱いの分類とその用語の定義は、次のとおりとする。（い） 

分 類 定      義 

１ 会計上の変更 
会計方針の変更、表示方法の変更及び会計上の見積りの変更をいう。過去の

財務諸表における誤謬の訂正は、会計上の変更に該当しない。 

 

(1)会計方針 

の変更 

「会計方針の変更」とは、従来採用していた一般に公正妥当と認められた会

計方針から他の一般に公正妥当と認められた会計方針への変更をいう。 

※ 「会計方針」とは、財務諸表の作成にあたって採用した会計処理の原則及

び手続きをいう。 

(2)表示方法 

の変更 

「表示方法の変更」とは、従来採用していた一般に公正妥当と認められた表
示方法から他の一般に公正妥当と認められた表示方法への変更をいう。※ 「表
示方法」とは、財務諸表の作成にあたって採用した表示の方法（注記による開
示も含む。）をいい、財務諸表の科目分類、科目配列及び報告様式が含まれる。 

(3)会計上の

見積りの

変更 

「会計上の見積りの変更」とは、新たに入手可能となった情報に基づいて、

過去に財務諸表を作成する際に行った会計上の見積りを変更することをいう。 

 したがって、誤謬の訂正は該当しない。 

※ 「会計上の見積り」とは、資産及び負債や収益及び費用等の額に不確実性

がある場合において、財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて、その合

理的な金額を算出することをいう。 
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２ 誤謬の訂正 

「誤謬」とは、原因となる行為が意図的であるか否かにかかわらず、財務諸

表作成時に入手可能な情報を使用しなかったことによる、又はこれを誤用した

ことによる、次のような誤りをいう。 

 ① 財務諸表の基礎となるデータの収集又は処理上の誤り 

 ② 事実の見落としや誤解から生じる会計上の見積りの誤り 

 ③ 会計方針の適用の誤り又は表示方法の誤り 

 

第２ 会計方針の変更の取扱い（い） 

１ 会計方針の変更の分類 

  会計方針は、正当な理由により変更を行う場合を除き、毎期継続して適用する。正当な理

由により変更を行う場合は、次のいずれかに分類される。 

① 公社会計基準等の改訂に伴う会計方針の変更 

② ①以外の正当な理由による会計方針の変更 

２ 会計方針の変更に関する原則的な取扱い 

会計方針の変更に関する原則的な取扱いは、次のとおりとする。 

 (1) 公社会計基準等の改訂に伴う会計方針の変更を行った場合 

   公社会計基準等に特定の経過的な取扱いが定められていない場合には、新たな会計方針

を過去の期間のすべてに遡及適用（新たな会計方針を過去の財務諸表に遡って適用してい

たかのように会計処理をすることをいう。）する。特定の経過的な取扱いが定められている

場合には、その経過的な取扱いに従う。 

 (2) (1)以外の正当な理由による会計方針の変更を行った場合 

   新たな会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用する。 

なお、上記に従って新たな会計方針を遡及適用する場合には、公社の財務諸表は２期表示

であることから、前々年度までの累積的影響額は前年度期首の資産、負債及び資本の額に反

映することとし、前年度の影響額は前年度の財務諸表に反映する。 

３ 原則的な取扱いが実務上不可能な場合の取扱い 

  過去の情報が収集・保存されておらず、合理的な努力を行っても、遡及適用による影響額

を算定できない場合など、遡及適用の原則的な取扱いが実務上不可能な場合の取扱いは、次

のとおりとする。 

(1) 当期の期首時点において、過去の期間のすべてに遡及適用した場合の累積的影響額を算

定することはできるものの、前々年度までの影響額と前年度の影響額を区分して算定する

ことが実務上不可能な場合は、当期の期首残高から新たな会計方針を適用する。 

(2) 当期の期首時点において、過去の期間のすべてに遡及適用した場合の累積的影響額を算

定することが実務上不可能な場合には、期首以前の実行可能な最も古い日から将来にわた

り新たな会計方針を適用する。 

４ 会計方針の変更に関する注記 

  会計方針の変更を行った場合、当期において次の事項を注記する。会計方針の変更の分類

が第２の２(1)「公社会計基準等の改訂に伴う会計方針の変更を行った場合」のときは(1)～

(4)及び(6)～(8)を注記し、会計方針の変更の分類が第２の２(2)「(1)以外の正当な理由に

よる会計方針の変更を行った場合」のときは(2)及び(5)～(8)を注記する。 
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  (1) 公社会計基準の改訂条項または実務指針等の名称 

(2) 会計方針の変更の内容 

(3) 経過的な取扱いに従って会計処理した場合、その旨及び当該経過的な取扱いの概要 

(4) 経過的な取扱いが将来に影響を及ぼす可能性がある場合には、その旨及び将来への影

響。ただし、将来への影響が不明又はこれを合理的に見積ることが困難である場合には、

その旨 

(5) 会計方針の変更を行った正当な理由 

(6) 前年度について影響を受ける財務諸表の主な表示科目に対する影響額。ただし、経過

的な取扱いに従って会計処理を行った場合並びに第２の３(1)又は(2)に該当する場合

で、前年度の財務諸表について遡及適用を行っていないときには、実務上算定が可能な、

影響を受ける財務諸表の主な表示科目に対する影響額 

(7) 前年度の期首の資本の額に反映された、前々年度までの遡及適用の累積的影響額。た

だし、第２の３の(1)に該当する場合は、当期におけるその金額。第２の３の(2)に該当

する場合は、その旨 

(8) 原則的な取扱いが実務上不可能な場合には、その理由、会計方針の変更の適用方法及

び適用開始時期 

 

＜注解１＞ 会計方針の変更の取扱いについて（い） 

１ 会計方針の変更が認められる正当な理由 

    公社会計基準等の改訂に伴う会計方針の変更以外の会計方針の変更を行うための正当

な理由がある場合とは、次の要件が満たされているときをいう。 

   (1) 会計方針の変更が公社の事業内容又は公社内外の経営環境の変化に対応して行わ

れるものであること。 

   (2) 会計方針の変更が会計処理の対象となる会計事象や取引（以下「会計事象等」とい

う。）を財務諸表に、より適切に反映するために行われるものであること。 

２ 会計方針の変更の具体的な範囲 

   (1) 会計処理の変更に伴って表示方法の変更が行われた場合は、会計方針の変更として

取り扱う。 

   (2) 次の事象は、会計方針の変更に該当しない。 

     ① 会計処理の対象となる会計事象等の重要性が増したことに伴う本来の会計処理

の原則及び手続への変更 

     ② 会計処理の対象となる新たな事実の発生に伴う新たな会計処理の原則及び手続

の採用 

   (3) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲の変更は、会計方針の変更として取

り扱う。なお、キャッシュ・フローの表示の内訳の変更については、表示方法の変

更として取り扱う。 

 

第３ 表示方法の変更の取扱い（い） 

１ 表示方法の変更に関する原則的な取扱い 

表示方法は、次のいずれかの場合を除き、毎期継続して適用する。 

  (1) 表示方法を定めた公社会計基準等の改訂により表示方法の変更を行う場合 
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  (2) 会計事象等を財務諸表に、より適切に反映するために表示方法の変更を行う場合 

なお、財務諸表の表示方法を変更した場合には、公社の財務諸表は２期表示であることか

ら、原則として前年度の財務諸表について新たな表示方法に従い財務諸表の組替え（新たな

表示方法を過去の財務諸表に遡って適用していたかのように表示を変更することをいう。）

を行う。 

２ 原則的な取扱いが実務上不可能な場合の取扱い 

  過去の情報が収集・保存されておらず、合理的な努力を行っても、財務諸表の組替えがで

きない場合など、表示方法の変更に関する原則的な取扱いが実務上困難な場合は当年度から

新たな表示方法を適用する。 

３ 表示方法の変更に関する注記 

  表示方法の変更を行った場合には、次の事項を注記する。 

  (1) 財務諸表の組替えの内容 

  (2) 財務諸表の組替えを行った理由 

  (3) 組替えられた過去の財務諸表の主な項目の金額 

(4) 原則的な取扱いが実務上不可能な場合には、その理由 

 

第４ 会計上の見積りの変更の取扱い 

１ 会計上の見積りの変更に関する原則的な取扱い 

会計上の見積りの変更は、当該変更が変更期間のみに影響する場合には、当該変更期間に

会計処理を行い、当該変更が将来の期間にも影響する場合には、将来にわたり会計処理を行

う。 

２ 会計上の見積りの変更に関する注記 

  会計上の見積りの変更を行った場合には、次の事項を注記する。 

  (1) 会計上の見積りの変更の内容 

  (2) 会計上の見積りの変更が、当期に影響を及ぼす場合は当期の影響額。当期への影響額

がない場合でも将来の期間に影響を及ぼす可能性があり、かつ、その影響額を合理的

に見積ることができるときは、当該影響額。ただし、将来の影響額を合理的に見積る

ことが困難な場合には、その旨。  

３ 会計方針の変更と会計上の見積りの変更と区別が困難な場合の取扱い（い） 

(1) 会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合については、会

計上の見積りの変更と同様に取り扱い、遡及適用は行わない。ただし、注記については、

第２の４「会計方針の変更に関する注記」の(2)、(5)及び前項(2)に関する注記を記載す

る。（い） 

(2) 固定資産の減価償却方法及び償却方法は、会計方針に該当するが、その変更について

は(1)により取り扱う。（い） 

 

＜注解２＞ 会計上の見積りの変更の取扱い（誤謬の訂正との相異）（い） 

  過去の見積りの方法がその見積りの時点で合理的なものであり、それ以降の見積りの変

更も合理的な方法に基づく場合、当該変更は過去の誤謬の訂正には該当しない。例えば、
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賃貸事業資産等の固定資産の耐用年数の変更について、過去に定めた耐用年数が、これを

定めた時点での合理的な見積りに基づくものであり、それ以降の変更も合理的な見積りに

よるものであれば、当該変更は過去の誤謬の訂正には該当せず、会計上の見積りの変更に

該当する。一方、過去に定めた耐用年数がその時点での合理的な見積りに基づくものでは

なく、これを事後的に合理的な見積りに基づいたものに変更する場合は、過去の誤謬の訂

正に該当する。 

  【具体的な事例】 

   計画修繕引当金の繰入額の算出に際し、過去に適切に策定された修繕計画に基づき将

来の修繕支出額の見積りを行っていたところ、建物の劣化状況等の事情を反映して新た

な修繕計画が策定され、これに基づいて将来の見積りを再計算する場合は、見積りの変

更に該当する。 

 

第５ 「誤謬の訂正」の取扱い 

１ 過去の財務諸表における誤謬が発見された場合には、次の方法により修正再表示（過去の財

務諸表における誤謬の訂正を財務諸表に反映することをいう。）する。（い） 

(1) 前々年度までに関する修正再表示による累積的影響額は、前年度の期首の資産、負債及び

資本の額に反映する。（い） 

(2) 前年度の財務諸表には、前年度の影響額を反映する。（い） 

２ 過去の誤謬に関する注記 

(1) 過去の誤謬の修正再表示を行った場合には、補足情報として次の事項を注記する。 

① 過去の誤謬の内容 

② 前年度について、影響を受ける財務諸表の主な表示科目とその影響額（い） 

③ 前年度の期首の資本の額に反映された、前々年度までの期間に関する修正再表示の累積

的影響額（い） 

(2) 過去の誤謬の修正再表示を行った場合は、附属明細書においては必要に応じて該当箇所に

その旨の脚注を記載する。（い） 

 

＜注解３＞ 過去の財務諸表の修正再表示について 

 過去の財務諸表の修正再表示は、具体的に次のような会計処理を行うこととなる。 

 【例示】 ＜23年度決算において、過年度を修正再表示する場合＞ 

 ① 21年度以前の影響額は、22年度の期首の資産、負債、資本の額を修正 

  ② 22年度期中の影響額は、22年度の当期損益計算書の各事項の修正及びその結

果として貸借対照表価額の修正 

   ③ ①及び②の結果として、前年度（22 年度）決算額が「修正再表示」される。 

 

第６ 重要性 

本指針のすべての項目について、財務諸表利用者の意思決定への影響に照らした重要性が

考慮される。 

重要性の判断は、財務諸表に及ぼす金額的な面と質的な面の双方を考慮する必要がある。 

金額的重要性には、損益への影響額又は累積的影響額が重要であるかどうかにより判断する
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考え方や、損益の趨勢に重要な影響を与えているかどうかにより判断する考え方のほか、財

務諸表項目への影響が重要であるかどうかにより判断する考え方などがある。 

ただし、具体的な判断基準は、公社の個々の状況によって異なり得ると考えられる。また、

質的重要性は、公社の経営環境、財務諸表項目の性質、又は誤謬が生じた原因などにより判

断することが考えられる。 

 

第７ 財務諸表標準様式の改訂 

１ 平成 24年 3月 15日の本指針の制定により、次の財務諸表標準様式を改訂する。 

① 標準様式３「剰余金計算書」 別紙１  

② 注記事項標準様式      別紙２ 

２ 令和 4年 3月 11日の本指針の改訂により、次の財務諸表標準様式を改訂する。（い） 

この改訂により、当事業年度に係る財務諸表の一部を構成するものとして比較情報（当事

業年度に係る財務諸表（附属明細表及び財産目録を除く。）に記載された事項に対応する前事

業年度に係る事項をいう。）を作成することとする。（い） 

  ① 一般会計様式１ 貸借対照表（一般会計） 

  ② 一般会計様式２ 損益計算書（一般会計） 

③ 一般会計様式３ 剰余金計算書（一般会計） 

④ 一般会計様式４ キャッシュ・フロー計算書（一般会計） 

⑤ 注記事項標準様式  注記事項 

⑥ 特別会計様式 〔様式１〕貸借対照表（積立分譲受入金会計） 

〔様式２〕損益計算書（積立分譲受入金会計） 

〔様式３〕キャッシュ・フロー計算書（積立分譲受入金会計） 

 

第８ 適用時期等 

１ この指針は、平成 24年 3月 31日以後終了する事業年度決算（中間決算は除く。）から適

用する。ただし、誤謬の訂正に関する過去の財務諸表の遡及処理による修正再表示についは、

平成 24年 4月 1日以降に開始する事業年度から適用するものとする。 

２ 令和 4 年 3 月 11 日に改訂された本指針（以下「令和４年改訂指針」という）は、令和 4

年 4月 1日以後開始する事業年度から適用する。（い） 
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会計上の見積りの注記に関する実務指針 

＜実務指針第４号＞ 

会計上の見積りの注記に関する実務指針 

令和 4年 3月 11日制定 

2020年（令和 2年）3月 31日に企業会計基準委員会において企業会計基準第 31号

「会計上の見積の開示に関する会計基準」（以下「基準第 31号」という。）が制定さ

れ、2021年（令和 3年）3月 31日以後終了する連結会計年度及び事業年度の年度末に

係る連結財務諸表及び個別財務諸表から適用された。 

 公社会計基準においては、令和 4年 3月 11日の公社会計基準の改訂により、注解（注

６－１）３項において、会計上の見積りに関する注記について規定したことから、あわ

せて本指針を制定してその取扱いについて定めるものである。 

 

１ 注記する項目の識別 

 会計上の見積りに関する注記を行うにあたり、当年度の財務諸表に計上した金額が会計

上の見積りによるもののうち、翌年度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクがある項目

を識別する。識別する項目は、通常、当年度の財務諸表に計上した資産及び負債である。

また、翌年度の財務諸表に与える影響を検討するにあたっては、影響の金額的大きさ及び

その発生可能性を総合的に勘案して判断する。 

 なお、直近の市場価格により時価評価する資産及び負債の市場価格の変動は、項目を識

別する際に考慮しない。 

 

２ 注記事項 

(1) 前項に基づき識別した項目について、次の事項を注記する。 

ア 識別した会計上の見積りの項目名 

イ 当年度の財務諸表に計上した額 

ウ 会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報 

イ及びウの事項の具体的な内容や記載方法（定量的情報もしくは定性的情報、又はこ

れらの組み合わせ）については、注解（注６－１）３項に記載の会計上の見積りの注記の

目的に照らして判断する。 

なお、イ及びウの事項について、会計上の見積りの開示以外の注記に含めて財務諸表

に記載している場合には、会計上の見積りに関する注記を記載するにあたり、当該他の

注記事項を参照することにより当該事項の記載に代えることができる。 

(2) 前項ウの「会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情

報」として注記する事項には、例えば、次のようなものがある。 
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 ア 当年度の財務諸表に計上した金額の算出方法 

 イ 当年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

 ウ 翌年度の財務諸表に与える影響 

 

＜注解１＞「注記する項目の識別」について 

１ 公社の財務諸表において、会計上の見積りによるものは次のものが挙げられる。 

   (1) 分譲事業資産等の評価       (2) 固定資産の減損 

   (3) 貸倒引当金            (4) 借上賃貸住宅資産減損勘定 

   (5) 計画修繕引当金          (6) 退職給付引当金 

   (7) 債務保証損失引当金        (8) 借上賃貸住宅損失引当金 

   (9) その他公社の判断で計上した引当金 (10) 資産除去債務 

 ２ 注記する項目は、これらのうち翌年度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクが

ある項目を識別することになり、翌年度の財務諸表に与える影響を検討するにあた

っては、影響の金額的な大きさ及びその発生可能性を総合的に勘案して各公社が判

断することが原則である。 

しかしながら、次表の「公社の区分」に該当する公社における「項目」欄記載の各

項目に関する内容は、当該公社の財務諸表利用者にとって有用な情報であることか

ら、原則として翌年度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクがある項目として識

別される。 

  

①分譲事業資産を保有する公社 分譲事業資産の評価 

②賃貸事業資産を保有する公社 固定資産（賃貸事業資産）の減損 

計画修繕引当金（設置している公社に限る。） 

 

また、その他の項目（分譲事業資産以外の流動資産の評価及び賃貸事業資産以外

の固定資産の減損を含む）については、当該項目にかかる当年度の計上額が資産又

は負債に占める割合の重要性、又は見積りに用いる仮定等の変動が明らかに見込ま

れており翌年度の計上見込額に相当な増減が見込まれる場合の増減額の重要性等を

総合的に勘案して判断する。 

 

＜注解２＞識別した項目の注記例について 

    識別した項目の注記例は次のとおりである。注記の記載内容は各公社の実情にあ

わせて記載する。また、記載例にない項目については、記載例の記載項目を参考に

各公社で実情に合わせて作成する。 
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 14　重要な会計上の見積り

(1) 分譲事業資産の評価

分譲事業資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ×××百万円

分譲事業資産等評価損計上額（その他経常費用）　　×××百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価損計上額がない場合は「なし」と記載）

ア　算出方法

イ　主要な仮定

【例２】正味売却価額は、固定資産税評価額を基に当社で設定した調整率を用いて算出している。

ウ　翌年度の財務諸表に与える影響

【例２】正味売却価額が帳簿価額を下回った場合、翌年度において追加の評価損が計上される可能性がある。

(2) 固定資産の減損

賃貸事業資産　　　　　　×××百万円

減損損失　　　　　　　　　×××百万円（減損損失がない場合は「なし」と記載）

ア　算出方法

イ　主要な仮定

ウ　翌年度の財務諸表に与える影響

①　当年度の財務諸表に計上した金額

②　財務諸表利用者の理解に資する情報

　公社減損会計処理基準に従い、賃貸事業資産については団地を単位としてグルーピングを行い、減損の兆候が認
められる資産グループについて、当該資産グループから得られる割引前キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合
には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上している。
　回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としており、正味売却価額は固定資産税評価額を基
に当公社で設定した調整率を乗じて算出し、使用価値は将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算出してい
る。

【例３】当公社では〇〇年度に評価損を計上しており、翌年度において評価損を追加計上する可能性は低いと見込
んでいる。

【例１】事業環境等の変化が主要な仮定に影響し、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合には、追
加の減損損失が発生する可能性がある。
また、賃貸事業資産全体の減損処理状況は、補足情報「４ 賃貸事業資産等について」の(1)に記載している。

【例２】賃貸住宅資産全体の減損処理状況は、補足情報「４ 賃貸事業資産等について」の(1)に記載しており、翌年
度に減損損失を計上する可能性は低いと見込んでいる。

【例１】正味売却価額は、当該分譲団地の販売計画に基づく販売価格としている。また、今後発生が見込まれる販売
経費は過去の実績を基に算出している。

【例１】今後の販売状況等に応じた販売計画の見直しにより正味売却価額及び販売経費等に変動があった場合、翌
年度において追加の評価損が計上される可能性がある。

【例１】将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、当該資産グループの事業収入及び事業費用であり、
賃貸住宅等の家賃、入居率及び管理に要する費用等に基づき見積りを行っている。

【例２】将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、当該資産グループの事業収入及び事業費用であり、
直近の事業収支の状況を基に見積りを行っている。

注　　記　　例　（各公社の実情に合わせて記載する）

①　当年度の財務諸表に計上した金額

②　財務諸表利用者の理解に資する情報

　公社会計基準に従い、分譲事業資産については取得原価をもって貸借対照表価額とし、期末における正味売却
価額が取得原価よりも低下している場合には、当該正味売却価額を貸借対照表価額とするとともに、取得原価と貸借
対照表価額との差額は当期の費用として処理している。正味売却価額は時価を基礎として今後発生が見込まれる工
事原価及び販売経費等を見積り、これらの見込額を控除して算出している。
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(3) 計画修繕引当金

計画修繕引当金　　　　　　　　　　　 ×××百万円（又は千円、以下単位について同じ）

ア　算出方法

イ　主要な仮定

ウ　翌年度の財務諸表に与える影響

【例１】賃貸住宅の個別の劣化状況等の変化又は建設物価等の変動等により修繕計画に変更があった場合は、計画
修繕引当金に影響を及ぼす可能性がある。また、修繕工事の実施年度において見積りと実績に乖離が生じた場合
は、追加の修繕費が発生する可能性がある。

①　当年度の財務諸表に計上した金額

②　財務諸表利用者の理解に資する情報

  賃貸事業資産の経年劣化等に対処するために計画的に実施する修繕工事について、団地別・工事項目別に実施
時期及び修繕費用を見積り、修繕計画を策定している。次回の修繕費用を実施時期までに引当てられるよう計画額と
計画修繕引当金の期末残高の差額を、実施までの見込み年数で均等に配分した額を繰入れており、実施年度にお
いて引当て累計額（計画額）を取崩している。

【例１】見積りの基礎となる団地別・工事項目別の修繕計画の主要な仮定は、修繕工事の実施時期及び費用であり、
実施時期は当公社で定める計画修繕実施基準の標準的な実施年数により、修繕費用は直近の同種の工事の実績
額により見積もっている。
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